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「「「「オンリーワンオンリーワンオンリーワンオンリーワン徳島行動計画徳島行動計画徳島行動計画徳島行動計画」」」」 主要事業 達成状況一覧表 目次主要事業 達成状況一覧表 目次主要事業 達成状況一覧表 目次主要事業 達成状況一覧表 目次

頁基 本 目 標 重 点 施 策基 本 目 標 重 点 施 策基 本 目 標 重 点 施 策基 本 目 標 重 点 施 策

2１「オープンとくしま」の実現 １ オープンとくしまの展開

3２ クリーンとくしまの実現

4３ とくしまパートナーシップの推進

5４ リフレッシュとくしまプランの展開

7２「経済再生とくしま」の実現 １ 経済再生のための体制づくり

10２ とくしま産業再生事業の推進

12３ とくしま起業倍増プランの展開

15４ とくしま産消連携事業の推進

16５ 新鮮とくしまブランド戦略の展開

17６ とくしま雇用戦略の展開

20３「環境首都とくしま」の実現 １ 環境首都とくしまの基盤づくり

21２ とくしま地球環境ビジョンの展開

24３ とくしまいい生活環境づくり

25４ きれいな水環境の実現

27５ とくしま廃棄物ゼロ社会づくり

29６ 自然との共生の推進

30７ 環境重視の多様な森林づくり

32４「安全・安心とくしま」の実現 １ 危機管理のための体制づくり

２ とくしまー０（ゼロ）作戦の展開 34
（南海地震発生時の死者ゼロを目指す）

38３ 自然災害に強い県土づくり

39４ 食の安全・安心の推進

41５ とくしま安心ライフの実現

43６ 健康とくしまの実現

45７ 犯罪や交通事故のないまちづくり

48５「いやしの国とくしま」の実現 １ いやしの国とくしまの体制づくり

49２ とくしま子どものびのびプランの展開

52３ 生涯を通じた学びの推進

54４ 明日のとくしまを担う青少年づくり

54５ あわ文化の創造・発信

57６ いやしの空間づくり

58７ とくしまスポーツ王国づくり

60６「ユニバーサルとくしま」の実現 １ ユニバーサルとくしまの体制づくり

62２ 男女共同参画立県とくしまの実現

63３ 健やか子育て環境づくり

66４ 高齢者いきいきとくしまの推進

67５ とくしまハンディキャップ・フリーの推進

68６ ユニバーサルなまちづくり

71７ 人権が尊重される社会づくり

72７「にぎわいとくしま」の実現 １ とくしま大交流回廊（スーパーコリドー）の推進

73２ 交通渋滞のないまちづくり

74３ いいとくしま観光・交流の推進

77４ にぎわい活力とくしまの実現

79５ ｅーとくしまの実現

81６ とくしま合併戦略の展開

81７ 元気わがまち・むらづくり

資料２
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「「「「オンリーワンオンリーワンオンリーワンオンリーワン徳島行動計画徳島行動計画徳島行動計画徳島行動計画」」」」主要事業 達成状況一覧表主要事業 達成状況一覧表主要事業 達成状況一覧表主要事業 達成状況一覧表

基本目標基本目標基本目標基本目標１１１１「「「「オープンオープンオープンオープンとくしまとくしまとくしまとくしま」」」」のののの実現実現実現実現

重点施策及重点施策及重点施策及重点施策及びびびび主要事業 平成主要事業 平成主要事業 平成主要事業 平成１６１６１６１６年度年度年度年度～～～～平成平成平成平成１８１８１８１８年度年度年度年度のののの取組状況取組状況取組状況取組状況

１１１１ オープンオープンオープンオープンとくしまのとくしまのとくしまのとくしまの展開展開展開展開

自由自由自由自由((((フリーフリーフリーフリー 、、、、適時適時適時適時((((タイムリータイムリータイムリータイムリー 、、、、親身親身親身親身((((フレンドリーフレンドリーフレンドリーフレンドリー))))のののの「「「「3333リーリーリーリー」」」」をををを基本基本基本基本にににに、、、、徹底徹底徹底徹底したしたしたした情報公開情報公開情報公開情報公開とととと適切適切適切適切なななな情報提供情報提供情報提供情報提供をををを行行行行いいいい、、、、意見交換意見交換意見交換意見交換のののの場場場場やややや提言提言提言提言のののの） ）） ）） ）） ）
場場場場をををを設設設設けるなどけるなどけるなどけるなど、、、、県民県民県民県民とのとのとのとの対話対話対話対話をををを積極的積極的積極的積極的にににに進進進進めめめめ、、、、県民県民県民県民とととと意思疎通意思疎通意思疎通意思疎通をををを図図図図りながらりながらりながらりながら県政県政県政県政をををを一緒一緒一緒一緒になってになってになってになって進進進進めますめますめますめます。。。。

１１１１ 県民県民県民県民とのとのとのとの対話型広報広聴事業対話型広報広聴事業対話型広報広聴事業対話型広報広聴事業のののの展開展開展開展開 ◇◇◇◇県民県民県民県民とのとのとのとの意思疎通意思疎通意思疎通意思疎通をををを図図図図りながらりながらりながらりながら、、、、県民県民県民県民とととと一緒一緒一緒一緒にににに県政県政県政県政をつくるためのをつくるためのをつくるためのをつくるための広報広聴事業広報広聴事業広報広聴事業広報広聴事業のののの実施実施実施実施
・地域別、年代別で気軽に意見交換する「しゃべり場とくしま」や、重要課題に対して意見を聴く「とくし
ま円卓会議」を開催するとともに、インターネットを活用した「いい徳島・カモン！知事への提言」を常
設するなど県民との意思疎通を図りながら、県民と一緒に県政をつくるための広報広聴事業を推進。
○「しゃべり場とくしま」 ⑱６回開催（⑰６回、⑯５回 、）
「とくしま円卓会議」 ⑱７回開催（⑰３回、⑯２回）

○「いい徳島・カモン！知事への提言」に寄せられた意見・提言等件数
⑱６６９件（⑰４９４件、⑯５４４件）

２２２２ 県民広聴制度県民広聴制度県民広聴制度県民広聴制度のののの充実充実充実充実 ◇◇◇◇オープンオープンオープンオープンとくしまとくしまとくしまとくしまパブリックコメントパブリックコメントパブリックコメントパブリックコメント制度制度制度制度のののの実施実施実施実施
・県のすべての行政機関でパブリックコメント制度を導入し、施策の指針となる計画や基本的な施策等を立
案する過程において、広く県民にその原案等を公表し、県民から寄せられた意見を反映させながら県政を
推進。
○パブリックコメント実施件数 ⑱２３件（⑰２２件、⑯１８件）

◇◇◇◇県民県民県民県民のののの県政県政県政県政へのへのへのへの苦情苦情苦情苦情、、、、照会照会照会照会、、、、相談等相談等相談等相談等へのへのへのへの対応対応対応対応
・県庁、南部・西部総合県民局及び県合同庁舎に県政広聴員を配置し、来庁や電話による県政への苦情、照
会、相談等に対応するとともに、ホームページで県内の行政機関の相談窓口を案内するなど、広聴事業を
充実。
○県民広聴事業における県民相談件数

⑱５ ３７７件（⑰５ ５０７件、⑯５ ２５８件）， ， ，

◇◇◇◇県政県政県政県政モニターモニターモニターモニター制度制度制度制度ののののＩＴＩＴＩＴＩＴ化化化化
・これまでの県政モニター制度を見直し、平成１６年度から主にインターネットを活用した県政モニターア
ンケート（オープンとくしまｅ－モニターアンケート）を実施し、県民の意識や意向を行政施策に反映さ
せながら県政を推進。
○オープンとくしまｅ－モニターアンケート実施件数 ⑱７件（⑰８件、⑯８件）
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３３３３ 情報公開制度情報公開制度情報公開制度情報公開制度のののの適正適正適正適正なななな運用運用運用運用 ◇◇◇◇よりよりよりより積極的積極的積極的積極的なななな情報公開情報公開情報公開情報公開
・個別の公開請求に対しては、原則公開の立場に立ち、より積極的な公開に努めるとともに、県の出資法人
に対しては、制度の適正な運用について随時指導・助言を実施。さらに、指定管理者に対して情報公開制
度の義務付けを行うなど、制度を充実。
○平成１７年３月公表の情報公開度ランキングで全国５位となり、１０位以内という目標を達成した。

総合順位 （ 年 月公表）５位 （ 年 月公表）９位 （ 年 月公表） 位17 3 18 3 19 3 22、 、

４４４４ 県政情報県政情報県政情報県政情報のののの積極的積極的積極的積極的なななな提供提供提供提供 ◇◇◇◇「「「「情報提供施策情報提供施策情報提供施策情報提供施策のののの推進推進推進推進にににに関関関関するするするする要綱要綱要綱要綱」」」」のののの適切適切適切適切なななな運用運用運用運用
・県民が要綱に基づく公表情報を積極的に活用できるよう、公表情報の一覧表を作成し、情報公開窓口・県
民サービスセンターでの閲覧やホームページで公表。
○情報提供に係る写し等の交付申出件数 ⑱９４件（⑰１１２件、⑯１８１件）

２２２２ クリーンクリーンクリーンクリーンとくしまのとくしまのとくしまのとくしまの実現実現実現実現

県議会県議会県議会県議会とのとのとのとの対話対話対話対話････協調協調協調協調やややや「「「「汚職問題調査団汚職問題調査団汚職問題調査団汚職問題調査団」」」」のののの報告報告報告報告のののの尊重尊重尊重尊重、、、、さらにはさらにはさらにはさらには、、、、汚職事件汚職事件汚職事件汚職事件のののの根絶根絶根絶根絶のためののためののためののための公共工事公共工事公共工事公共工事のののの入札入札入札入札････契約等契約等契約等契約等にににに対対対対するするするする第三者機関第三者機関第三者機関第三者機関のののの強化強化強化強化
などなどなどなど、、、、県政県政県政県政のののの専門専門専門専門ののののチェックチェックチェックチェック機関機関機関機関とのとのとのとの健全健全健全健全なななな関係関係関係関係のののの構築構築構築構築にににに努努努努めますめますめますめます。。。。

１１１１ 徳島県徳島県徳島県徳島県のののの公務員倫理公務員倫理公務員倫理公務員倫理にににに関関関関するするするする条例条例条例条例 ◇◇◇◇「「「「徳島県徳島県徳島県徳島県のののの公務員倫理公務員倫理公務員倫理公務員倫理にににに関関関関するするするする条例条例条例条例」」」」のののの施行施行施行施行「 」「 」「 」「 」
・職務執行の公正さに対する疑惑や不信を招くような行為の防止を図り、公務に対する信頼を確保することのののの施行施行施行施行
を目的として 「徳島県の公務員倫理に関する条例」を平成１６年４月１日から施行。、

・平成１６年度には、制度の周知徹底を図るため、平成１６年４月に「質疑応答集」を作成し、全職員に配
布し周知するとともに、徳島県職員倫理審査会を開催し適正に運用。

・平成１７～１８年度においても、公務に対する信頼を確保するため、新規採用職員への「質疑応答集」の
配布をはじめ、徳島県職員倫理審査会を開催するとともに、各種会議等をとらえて、より一層の制度の周
知徹底を実施。

２２２２ 業務改善業務改善業務改善業務改善・・・・公益通報制度公益通報制度公益通報制度公益通報制度のののの導入導入導入導入 ◇◇◇◇業務改善業務改善業務改善業務改善・・・・公益通報制度公益通報制度公益通報制度公益通報制度のののの導入導入導入導入
・平成１６年４月に「徳島県の公務員倫理に関する条例」の補完機能を持つ制度として、組織の風通しと自
浄能力の向上を図る目的で制度を創設、運用開始。

・平成１７年９月に外部相談員（弁護士２名）を設置するとともに、平成１８年４月から通報者の範囲拡大
や県の組織に「内部通報受付相談担当」を追加設置するなど、より利用しやすい体制を整備。

・平成１８年４月からの「公益通報者保護法」の施行に伴い、法の対象外である業務改善提案制度を別要綱
に分離し、県ホームページ等により一層制度を周知徹底。

３３３３ 業務業務業務業務にににに関関関関するするするする要望要望要望要望、、、、意見等意見等意見等意見等にににに対対対対しししし ◇◇◇◇「「「「業務業務業務業務にににに関関関関するするするする要望等要望等要望等要望等にににに対対対対するするするする職員職員職員職員のののの対応要綱対応要綱対応要綱対応要綱」」」」のののの施行施行施行施行
・知事や県職員が職務に関して受ける要望、意見等に対して、適正に対応するための制度として「業務に関適正適正適正適正にににに対応対応対応対応するためのするためのするためのするための制度制度制度制度のののの導入導入導入導入
する要望等に対する職員の対応要綱」を施行。
その後、施行後１年間の実績や議会での議論等を踏まえ、要綱を一部改正することにより、透明性・客観
性をより高め、一層開かれた県政運営を実施。
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○平成１６年４月１日「業務に関する要望等に対する職員の対応要綱」施行
○平成１７年９月１日「業務に関する要望等に対する職員の対応要綱」改正

４４４４ 入札制度入札制度入札制度入札制度のののの改革改革改革改革 ◇◇◇◇入札制度改革入札制度改革入札制度改革入札制度改革のののの着実着実着実着実なななな実行実行実行実行
・一般競争入札の対象工事を請負対象額2億円以上の工事から7千万円を超える工事に拡大するとともに、
総合評価落札方式を1億円を超える全ての工事を対象に実施するなど、入札・契約制度の「競争性 「透」、
明性 「公正性」がより一層高まるよう制度改正。」、

◇◇◇◇「「「「徳島県入札監視委員会徳島県入札監視委員会徳島県入札監視委員会徳島県入札監視委員会」」」」によるによるによるによる審議審議審議審議
・１億円以上の全ての工事の入札に関する審議や談合情報のあった入札の審議等のほか、新たに「入札制度
検討部会」を設置し、入札制度改革についても検討。

◇◇◇◇電子入札電子入札電子入札電子入札のののの導入導入導入導入
・平成１６年度に電子入札システムの開発を行い、平成１８年度内に全面導入。

３３３３ とくしまとくしまとくしまとくしまパートナーシップパートナーシップパートナーシップパートナーシップのののの推進推進推進推進

官官官官とととと民民民民とでとでとでとで役割分担役割分担役割分担役割分担するとともにするとともにするとともにするとともに、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ・・・・ＮＧＯＮＧＯＮＧＯＮＧＯにににに対対対対しししし税制面税制面税制面税制面・・・・物的支援物的支援物的支援物的支援などのなどのなどのなどの積極的積極的積極的積極的なななな支援支援支援支援・・・・協力協力協力協力をををを行行行行いいいい、、、、民間活力民間活力民間活力民間活力をををを大大大大いにいにいにいに活活活活かすかすかすかす、、、、公的分野公的分野公的分野公的分野
におけるにおけるにおけるにおける官民協働官民協働官民協働官民協働（（（（パートナーシップパートナーシップパートナーシップパートナーシップ））））のののの展開展開展開展開をををを図図図図りますりますりますります。。。。

１１１１ ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯ・・・・ボランティアボランティアボランティアボランティアとのとのとのとの連携連携連携連携・・・・ ◇◇◇◇「「「「徳島県社会貢献活動徳島県社会貢献活動徳島県社会貢献活動徳島県社会貢献活動のののの促進促進促進促進にににに関関関関するするするする条例条例条例条例」」」」のののの施行施行施行施行・・・・推進及推進及推進及推進及びびびび条例条例条例条例をををを具体化具体化具体化具体化するためのするためのするためのするための基本方針基本方針基本方針基本方針のののの策定策定策定策定
・ 徳島県社会貢献活動の促進に関する条例」を平成１６年４月に施行し、さらに条例を具体化するための協働協働協働協働 「
基本方針として、平成１７年３月に「徳島県社会貢献活動の促進に関する施策の基本方針」を策定。
また、同方針に基づき、ＮＰＯ法人やボランティア団体などの社会貢献活動団体から複数課にまたがる社
会貢献活動の企画・提案等をいただいた場合の支援窓口として平成１７年６月から県民サービスセンター
内に「ＮＰＯワンストップサービス窓口」を設置するなど、官民協働の推進体制を整備。
○ＮＰＯ法人数 ⑱１８９団体（⑰１３８団体、⑯１０２団体）

◇◇◇◇とくしまとくしまとくしまとくしま県民活動県民活動県民活動県民活動プラザプラザプラザプラザをををを拠点拠点拠点拠点としたとしたとしたとした社会貢献活動社会貢献活動社会貢献活動社会貢献活動のののの支援支援支援支援
・とくしま県民活動プラザにおいて、県民の社会貢献活動を促進するため、活動に関する情報収集・提供、
活動・交流の場の提供、相談・助言、人材育成・研修などの各種支援事業を総合的に実施。
○とくしま県民活動プラザ利用者数

⑱２８３５０人（⑰２９ ２９２人、⑯３０ ０１５人）, ， ，

◇◇◇◇協働事業推進補助金協働事業推進補助金協働事業推進補助金協働事業推進補助金のののの創設創設創設創設
・平成１６年度から協働事業推進補助金を創設し、官民協働の推進に向け、社会貢献活動団体が行う自主的
な事業に対する補助事業を公募により実施しＮＰＯが取り組む社会貢献活動を支援。
○協働事業推進補助金補助事業数 ⑱２２事業（⑰１５事業、⑯１４事業）
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◇◇◇◇社会貢献活動団体社会貢献活動団体社会貢献活動団体社会貢献活動団体からのからのからのからの事業提案等事業提案等事業提案等事業提案等によるによるによるによるパイロットパイロットパイロットパイロット的的的的なななな委託事業委託事業委託事業委託事業のののの実施実施実施実施
・平成１７年度から新たに、ＮＰＯと行政が対等なパートナーとして連携・協働するために、社会貢献活動
団体からの事業提案等による「協働推進モデル創出事業」を実施。
○協働推進モデル創出事業委託事業数 ⑱９事業（⑰９事業、⑯制度なし）

◇◇◇◇ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯ法人法人法人法人のののの設立支援設立支援設立支援設立支援のためののためののためののための税制措置税制措置税制措置税制措置
・ＮＰＯ法人の設立を支援するため、県税の優遇措置を講じる「ＮＰＯ法人に対する県税の減免措置を拡充
する」徳島県税条例の一部を改正する条例を平成１６年４月１日より施行。
○法人県民税の減免実績 ⑱２７件（ 円 （⑰１９件（ 円 、⑯なし）499,900 380,000） ）

２２２２ アドプトプログラムアドプトプログラムアドプトプログラムアドプトプログラムのののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇アドプトプログラムアドプトプログラムアドプトプログラムアドプトプログラムのののの区域区域区域区域、、、、参加団体参加団体参加団体参加団体のののの拡大拡大拡大拡大
・住民団体や企業等との協働によるアドプトプログラムの取組を推進するため、ホームページなどを通じ制
度の仕組みなどを広報することにより、活動区域や参加団体の拡大を促進。
○アドプト参加団体数 ⑱５４０団体（⑰４７５団体、⑯４４６団体）

◇◇◇◇公共施設公共施設公共施設公共施設へのへのへのへのアドプトプログラムアドプトプログラムアドプトプログラムアドプトプログラムのののの導入導入導入導入
・新たに公共土木施設以外の公の施設へアドプトプログラムを導入。

○アドプト導入施設数 ⑱４施設（⑰２施設、⑯制度なし）

３３３３ 公共事業公共事業公共事業公共事業におけるにおけるにおけるにおける住民参加住民参加住民参加住民参加のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇公共事業公共事業公共事業公共事業におけるにおけるにおけるにおける住民参加住民参加住民参加住民参加のののの推進推進推進推進
・県内各地で事業を選定し、ワークショップやアンケートなどの手法による住民の意見を計画に反映させる
取り組みを実施。
○地域とつくる土木モデル事業実施箇所数（累計） ⑱１０２箇所（⑰８８箇所、⑯８０箇所）
○地域とつくる農業農村整備事業実施事業数（累計）⑱ １３地区（⑰１１地区、⑯ ７地区）

４４４４ リフレッシュリフレッシュリフレッシュリフレッシュとくしまとくしまとくしまとくしまプランプランプランプランのののの展開展開展開展開

県民県民県民県民のののの目線目線目線目線でででで仕事仕事仕事仕事するというするというするというするという県庁職員県庁職員県庁職員県庁職員のののの意識改革意識改革意識改革意識改革、、、、財政中期展望財政中期展望財政中期展望財政中期展望のののの作成作成作成作成････公表公表公表公表とととと財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化のののの方策方策方策方策のののの提示提示提示提示などなどなどなど、、、、新新新新たなとくしまづくりとたなとくしまづくりとたなとくしまづくりとたなとくしまづくりと将来将来将来将来のののの安心安心安心安心
につながるにつながるにつながるにつながる徹底徹底徹底徹底したしたしたした行財政改革行財政改革行財政改革行財政改革をををを行行行行いますいますいますいます。。。。

１１１１ 県民県民県民県民のののの目線目線目線目線でででで仕事仕事仕事仕事をするをするをするをする県庁県庁県庁県庁のののの意識意識意識意識 ◇◇◇◇「「「「リフレッシュリフレッシュリフレッシュリフレッシュとくしまとくしまとくしまとくしまプランプランプランプラン」」」」のののの見直見直見直見直しししし
、 「 （ ）」改革改革改革改革 ・平成１６年度は 本県の行財政改革プランである リフレッシュとくしまプラン 平成１５年１０月策定

を着実に推進。
・平成１７年度には行財政改革をさらに加速させるため 「リフレッシュとくしまプラン」を見直し、新た、
な職員数削減目標を掲げるなど 「更なる集中改革」として策定・公表。、

・平成１８年度は 「更なる集中改革」を着実に推進。、
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◇◇◇◇職員職員職員職員のののの意識意識意識意識をををを改革改革改革改革するためのするためのするためのするための取組取組取組取組
・自治研修センターでのＣＳ向上研修の実施、出先機関の再編について職員説明会の実施、職員誌（職員と
くしま）への掲載など、職員の意識改革を図るための取組を実施。
○自治研修センターでのＣＳ研修 ⑱１回（⑰２回、⑯１回）

２２２２ 中長期的視点中長期的視点中長期的視点中長期的視点にににに立立立立ったったったった財政運営財政運営財政運営財政運営 ◇◇◇◇県財政中期展望県財政中期展望県財政中期展望県財政中期展望のののの作成作成作成作成、、、、公表公表公表公表などなどなどなど財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組
・平成１６年２月に作成、公表した「とくしま財政中期展望」において示された中期的な財源不足額の拡大
傾向等を踏まえ、持続可能で新しい時代に相応しい行財政システムの改革を行うため平成１６年１０月に
策定した「財政改革基本方針」に基づき、財源不足額の改善や抑制対象県債の発行抑制等を進めることに
より、財政健全化に向けた取り組みを推進。
○平成１９年度予算編成において 「財政改革基本方針」に掲げた目標額１５０億円を上回る、
１６２億円の財源不足解消額を達成

３３３３ 徳島徳島徳島徳島からのからのからのからの提言提言提言提言によるによるによるによる新新新新たなたなたなたな財源財源財源財源 ◇◇◇◇徳島徳島徳島徳島からのからのからのからの提言提言提言提言によるによるによるによる新新新新たなたなたなたな財源確保財源確保財源確保財源確保
・徳島県からの提言により、平成１８年度から、港湾整備事業において施設耐用年数に合わせて償還期間を確保確保確保確保
延長できる資本費平準化債が創設されるとともに、団塊世代の大量退職（２００７年問題）に向けた退職
手当債の拡充がなされ、新たな財源を確保。

４４４４ 出先機関出先機関出先機関出先機関のののの再編再編再編再編・・・・機能強化機能強化機能強化機能強化 ◇◇◇◇総合事務所化総合事務所化総合事務所化総合事務所化にににに向向向向けたけたけたけた出先機関出先機関出先機関出先機関のののの再編再編再編再編・・・・機能強化機能強化機能強化機能強化へのへのへのへの取組取組取組取組
・平成１６年１０月に、外部有識者からなる出先機関再編検討委員会から最終報告を受け、再編の骨格であ
る県としての「出先機関の再編整備計画」を策定 「南部総合県民局」開設に向けた制度設計や開設準備、
など具体的再編作業を実施。

・平成１７年４月に南部総合県民局を設置 「南部総合県民局」のフォローアップを行うとともに 「西部総、 、
合県民局」開設に向けた制度設計や開設準備など具体的再編作業を実施。

、「 」 、・平成１８年４月に西部総合県民局を設置 南部及び西部総合県民局 のフォローアップを行うとともに
平成２０年度に予定している東部圏域の行政体制のあり方に向けた検討を実施。

５５５５ 県県県県のののの外郭団体外郭団体外郭団体外郭団体のののの改革改革改革改革 ◇◇◇◇外郭団体外郭団体外郭団体外郭団体のののの見直見直見直見直しとしとしとしと経営改善経営改善経営改善経営改善
・ 外郭団体見直し等の基本方針（平成１６年６月策定 」に沿って、外郭団体の見直しや経営改善に取り組「 ）
むとともに、各団体ごとに課題解決に向けた「問題解決プラン」を策定し推進。
○県関与団体数 ⑱３４団体（⑰３５団体、⑯３８団体）
○平成１７年度末で廃止・統合予定団体等を除く全３２団体で問題解決プランを策定済 （⑯５団体）

６６６６ 指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度のののの導入導入導入導入 ◇◇◇◇指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度のののの導入導入導入導入
・民間ノウハウの活用等による利用者サービスの向上と経費縮減に取り組むため、平成１７年度に公の施設
への指定管理者制度の導入に向けた準備を行い、平成１８年度から制度を積極的に導入。
○指定管理者制度導入施設 ⑱３５施設（⑰未実施）
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基本目標基本目標基本目標基本目標２２２２「「「「経済再生経済再生経済再生経済再生とくしまとくしまとくしまとくしま」」」」のののの実現実現実現実現

重点施策及重点施策及重点施策及重点施策及びびびび主要事業 平成主要事業 平成主要事業 平成主要事業 平成１６１６１６１６年度年度年度年度～～～～平成平成平成平成１８１８１８１８年度年度年度年度のののの取組状況取組状況取組状況取組状況

１１１１ 経済再生経済再生経済再生経済再生のためののためののためののための体制体制体制体制づくりづくりづくりづくり

本県経済本県経済本県経済本県経済のののの再生再生再生再生をををを総合的総合的総合的総合的かつかつかつかつ着実着実着実着実にににに進進進進めるためにめるためにめるためにめるために、、、、必要必要必要必要なななな組織組織組織組織、、、、人人人人づくりやづくりやづくりやづくりや連携連携連携連携のののの強化強化強化強化などなどなどなど、、、、体制体制体制体制づくりにづくりにづくりにづくりに努努努努めますめますめますめます。。。。

１１１１ 「「「「徳島県経済再生徳島県経済再生徳島県経済再生徳島県経済再生プランプランプランプラン」」」」のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇「「「「徳島県経済再生徳島県経済再生徳島県経済再生徳島県経済再生プランプランプランプラン」」」」のののの計画的計画的計画的計画的なななな推進推進推進推進
・本県では 厳しい経済・雇用情勢に対応するため 平成１６年３月に １万人の雇用創出 を目標に 徳、 、 「 」 、「
島県経済再生プラン」を策定し 「起業の促進と産業の競争力の強化 「民間需要の喚起と公共需要によ、 」、
る経済の下支え 「雇用関連対策の推進」の３つをテーマとして、企業誘致の拡大、中小企業の活性化、」、
雇用就業の安定化など、積極的な施策展開を官民一体となり推進してきた。
○「１万人の雇用創出」目標の達成

プランの目標とする「１万人の雇用創出」は、平成１４年度の就業構造基本調査による「失業者数
が約２万人」で、これに対する策定前の「有効求人数が約１万人」であったことから、この差の解
消を目指し設定した。平成１９年３月２日に発表された総務省労働力調査によると、平成１８年
１０月から１２月期平均の 失業者数が約１２０００人 徳島労働局職業安定業務統計による 有「 」、 「，

」 、 、 。効求人数が約１４ ０００人 となり １万人の差が解消・逆転し ２ ０００人のプラスとなった， ，
○経済指標は着実に改善
・有効求人倍率（徳島労働局）

⑮０ ６５倍→ ⑰０ ８０倍→ ⑱０ ９２倍（⑱ 月､ 月 倍( ～ 月最大値 ）． ． ． 8 12 0.96 1 12 ）
・完全失業率（総務省労働力調査）

徳島県（全国）⑮５ ０％（ ％）→⑱３ ５％（ ％ （⑱ 月期平均 ％( ％)）． ．5.3 4.1 10-12 3.0 3.9）
〈徳島県の数値は 年 月から新たに導入された統計的手法による推計値〉H18 5

・鉱工業生産指数（県統計調査課）
徳島県（全国）⑮１０６ ３ﾎﾟｲﾝﾄ（ ﾎﾟｲﾝﾄ）→⑱ 月期１４３ １ﾎﾟｲﾝﾄ（ ﾎﾟｲﾝﾄ）． ．95.0 12 109.7

◇◇◇◇「「「「中小企業中小企業中小企業中小企業・・・・雇用対策特別会計雇用対策特別会計雇用対策特別会計雇用対策特別会計」」」」のののの設置設置設置設置
・中小企業及び雇用対策の円滑な事業実施を図るため 「中小企業・雇用対策特別会計」を平成１７年度か、
ら設置。

２２２２ 業界団体等業界団体等業界団体等業界団体等のののの体質強化体質強化体質強化体質強化 ◇◇◇◇商工会議所及商工会議所及商工会議所及商工会議所及びびびび商工会商工会商工会商工会のののの広域化広域化広域化広域化やややや合併合併合併合併にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組のののの推進推進推進推進
・組織の規模、財源基盤が脆弱な商工会の経営基盤の強化や、事業者ニーズに対応するため商工団体におけ
る指導体制の高度化・専門化を図るために、平成１６年度には県下７ブロックの商工会地域で広域連携協
議会を設立。事業の広域的な実施を図るとともに、平成１９年４月に２地区で商工会が合併するなど、商
工会の合併に向けた動きが活発化。
○商工会地区の県下７ブロックにおいて、平成１６年度に広域連携協議会が設立済み
○県下商工会地区４地区で、合併協議会が設置。うち２地区において（三好市地区、東みよし町地区）
平成１９年４月１日合併



- 8 -

◇◇◇◇農林水産業関係団体農林水産業関係団体農林水産業関係団体農林水産業関係団体のののの合併等合併等合併等合併等のののの推進推進推進推進
・県下１ＪＡの実現に向けて側面から支援を行い、特に鳴門地区の合併推進を重点的に実施。その結果、Ｊ
Ａ板東町、ＪＡ堀江、ＪＡ鳴門市が平成１８年７月に合併し、県下の農協数が１８ＪＡから１６ＪＡとな
った。

・徳島県森林組合広域合併推進協議会を開催し協議・検討を行うとともに、各地区において合併推進協議会
や研究会を設置し、合併に向けて推進。その結果、平成１８年度末の森林組合数が、平成１５年度末の
１６から１２となった。

・漁協系統団体と連携し漁協系統信用事業の統合を推進。平成１７年１２月をもって、県下すべての漁業協
同組合の信用事業について、徳島県信用漁業協同組合連合会への統合が完了し、目標としていた水産業協
同組合の１県１信用事業責任体制を構築。平成１８年度は、引き続き「ＪＦマリンバンク基本方針」に則
り、漁協系統信用事業の健全な運営を指導。

３３３３ 経営感覚経営感覚経営感覚経営感覚にににに優優優優れたれたれたれた企業企業企業企業、、、、人人人人づくりづくりづくりづくり ◇◇◇◇とくしまとくしまとくしまとくしま経営塾経営塾経営塾経営塾「「「「平成長久館平成長久館平成長久館平成長久館」」」」のののの創設創設創設創設
・県内企業の経営者や従業員をはじめ、創業を志す県民や の従事者等を広く対象として 「強い組織」NPO 、
づくりのノウハウを総合的に、また身近に学べる研修プログラムを創設し、時代に対応した組織変革の核
となる人材育成を支援するため、平成１８年度にとくしま経営塾「平成長久館」を創設。

◇◇◇◇経営品質経営品質経営品質経営品質プログラムプログラムプログラムプログラムのののの普及啓発普及啓発普及啓発普及啓発とととと徳島県経営品質賞徳島県経営品質賞徳島県経営品質賞徳島県経営品質賞のののの設定設定設定設定
・柔軟な変革力のある強い経営体を作る国際標準のノウハウである「経営品質向上プログラム」の普及啓発
を図り 企業の競争力を強化するため ＰＲや学習活動を展開するとともに 平成16年度に設置した 徳、 、 、 「
島県経営品質賞」により優れた経営体を顕彰するため応募企業を募集。
○徳島県経営品質賞応募等企業数 ⑱６社（⑰3社、⑯5社）

◇◇◇◇「「「「改善改善改善改善エキスパートエキスパートエキスパートエキスパート」」」」のののの認定認定認定認定
・平成１６年度から、企業の現場改善に優れた能力を持つ人材を「改善エキスパート」として認定、顕彰す
るとともに、関係機関が実施する人材育成事業等で認定者の活用を図り、県内企業の改善活動の活性化を
推進。
○改善エキスパート認定人数（累計） ⑱４３人（⑰２５人、⑯１３人）

◇◇◇◇「「「「徳島県知的財産推進指針徳島県知的財産推進指針徳島県知的財産推進指針徳島県知的財産推進指針」」」」のののの策定策定策定策定、、、、知的財産知的財産知的財産知的財産のののの創造創造創造創造､､､､保護及保護及保護及保護及びびびび活用活用活用活用によるによるによるによる産業振興産業振興産業振興産業振興
・本県産業が競争力を高め持続的に発展していくため、平成１８年度に「徳島県知的財産推進指針」を策定
し、知的財産の創造､保護及び活用の活動を地域に循環（知的創造サイクル）させる施策を実施。

◇◇◇◇認定農業者認定農業者認定農業者認定農業者のののの育成育成育成育成
・県、県農業会議及びＪＡ徳島中央会等で組織した「徳島県担い手育成総合支援協議会」を設立し、具体的
行動指標を作成し、認定農業者の育成等を計画的に推進。また、市町村等地域段階においても、同様の協
議会組織の立ち上げを働きかけるとともに、認定農業者候補者のリストアップを行い、計画的に働きかけ
るよう要請。
○認定農業者数 ⑱２ １２１経営体（⑰１ ４２２経営体、⑯１ ２７４経営体）， ， ，
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◇◇◇◇新規就農者新規就農者新規就農者新規就農者のののの育成確保育成確保育成確保育成確保やややや企業企業企業企業、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ、ＮＰＯ等等等等のののの農業参入農業参入農業参入農業参入のののの促進促進促進促進
・就農準備校「とくしまアグリテクノスクール」を開設し、各種研修を実施。また、非農家等新規参入者を
対象とした「現地実践コース」講座を新設し、講義と合わせて先進農家での研修を実施するとともに、研
修ほ場の設置と合わせて家賃等の支援を行う「とくしま新規就農サポート事業」を創設し、新規参入者の
支援を実施。
○４０歳未満の新規就農者数（平成１５年度からの累計） ⑱１６９人（⑰１３４人、⑯１０３人）

◇◇◇◇農林水産業分野農林水産業分野農林水産業分野農林水産業分野におけるにおけるにおけるにおける革新的技術革新的技術革新的技術革新的技術のののの総合的総合的総合的総合的なななな普及普及普及普及・・・・支援支援支援支援
・農業支援センターにおいて、管内の主要野菜、果樹における環境負荷の低減技術や省力化、品質向上等の
新技術を実証展示し、普及を推進。
○新技術実用化課題数 ⑱９３件（⑰８７件、⑯７５件）

◇◇◇◇低低低低コストコストコストコストでででで間伐材間伐材間伐材間伐材をををを搬出搬出搬出搬出できるできるできるできる技術者技術者技術者技術者のののの育成育成育成育成
・低コスト搬出間伐が可能な高性能林業機械（スイングヤーダ、プロセッサ、フォワーダ）が県内森林組合
等に１５セット導入されるとともに、その技術者の育成研修を実施。
○高能率間伐材搬出技術者数（累計） ⑱８４人（⑰５４人、⑯１２人）

４４４４ 高等教育機関高等教育機関高等教育機関高等教育機関とのとのとのとの連携連携連携連携のののの強化強化強化強化 ◇◇◇◇高等教育機関高等教育機関高等教育機関高等教育機関のののの有有有有するするするする資源資源資源資源をををを有効活用有効活用有効活用有効活用するためのするためのするためのするための連携強化連携強化連携強化連携強化・・・・情報交換情報交換情報交換情報交換
・大学等の高等教育機関が有する教育・研究成果の蓄積や人的資源を地域づくりに活かすよう、高等教育機
関と連携を深めるため 「高等教育機関の長と知事との懇談会」などの機会を設け、全大学等との情報交、
換を実施するとともに、多くの大学等との間で連携組織を設置。
○県との連携組織を有する高等教育機関の割合 ⑱８６％（⑰５７％、⑯４３％）

５５５５ 那賀川水系那賀川水系那賀川水系那賀川水系におけるにおけるにおけるにおける渇水対策渇水対策渇水対策渇水対策のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇那賀川水系渇水調整制度那賀川水系渇水調整制度那賀川水系渇水調整制度那賀川水系渇水調整制度のののの創設創設創設創設
・平成１８年３月に「那賀川水系渇水調整制度運営委員会」を立ち上げ、渇水時に農水から工水に対し一定
量の水量を調整する制度の創設について関係団体の了解を得た後、水量調整の方法等について、利水者側
と土地改良区の調整を行った結果、双方の了解が得られ、平成１８年８月に協定書の調印が完了。

◇◇◇◇地下水地下水地下水地下水のののの活用活用活用活用
・那賀川水系の渇水時に、地下水をくみ上げ阿南工業用水道の送水管により企業に供給するための施設整備
を平成１７年度に開始し平成１８年度に整備が完了。
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２２２２ とくしまとくしまとくしまとくしま産業再生事業産業再生事業産業再生事業産業再生事業のののの推進推進推進推進

金融支援金融支援金融支援金融支援、、、、産学官連携産学官連携産学官連携産学官連携によるによるによるによる技術支援技術支援技術支援技術支援などのなどのなどのなどの総合的総合的総合的総合的なななな支援支援支援支援をををを図図図図りりりり、、、、とくしまのとくしまのとくしまのとくしまの地場中小企業地場中小企業地場中小企業地場中小企業、、、、伝統産業伝統産業伝統産業伝統産業などのなどのなどのなどの再生再生再生再生をををを目指目指目指目指しますしますしますします。。。。

１１１１ 業界団体業界団体業界団体業界団体へのへのへのへの支援支援支援支援によるによるによるによる地域産業地域産業地域産業地域産業のののの ◇◇◇◇機械金属工業機械金属工業機械金属工業機械金属工業のののの活性化計画活性化計画活性化計画活性化計画のののの策定策定策定策定、、、、支援支援支援支援
・平成１５年度に特定中小企業集積活性化計画を策定し、平成１６、１７年度は、同計画に基づき徳島県機活性化活性化活性化活性化
械金属工業会が実施する新商品・新技術開発事業等を支援。また、支援機関である工業技術センターが研
究開発事業、とくしま産業振興機構が指導・助言事業を実施。

・平成１８年度は、徳島県機械金属工業会が同計画に基づき展開する「地域ブランド化」の形成等を目指し
て取り組む事業を支援。

◇◇◇◇木工業木工業木工業木工業のののの活性化計画活性化計画活性化計画活性化計画のののの策定策定策定策定、、、、支援支援支援支援
・平成１６年度に特定中小企業集積活性化計画を策定し、平成１７年度に同計画に基づき徳島県木竹工業協
同組合連合会及び徳島県唐木仏壇協同組合連合会が実施する販路開拓事業等を支援。

・平成１８年度は、徳島県木竹工業協同組合連合会及び徳島県唐木仏壇協同組合連合会が同計画に基づき展
開する「地域ブランド化」の形成等を目指して取り組む事業を支援。

◇◇◇◇林業林業林業林業・・・・木材産業木材産業木材産業木材産業のののの生産生産生産生産からからからから流通流通流通流通・・・・加工加工加工加工までのまでのまでのまでのコストコストコストコスト低減低減低減低減とととと連携強化連携強化連携強化連携強化
・木材産業者の経営安定化のための低利融資や、効率的な加工施設整備のための補助や利子助成の実施、徳
島県木材認証制度の創設。

・ 林業再生プロジェクト」を推進するために、平成１７年度より新間伐システム（高性能林業機械）によ「
る効率的な搬出間伐を実施。
○県内木材需要に占める県産木材の比率 ⑱２６％（⑰２３％、⑯２２％）
○間伐材等の県産木材の供給量 ⑱１９万ｍ （⑰１８万ｍ 、⑯１７万ｍ ）３ ３ ３

◇◇◇◇公共事業公共事業公共事業公共事業やややや住宅住宅住宅住宅リフォームリフォームリフォームリフォーム等等等等へのへのへのへの県産木材県産木材県産木材県産木材のののの利用推進利用推進利用推進利用推進
・木材需要拡大のためのイベント「山と木と緑のフェア」を開催。
・県民の建てる木造住宅に県産木材を一部提供し、木材のＰＲを推進。

○住宅資材の提供（⑯～⑱） 新築１３９戸、リフォーム３７戸
・新たな用途として、スギ複合型枠用合板と木製ガードレールを開発し、公共事業において率先して利用す
るなど木材の利用を推進。
○森林土木事業等における「スギ複合型枠用合板」の利用推進 利用量(３ヶ年累計) ３０９３０枚,

, . m○木製ガードレールの設置 延 長(３ヶ年累計) １０４４５
, m○木製歩行者自転車用防護柵の設置 延 長(３ヶ年累計) ２０３５

%○県内新築住宅着工数に占める木造住宅の割合 木造率 ６０ ７．
３○公共土木事業での年間県産木材使用量 使用量 ６ ０７６ｍ，

◇◇◇◇県内企業優先発注等県内企業優先発注等県内企業優先発注等県内企業優先発注等のののの実施指針実施指針実施指針実施指針のののの策定策定策定策定、、、、県内企業県内企業県内企業県内企業のののの発注発注発注発注・・・・調達率等調達率等調達率等調達率等のののの向上向上向上向上
・平成１６年度に「県内企業優先発注及び県内産資材の優先使用のための実施指針」を策定し、当指針に基
づき、県の全ての機関が発注する「公共工事関係 「情報システム調達関係 「物品調達関係 「その他」、 」、 」、
の分野」の４分野において、県内企業への優先発注等を推進。県の全ての機関において、同指針に基づい
た取り組みが浸透。
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２２２２ 挑戦挑戦挑戦挑戦するするするする中小企業中小企業中小企業中小企業へのへのへのへの支援支援支援支援 ◇◇◇◇オンリーワンオンリーワンオンリーワンオンリーワン企業創出企業創出企業創出企業創出のののの支援支援支援支援
・平成１６年度に、本県経済の新たな核となるべき企業を育成することを通じて、産業の活性化と雇用の確
保を図るため、独創的な技術やサービスをもとに、独自の価値を顧客に提供する企業として成長する意欲
と可能性を持つ県内中小企業を支援する「オンリーワン企業創出支援事業」を実施。

・平成１８年度に経営革新支援事業と統合し、新たに「オンリーワン・チャレンジ支援事業」として実施。
○計画認定企業数（累計） ⑱９社（⑰７社、⑯４社）

◇◇◇◇中小企業中小企業中小企業中小企業のののの経営革新計画樹立支援等経営革新計画樹立支援等経営革新計画樹立支援等経営革新計画樹立支援等
・県内中小企業から申請のあった経営革新計画（新商品開発、新生産販売方法開発等）を審査承認し、承認
した計画に対して、国や県等の関係機関が連携して低利融資、補助金等の各種支援を実施。

・平成１８年度にオンリーワン企業創出支援事業と統合し、新たに「オンリーワン・チャレンジ支援事業」
として実施。
○経営革新計画承認件数（累計） ⑱１９８件（⑰１５１件、⑯１０４件）

◇◇◇◇国国国国のののの資金資金資金資金をををを有効活用有効活用有効活用有効活用したしたしたした県内企業県内企業県内企業県内企業のののの新商品新商品新商品新商品、、、、新技術新技術新技術新技術のののの開発促進開発促進開発促進開発促進
・工業技術センターを中心とした地域の産学官が連携し、県内産業の発展に寄与するテーマを選択し、国の
大型の公募提案型事業の採択に向けて、事前調査などの予備的研究を実施。

・平成１８年度は、引き続き、国の大型の公募提案型事業の採択を目指した予備的研究を行うとともに、採
択を受けた公募提案型事業を実施し､新商品､新技術の開発を促進。
○国等の公募提案型事業の採択件数（累計） ⑱１０件（⑰５件、⑯１件）

◇◇◇◇県内企業県内企業県内企業県内企業のののの有望製品等有望製品等有望製品等有望製品等のののの販路開拓支援販路開拓支援販路開拓支援販路開拓支援
・商社等を招聘し、海外市場の紹介セミナーや、販路開拓の相談を実施。

３３３３ 建設産業建設産業建設産業建設産業のののの構造改革構造改革構造改革構造改革のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇建設産業建設産業建設産業建設産業のののの構造改革構造改革構造改革構造改革にににに関関関関するするするする支援窓口支援窓口支援窓口支援窓口のののの設置設置設置設置
・平成１６年度から、建設産業における経営体質の強化、新分野進出への支援等のため、建設管理課内に建
設業支援相談窓口を設置し、専門家や関係機関の紹介、支援施策の内容についての相談を実施。

・平成１７、１８年度は相談窓口の利用促進を図るため、セミナー等の開催時に積極的な利用を周知。
○建設業者からの相談件数（平成１６年度からの累計） ⑱５９件（⑰４１件、⑯２５件）

◇◇◇◇新分野進出新分野進出新分野進出新分野進出へのへのへのへの支援支援支援支援
・平成１６年度から、中小企業向け融資制度に「建設業新分野進出支援資金」を創設し、建設業者の事業転
換及び経営多角化を支援するとともに、新分野進出等についての全国・県内の具体的な取組事例について
事例集を作成。平成１７、１８年度は、建設業者を対象とした「新分野進出支援セミナー」等において制
度を周知。
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◇◇◇◇経営体質強化研修会経営体質強化研修会経営体質強化研修会経営体質強化研修会やややや新分野進出新分野進出新分野進出新分野進出セミナーセミナーセミナーセミナー等等等等のののの開催開催開催開催
・経営全般にわたるコストダウンの具体的手法の習得による経営体質の強化を図るため 「経営体質強化研、
修会」を開催。

・建設業経営者による新分野進出事例発表等により、新分野進出に関する取組への意識改革・気運醸成を図
るため 「新分野進出支援セミナー」を開催。、

・新分野進出に意欲ある建設業経営者等を対象に具体的事業化に向けたノウハウの習得、ビジネスプランの
策定等を行う「新分野進出研究会」を開催。
○建設業構造改革支援事業の研修会等日数 ⑱１１日（⑰１１日）

４４４４ 金融金融金融金融セーフティネットセーフティネットセーフティネットセーフティネットのののの構築構築構築構築 ◇◇◇◇中小企業向中小企業向中小企業向中小企業向けけけけ融資制度融資制度融資制度融資制度のののの充実充実充実充実
・平成１６年度に「経営安定借換資金」の融資枠の拡大 「建設業新分野進出支援資金 、及び「創業者無担、 」
保資金」の創設など、中小企業向け融資制度を充実。

・平成１７年度は、融資枠を拡大 「事業再生資金」の創設など、中小企業向け融資制度を充実。、
・平成１８年度は 「地震防災対策資金 「ベンチャー企業ステップアップ資金」及び「はぐくみ事業所整、 」、
備資金」を創設し、経済状況の好転による資金需要増加及び大規模災害に備えるため、過去最大の融資枠
を確保。
○中小企業協調融資制度新規融資件数 ⑱３ ６９４件（⑰４ ０２４件、⑯５，８６５件）， ，

５５５５ 中小企業中小企業中小企業中小企業におけるにおけるにおけるにおける防災力防災力防災力防災力のののの強化強化強化強化 ◇◇◇◇中小企業中小企業中小企業中小企業におけるにおけるにおけるにおける災害時災害時災害時災害時のののの事業継続事業継続事業継続事業継続をををを目的目的目的目的としたとしたとしたとした「「「「事業継続計画事業継続計画事業継続計画事業継続計画 （ＢＣＰ）（ＢＣＰ）（ＢＣＰ）（ＢＣＰ）のののの作成促進作成促進作成促進作成促進」」」」
・必要な施策等について検討を行うため 関係機関で組織する 徳島県企業防災推進検討会 を設置し 徳、 「 」 、「
島県企業防災ガイドライン」を策定。

・ＢＣＰをはじめとする企業防災意識の周知啓発を図るため 「徳島県企業防災セミナー」を開催。、
○「事業継続計画 （ＢＣＰ）作成事業所数 ⑱６事業所（⑰未実施）」

◇◇◇◇「「「「地震防災対策資金地震防災対策資金地震防災対策資金地震防災対策資金」」」」のののの創設創設創設創設
・平成１８年度に、中小企業の地震対策を促進するため、低保証料率の「地震防災対策資金」を創設すると
ともに、制度の周知を行った。
○地震防災対策資金融資件数（累計） ⑱１件（⑰未実施）

３３３３ とくしまとくしまとくしまとくしま起業倍増起業倍増起業倍増起業倍増プランプランプランプランのののの展開展開展開展開

産学官連携産学官連携産学官連携産学官連携によるによるによるによる起業家起業家起業家起業家・・・・ベンチャーベンチャーベンチャーベンチャー企業企業企業企業のののの育成育成育成育成・・・・支援体制支援体制支援体制支援体制のののの充実充実充実充実をををを図図図図るなどるなどるなどるなど、、、、とくしまとくしまとくしまとくしま発発発発のののの起業起業起業起業のののの飛躍的増加飛躍的増加飛躍的増加飛躍的増加・・・・定着定着定着定着をををを目指目指目指目指しますしますしますします。。。。

１１１１ 起業意識起業意識起業意識起業意識のののの啓発啓発啓発啓発 ◇◇◇◇中小企業新事業活動促進法中小企業新事業活動促進法中小企業新事業活動促進法中小企業新事業活動促進法をををを活用活用活用活用したしたしたした創業支援創業支援創業支援創業支援やややや創業後創業後創業後創業後のののの支援支援支援支援
・(財)とくしま産業振興機構に創業・販路開拓コーディネーターを設置し、関係機関と連携しながら起業家
の掘り起こしを行うとともに、創業に関する相談業務を行い、創業を促進。また、会社法に関するセミナ
ーを実施し普及啓発を推進。
平成18年5月1日より会社法が施行されたことにより、中小企業新事業活動促進法に基づく最低資本金

に関する特例制度が廃止となったため、平成18年度は4月末時点の数値となっている。
○中小企業新事業活動促進法活用企業数（累計） ⑱９９社（⑰９２社、⑯５４社）
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◇◇◇◇コミュニティビジネスコミュニティビジネスコミュニティビジネスコミュニティビジネスのののの創出支援創出支援創出支援創出支援
、 、 。・平成１６年度は 事業化を考えている県内の団体を対象に説明会を開催し 支援を受ける団体を公募選定

・平成１７年度、平成１８年度は、(財)とくしま産業振興機構や(社)徳島ニュービジネス協議会などの新事
業支援機関と連携しながら、創業に関する支援策を提供し、コミュニティビジネスの創出を推進。
○コミュニティビジネスの計画策定支援数（累計） ⑱３事業（⑰２事業、⑯２事業）

２２２２ 起業家起業家起業家起業家・・・・ベンチャーベンチャーベンチャーベンチャー企業企業企業企業のののの育成支援育成支援育成支援育成支援 ◇◇◇◇新分野新分野新分野新分野にににに挑戦挑戦挑戦挑戦しようとするしようとするしようとするしようとする起業家起業家起業家起業家がががが評価評価評価評価されるされるされるされる雰囲気雰囲気雰囲気雰囲気づくりとづくりとづくりとづくりと各種支援策各種支援策各種支援策各種支援策のののの実施実施実施実施
、 、・(財)とくしま産業振興機構を中心に (社)徳島ニュービジネス協議会などの関係機関と連携を図りながら

創業支援のための人材発掘・育成支援、産学官連携による製品開発・技術開発支援、県外見本市への出展
支援などによる販路開拓支援などを実施。
○新事業創出支援事業活用数(累計) ⑱３ ３７９件（⑰３ ００５件、⑯２ ６４６件）， ， ，

◇◇◇◇投資事業有限責任組合投資事業有限責任組合投資事業有限責任組合投資事業有限責任組合のののの組織化組織化組織化組織化
・県（とくしま産業振興機構 、地元金融機関、地元企業等が出資を行い設立した「とくしま市場創造１号）
投資事業有限責任組合」により、県内の有望なベンチャー企業に対し、株式の引受による資金の提供を実
施するとともに、各出資者と投資企業の株式公開に向けた状況や今後の投資先等について情報を共有。
○投資企業数(累計) ⑱５社（⑰３社、⑯２社）

◇◇◇◇「「「「創業者無担保資金創業者無担保資金創業者無担保資金創業者無担保資金」」」」のののの創設創設創設創設
・平成１６年度に創業を目指す者に対し、無担保・無保証人で融資を行う「創業者無担保資金」を創設する
とともに、創業者に対して制度を周知。

・平成１７年度は、融資枠を拡大。平成１８年度は、制度の周知を実施。
○新規融資件数（累計） ⑱２００件（⑰８７件、⑯４８件）

◇◇◇◇起業起業起業起業にににに必要必要必要必要なななな事務所事務所事務所事務所のののの確保支援確保支援確保支援確保支援
・ＩＴを活用して、これから事業を興そうとする者や、事業を興して間のない者等、スタートアップ期にあ
るＳＯＨＯ事業者に対し、徳島健康科学総合センター内の「とくしまＳＯＨＯプレイス」を提供するとと
もに、事業の積極的なＰＲを行い、新たなＳＯＨＯ事業者の発掘・支援を実施。また、セミナー等の開催
により事業者のスキルアップと事業者間の交流促進を図るとともに、ＳＯＨＯビジネスに役立つ情報等を
掲載した総合支援サイトを構築し、ＳＯＨＯ事業者を総合的に支援。

「 」 （ 、 ）○ 徳島のＳＯＨＯ事業者 サイト登録事業者数(累計) ⑱４８事業者 ⑰３３事業者 ⑯２３事業者
（うち「とくしまＳＯＨＯプレイス」入居者 １２事業者）

◇◇◇◇創業準備創業準備創業準備創業準備オフィスオフィスオフィスオフィスにおけるにおけるにおけるにおける創業支援創業支援創業支援創業支援
・創業を考えている個人やグループに対し、創業準備を行うために自由に集い、打ち合わせや情報収集等が
できる場所「創業準備オフィス（エッグルーム （平成１６年度開設）を提供。）」

・(社)徳島ニュービジネス協議会の担当者が、創業に係る各種相談や指導を行うほか、同協議会に所属する
公認会計士や弁護士等の専門家による無料の個別相談等を実施し、利用者の創業に向けたビジネスプラン
作成等を支援。
○創業準備オフィスを活用した開業事業所数(累計)

⑱１９事業所（⑰１６事業所、⑯５事業所）
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◇◇◇◇「「「「おおおお試試試試しししし発注制度発注制度発注制度発注制度」」」」をををを活用活用活用活用したしたしたした販路開拓支援販路開拓支援販路開拓支援販路開拓支援
・中小企業新事業活動促進法の承認企業等を対象として募集を行い、平成１６年度９社、平成１７年度９
社、平成１８年度７社の製品を県が購入。

・また、平成１６年度及び１７年度発注の１８社に対しフォローアップ調査を行い、１０社において売上増
や販路開拓等の効果があった。
○お試し発注制度による発注事業所数（累計） ⑱２８事業所（⑰１８事業所、⑯９事業所）

３３３３ 農業経営農業経営農業経営農業経営のののの法人化促進法人化促進法人化促進法人化促進 ◇◇◇◇農業経営農業経営農業経営農業経営のののの法人化促進法人化促進法人化促進法人化促進とととと法人化後法人化後法人化後法人化後のののの経営支援等経営支援等経営支援等経営支援等
・県、県農業会議及びＪＡ徳島中央会等で組織した「徳島県担い手育成総合支援協議会」を設立し、具体的
行動指標を作成し、農業経営や集落営農組織の法人化に向けた相談活動を実施するとともに、農業法人を
対象とした研修会等開催し、経営改善支援を実施。
○平成１７年１２月に集落営農型の法人が県内で初めて設立
○農業法人数（会社法人） ⑱１２４経営体（⑰１２３経営体、⑯１１８経営体）

４４４４ 大学等大学等大学等大学等をををを核核核核としたとしたとしたとした新産業新産業新産業新産業のののの創出創出創出創出 ◇◇◇◇産学官連携産学官連携産学官連携産学官連携によるによるによるによる健康健康健康健康・・・・医療関連産業医療関連産業医療関連産業医療関連産業のののの創出創出創出創出、、、、集積促進集積促進集積促進集積促進
・大学等の研究成果の事業化を目指し、１７テーマの共同研究を実施。知的クラスター本部、徳島大学等研
究開発機関及び参画企業と連携し、新商品・新事業の創出を促進。
○新商品（ＤＮＡ・ＲＮＡ保存容器、タンパク質解析支援ソフト等）の開発（累計）

⑱１１件（⑰８件、⑯５件）
○参画県内企業数（累計） ⑱１８社（⑰１２社、⑯１０社）

・平成１８年度の「ＪＳＴイノベーションサテライト徳島」の設置に伴い、大学等の研究成果を活用して企
業との共同研究等を開始。
○育成研究 ⑱２課題
○研究成果実用化検討 ⑱２３件
○シーズ発掘試験 ⑱１４件

◇◇◇◇新新新新たなものづくりたなものづくりたなものづくりたなものづくり産業産業産業産業のののの創出創出創出創出
・平成１７年度は、大学等を中心とした地域の産学官が連携し、県内の新たなものづくり産業の創出に寄与
する研究テーマを選定し、実用化に向けた研究活動を実施。

・平成１８年度は、引き続き研究テーマを厳選した上で、産学官が一体となった実用化研究を実施。
○ものづくりテーマの設置数（累計） ⑱９件（⑰５件、⑯未実施）
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４４４４ とくしまとくしまとくしまとくしま産消連携事業産消連携事業産消連携事業産消連携事業のののの推進推進推進推進

産地産地産地産地とととと消費地消費地消費地消費地のののの連携連携連携連携（（（（産消連携産消連携産消連携産消連携））））のののの考考考考ええええ方方方方によりによりによりにより、、、、新新新新たなたなたなたな産地産地産地産地やややや産品産品産品産品のののの育成育成育成育成などをなどをなどをなどを図図図図りますりますりますります。。。。

１１１１ 「「「「オンリーワンオンリーワンオンリーワンオンリーワン品目品目品目品目」」」」のののの研究開発研究開発研究開発研究開発 ◇◇◇◇販売店販売店販売店販売店やややや飲食店飲食店飲食店飲食店でのでのでのでの特定需用特定需用特定需用特定需用をををを満満満満たすたすたすたす「「「「オンリーワンオンリーワンオンリーワンオンリーワン品目品目品目品目」」」」のののの研究開発研究開発研究開発研究開発
・鳴門ワカメの新商品開発

（ ） 。鳴門ワカメの新芽 スプラウト を商品化するための技術及び高品質なワカメの複数作養殖技術を開発
・無核すだち「徳島３Ｘファミリー」の育成

無核すだちを周年供給できるよう、極早生、晩生など様々な収穫期の徳島３Ｘファミリーの育成のため
の技術を開発。

・山ふき及び夏秋イチゴの開発
新たに開発した山ふき及び夏秋イチゴの産地への普及を図った。
○オンリーワン農水産品品目育成数 ⑱３品目：鳴門わかめの新芽（スプラウト）

（⑰２品目：山ふき「みさと ・夏秋イチゴ「あわなつか・サマーフェアリー 、⑯０品目）」 」

２２２２ 「「「「オンリーワンオンリーワンオンリーワンオンリーワン産地産地産地産地」」」」のののの育成育成育成育成 ◇◇◇◇「「「「オンリーワンオンリーワンオンリーワンオンリーワン産地産地産地産地」」」」のののの育成育成育成育成
・彩、ももいちご、たらのめ、夏秋いちごに次ぐ、１１産地の育成をめざし、生産施設の助成をはじめとす
る生産体制の整備や販売促進活動等を支援。
○農業研究所と生産農家で共同研究を進め、育成した高品質な山ふき「みさと」を導入した産地づくり
が進展した。

○阿南市の「サンチュ」や藍住町・板野町の「ミニ野菜」は栽培面積、生産者数ともに増加している。
○全国におけるシェアが高い「やまもも 「オモト」の産地強化が図られた。」、
○オンリーワン産地育成数 ⑱１４産地（⑰４産地、⑯４産地）

３３３３ 「「「「食食食食とととと農農農農のののの連携活動連携活動連携活動連携活動」」」」のののの促進促進促進促進 ◇◇◇◇消費者消費者消費者消費者とととと生産者生産者生産者生産者のののの交流交流交流交流をををを通通通通じたじたじたじた地場産品地場産品地場産品地場産品のののの活用促進活用促進活用促進活用促進
・地場産品の活用促進のため、地産地消協力店の登録、とくしま食育フェアの開催等を実施し、地産地消を
進める協力店の設置を推進。
○地産地消協力店数 ⑱１３６店舗（⑰１２０店舗、⑯４３店舗）

・毎年度３校を食農教育モデル校として指定するとともに、地域農産物を活用した食農教育の取組事例集を
作成、取組事例発表会を開催。
○食農教育実施市町村数 ⑱１１市町村（⑰９市町村、⑯８市町村）

◇◇◇◇地場産物地場産物地場産物地場産物をををを活用活用活用活用したしたしたした学校給食等学校給食等学校給食等学校給食等
・毎年度３地域をモデル指定し、地場産物を活用した学校給食を提供するとともに、食に関する指導の充実
や生産者との交流促進を実施。また、意識啓発等を図るため 「学校給食における地産地消を考えるセミ、
ナー」等を開催。
○地場産物を活用した給食実施モデル校 ⑱勝浦町、北島町、藍住町（１３校 、）

、 、 （ ）、 、 、 （ ）⑰吉野川市 石井町 那賀町 ２２校 ⑯佐那河内村 海部町 山城町 １４校
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５５５５ 新鮮新鮮新鮮新鮮とくしまとくしまとくしまとくしまブランドブランドブランドブランド戦略戦略戦略戦略のののの展開展開展開展開

地産地消地産地消地産地消地産地消をををを基本基本基本基本としてとしてとしてとして県内消費県内消費県内消費県内消費をををを拡大拡大拡大拡大することやすることやすることやすることや、、、、消費者重視消費者重視消費者重視消費者重視のののの県産食品県産食品県産食品県産食品のののの認証制度認証制度認証制度認証制度をををを構築構築構築構築することなどによりすることなどによりすることなどによりすることなどにより、、、、とくしまとくしまとくしまとくしまブランドブランドブランドブランドをををを確立確立確立確立しししし、、、、
消費消費消費消費のののの輪輪輪輪をさらにをさらにをさらにをさらに拡大拡大拡大拡大しますしますしますします。。。。

１１１１ 新鮮新鮮新鮮新鮮とくしまとくしまとくしまとくしまブランドブランドブランドブランド戦略戦略戦略戦略のののの展開展開展開展開 ◇◇◇◇「「「「とくしまとくしまとくしまとくしまブランドブランドブランドブランド」」」」のののの供給体制供給体制供給体制供給体制のののの確立確立確立確立
・ とくしまブランド戦略基本方針」に基づき選定された３０品目についてブランド育成を図った。また、「
県下１１地域の「ブランド産地戦略会議」が策定した「ブランド産地振興計画」に基づき、ブランド産地
の育成・強化を図るとともに、市町村やＪＡ等に対して、生産・流通・販売等に関する目標を達成するた
めの活動を支援。
○ブランド産地振興計画でのブランド品目数 ⑱延べ９２品目

◇◇◇◇「「「「とくしまとくしまとくしまとくしまブランドブランドブランドブランド」」」」のののの浸透浸透浸透浸透
・平成１６年度に導入した移動ブランドショップ「新鮮なっ！とくしま」号を活用し、大消費地の量販店の
店頭やイベント会場等でＰＲ活動を展開するとともに 「徳島ヴォルティス」とも連携し、本県産農林水、
産物のＰＲ等を実施。

・農林水産物のＰＲのみならず、他部局との連携により、観光・物産や阿波踊り、人形浄瑠璃などの伝統文
化等、徳島の魅力を「まるごと」発信することで、効率的、効果的に幅広い層への「とくしまブランド」
の浸透を図った。

・ とくしまブランド」のサポーターを確保するため、京阪神、中京地域の消費者農作業体験などを通じて「
産地との交流を図った。

・仕事の関係等で県外から徳島に来て住まわれている方々を対象に、県外に帰られてからも「とくしまブラ
ンドサポーター」として徳島をＰＲしてもらえるよう「新鮮なっ！とくしま大使」を養成。

・高校生による本県ブランド農林水産物を使った「新鮮なっ！とくしま料理コンテスト」を実施し、新鮮な
食材の魅力を発信するとともに 「食育」や「地産地消」を推進。、

・インターネットのホームページ「新鮮なっ！とくしま通信」により、本県のブランド品目情報、産地情報
を発信。
○ブランド品目育成数 ⑱１２品目（⑰４品目、⑯４品目）

２２２２ ブランドブランドブランドブランド品目品目品目品目のののの振興振興振興振興ととととブランドブランドブランドブランド産地産地産地産地 ◇◇◇◇生産施設生産施設生産施設生産施設やややや出荷流通体制出荷流通体制出荷流通体制出荷流通体制のののの整備整備整備整備にににに対対対対するするするする支援支援支援支援
・補助事業等により、生産拡大、省力低コスト化、高付加価値化につながる取組を支援し、ブランド産地をのののの育成育成育成育成
育成。
○産地の整備等によりブランド産地の育成や生産量が拡大

園芸品目の産出額 ⑰６１５億円（⑯６０９億円）
阿波尾鶏出荷羽数 ⑱２１４万羽（⑰１９９万羽、⑯２０３万羽）
生しいたけ生産量 ⑱６ ０１５㌧（⑰５ ６００㌧、⑯５ ５２６㌧）， ， ，
鳴門わかめ生産量 ⑰７ ７４２㌧（⑯６ ７９１㌧）， ，
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◇◇◇◇省省省省エネエネエネエネ・・・・低低低低コストコストコストコスト化化化化にににに必要必要必要必要なななな機械施設機械施設機械施設機械施設のののの導入導入導入導入にににに対対対対するするするする支援支援支援支援
・燃料油価格の高騰により生じる「とくしまブランド」への影響を最小限に抑え 「ブランド品目の品質と、
供給力」を維持するとともに 「とくしまブランド」の信用と競争力を高めるために必要な機械導入に対、
して支援を実施。

○事業実施主体数 ⑱１３件（⑰１０件）

３３３３ 安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの確保確保確保確保 ◇◇◇◇県独自県独自県独自県独自のののの認証制度認証制度認証制度認証制度のののの構築構築構築構築、、、、安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの付加価値付加価値付加価値付加価値をををを高高高高めためためためたブランドブランドブランドブランドのののの確立確立確立確立
・生産履歴管理システムを活用した本県独自の「とくしま安 農産物」認証制度を平成１６年度に創設し運２

。 。 、 、 、用を開始 平成１８年度までに３４件の認定を実施 また 認定・登録内容について 県のホームページ
制度紹介パンフレット等により制度の普及を推進。
○とくしま安 農産物認証件数（累計） ⑱３４件（⑰１３件、⑯６件）２

４４４４ ブランドブランドブランドブランド育成育成育成育成にににに向向向向けたけたけたけた研究開発研究開発研究開発研究開発 ◇◇◇◇新新新新たなたなたなたな品目品目品目品目・・・・品種品種品種品種のののの研究開発及研究開発及研究開発及研究開発及びびびび品質向上品質向上品質向上品質向上やややや生産安定生産安定生産安定生産安定のためののためののためののための技術開発技術開発技術開発技術開発
・平成１６年度にイチゴ、ユズ、阿波牛など５件の生産管理技術を確立し、ブランド品目の品質向上や生産
安定を図った。平成１７年度は、新たにコチョウランの優良品種を育成。
○新しいブランド農林水産物技術開発数（累計） ⑱６件

（⑰１件：コチョウラン、⑯５件：促成イチゴ、ユズ、阿波牛、新ブランド鶏、ヒジキ）

・ブランド品目としてなると金時の高品質生産を維持していくために、海砂にかわる栽培技術として「人工
砂等」の利用実証や水分や窒素をコントロールすることにより、品質維持を図るための展示ほを設置し検
討。
○新技術導入件数 ⑱６４戸（⑰４４戸、⑯２８戸）

６６６６ 「「「「とくしまとくしまとくしまとくしま雇用戦略雇用戦略雇用戦略雇用戦略」」」」のののの展開展開展開展開

福祉福祉福祉福祉サービスサービスサービスサービスのののの充実充実充実充実、、、、コールセンターコールセンターコールセンターコールセンターのののの誘致促進誘致促進誘致促進誘致促進、、、、公共部門公共部門公共部門公共部門でのでのでのでのワークシェアリングワークシェアリングワークシェアリングワークシェアリングやややや外部委託外部委託外部委託外部委託（（（（アウトソーシングアウトソーシングアウトソーシングアウトソーシング））））などなどなどなど、、、、積極的積極的積極的積極的なななな雇用雇用雇用雇用のののの増加増加増加増加にににに
努努努努めますめますめますめます。。。。

１１１１ コールセンターコールセンターコールセンターコールセンター等企業誘致等企業誘致等企業誘致等企業誘致のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇コールセンターコールセンターコールセンターコールセンター等等等等のののの誘致誘致誘致誘致のののの推進推進推進推進
・平成１５年度に拡充した情報通信関連産業立地促進補助金や平成１６年４月に施行した県税の課税免除制
度など、コールセンター等の立地に対する本県の支援策について情報発信に努めるとともに、関連企業へ
の訪問を行うなど、積極的な誘致活動を展開。
○誘致企業 （累計）⑱４企業（⑰３企業、⑯２企業 （⑱末までの雇用者 約５００人））
○課税免除 ⑱２社に課税免除実施（免除額 円）4,859,300

◇◇◇◇県外企業県外企業県外企業県外企業のののの誘致及誘致及誘致及誘致及びびびび既存県内企業既存県内企業既存県内企業既存県内企業のののの新増設新増設新増設新増設にににに対対対対するするするする支援支援支援支援
、 。・・・・補助金などの企業立地優遇制度などの支援策の紹介を行い 県外企業の誘致や既存県外企業の留地を促進

○企業立地優遇制度の適用（奨励指定企業 （累計） ⑱２４企業（⑰２１企業、⑯１６企業））
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２２２２ ＬＥＤＬＥＤＬＥＤＬＥＤバレイバレイバレイバレイ構想構想構想構想のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇「ＬＥＤ「ＬＥＤ「ＬＥＤ「ＬＥＤバレイバレイバレイバレイ構想構想構想構想」」」」のののの策定策定策定策定、、、、積極的積極的積極的積極的なななな推進推進推進推進
・ＬＥＤを利用した光関連企業の工場・研究所等の集積と高度技術者の育成や先端的技術開発・研究を行う
拠点などを整備することによって、ＬＥＤ関連産業の集積を目指した「ＬＥＤバレイ構想」を平成１７年
１２月に策定。

・平成１８年８月には、構想の着実な推進を図るため、地域が一体となった推進組織である「ＬＥＤバレイ
構想推進協議会」を設立し 「２０１０年までに取り組む行動計画（ロードマップ 」を策定。、 ）

・さらに構想の積極的な推進を図るため 「ＬＥＤバレイ構想推進コーディネータ」の委嘱、ＬＥＤ応用製、
品の開発支援、構想のＰＲのためのフォーラムの開催やビジネスチャレンジメッセ等へのブース出展、ホ
ームページやポスター、チラシの整備等を行った。
○新たにＬＥＤ関連製品の製造を開始した企業数（累計） ⑱１２社（⑰７社）

３３３３ 「「「「とくしまとくしまとくしまとくしま福祉福祉福祉福祉でででで雇用創出作戦雇用創出作戦雇用創出作戦雇用創出作戦」」」」のののの ◇◇◇◇介護職員等福祉分野介護職員等福祉分野介護職員等福祉分野介護職員等福祉分野におけるにおけるにおけるにおける雇用雇用雇用雇用のののの創出創出創出創出
・訪問介護（ホームヘルプサービス）や認知症高齢者グループホームなどの介護保険サービス従事者の雇用展開展開展開展開
を増大。
○介護保険サービス従事者増加数 ⑱４４１人（累計２ ７１６人 （⑰１ ００７人 ⑯１ ２６８人）， ， ，）

・放課後児童クラブ指導員や障害関連施設におけるサービス従事者の雇用を拡大。
○放課後児童クラブ指導員新規雇用数 ⑱１８人（累計４０人 （⑰８人 ⑯１４人））

４４４４ 様様様様々々々々なななな分野分野分野分野におけるにおけるにおけるにおける雇用雇用雇用雇用のののの創出創出創出創出 ◇◇◇◇「「「「雇用拡大企業支援資金雇用拡大企業支援資金雇用拡大企業支援資金雇用拡大企業支援資金」」」」のののの創設創設創設創設
・平成１６年度に、事業の拡大等により新たな雇用を行おうとする中小企業者を支援する「雇用拡大企業支
援資金」を創設するとともに、制度について周知を実施。平成１７年度は、融資枠を拡大するとともに制
度について周知。平成１８年度は、引き続き制度を周知。

◇◇◇◇山間地域山間地域山間地域山間地域におけるにおけるにおけるにおける新新新新たなたなたなたな雇用雇用雇用雇用のののの創出創出創出創出
・森林組合等林業事業体の必要な機材整備に対して支援することとし、高性能林業機械（スイングヤーダ、
プロセッサ、フォワーダの３点セット）の導入や、森林施業見積システムの導入に対して支援。
○雇用創出活動取り組み件数（累計） ⑱３３件（⑰１５件、⑯８件）

◇◇◇◇緊急地域雇用創出特別基金緊急地域雇用創出特別基金緊急地域雇用創出特別基金緊急地域雇用創出特別基金をををを活用活用活用活用したしたしたした緊急的緊急的緊急的緊急的なななな雇用雇用雇用雇用のののの創出創出創出創出
・平成１６年度に、県及び各市町村において、創意工夫を凝らした事業を実施し、公的部門における緊急か
つ臨時的な雇用、就業機会を創出したが、国の交付金事業の終了に伴い、平成１６年度末で事業終了。
○平成１３年度から１６年度末までの新規雇用者数 ４ ６５３人，

５５５５ ワークシェアリングワークシェアリングワークシェアリングワークシェアリングのののの導入導入導入導入 ◇◇◇◇民間企業民間企業民間企業民間企業におけるにおけるにおけるにおけるワークシェアリングワークシェアリングワークシェアリングワークシェアリング導入導入導入導入のののの促進促進促進促進
・ワークシェアリングを導入するモデル企業を選定し、導入効果等の調査・研究を行うとともに、専門アド
バイザーの企業派遣、周知用パンフレットの配布、また、モデル企業の状況等を県のホームページで公表
するなど、制度の周知・啓発を推進。
○ワークシェアリング導入モデル企業の認定 ⑰２件（⑯１件）

◇◇◇◇県庁県庁県庁県庁ののののワークシェアリングワークシェアリングワークシェアリングワークシェアリングのののの推進推進推進推進
・平成１７年度は、指定管理者制度の導入に向けた準備を行うとともに、県の事務事業について外部委託に
関する基本方針を定めた「徳島県外部委託推進指針（平成１８年３月 」を策定。）

・平成１８年度は、公の施設への指定管理者制度の積極的な導入を図るとともに 「徳島県外部委託推進指、
針」に基づき、各部局ごとの実施計画を策定するなど継続的な外部委託の推進に努めた。
○指定管理者制度導入施設 ⑱３５施設（⑰未実施）
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６６６６ 就業支援就業支援就業支援就業支援とととと職業能力開発職業能力開発職業能力開発職業能力開発のののの充実充実充実充実 ◇◇◇◇「「「「徳島県若年者就職徳島県若年者就職徳島県若年者就職徳島県若年者就職サポートセンターサポートセンターサポートセンターサポートセンター」」」」のののの設置設置設置設置
・若年者の就職を支援するため、平成１６年４月に設置した「徳島県若年者就職サポートセンター」におい
て、ハローワークの出先窓口である徳島学生職業情報センターを併設し、職業相談から職業紹介までの雇
用関連サービスを１箇所で提供するとともに、職種別職業相談及びグループワーキングを内容とした「若
年者就職サポートセンター充実強化事業」を実施。
また、利用者のニーズに対応するため、平成１７年１１月から利用時間を変更した。
○利用者数 ⑱６ ７７５人（ ）， 来場者及び事業への参加者

（⑰８ １７４人（ 、⑯４ ６３２人（来場者数 ）， 来場者及び事業への参加者 ，） ）
○就職者数 ⑱５６７人（⑰４６４人、⑯３６５人）
○若年者就職サポートセンター充実強化事業参加者数 ⑱５４人（⑰５０人）

◇◇◇◇「「「「徳島県若者徳島県若者徳島県若者徳島県若者サポートステーションサポートステーションサポートステーションサポートステーション」」」」のののの設置設置設置設置
・若年無業者の就業を支援するため、平成１８年９月に設置した「徳島県若者サポートステーション」にお
いて、キャリアコンサルタント、臨床心理士による個別カウンセリング等を実施。

◇◇◇◇「「「「徳島県就労支援徳島県就労支援徳島県就労支援徳島県就労支援プラザプラザプラザプラザ」」」」のののの活用活用活用活用によるによるによるによる早期就業支援早期就業支援早期就業支援早期就業支援
・中高年齢者等の早期の就業を支援するため 「徳島県就労支援プラザ」において、職業相談や情報提供を、

、 「 」行うとともに 専門家による個別キャリアカウンセリング等を内容とした 中高年齢者就職サポート事業
を実施。
また、利用者のニーズに対応するため、平成１７年６月から利用時間を延長した。
○中高年齢者就職サポート事業参加者数 ⑱９１人（⑰１３２人、⑯１２４人（旧事業参加者数 ））
○就職者数 ⑱３７人（⑰４５人、⑯２８人）

◇◇◇◇「「「「新規就農新規就農新規就農新規就農アドバイザーアドバイザーアドバイザーアドバイザー」」」」等等等等によるによるによるによる研修研修研修研修やややや林業作業実習林業作業実習林業作業実習林業作業実習のののの体制整備体制整備体制整備体制整備
・新規就農アドバイザーの認定及びその活動に対し支援を行う「新規就農者育成支援事業」により、延べ
２９農業法人において県内外の６１名が新たに雇用され、新規就農アドバイザーによる研修を実施。
○雇用をした農業法人数 ⑰８７法人（⑯７０法人）

・緑の研修生の定着に向け、必要な資格等の取得について支援を実施。
○緑の研修生の定着数 ⑱９６人（⑰８６人、⑯４０人）

◇◇◇◇県立県立県立県立テクノスクールテクノスクールテクノスクールテクノスクールのののの充実強化検討充実強化検討充実強化検討充実強化検討
・中央テクノスクール（仮称）の立地場所の検討を行った結果、平成１８年１月に決定。
・平成１７年度に、県職業能力開発審議会に「県立テクノスクールにおける訓練科改編による訓練科目の設
定について」の諮問を行い、審議を重ね、答申を得た。

・平成１８年度は、訓練科改編について、さらに詳細な検討を行った。
○県立テクノスクール施設内訓練生の就職率 ⑰７５．５％（⑯７９．６％）

◇◇◇◇中央中央中央中央テクノスクールテクノスクールテクノスクールテクノスクール（（（（仮称仮称仮称仮称））））基本構想基本構想基本構想基本構想のののの策定策定策定策定
中央テクノスクール（仮称）の建築に向けた基本構想を平成１８年度に策定。
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基本目標基本目標基本目標基本目標３３３３「「「「環境首都環境首都環境首都環境首都とくしまとくしまとくしまとくしま」」」」のののの実現実現実現実現

重点施策及重点施策及重点施策及重点施策及びびびび主要事業 平成主要事業 平成主要事業 平成主要事業 平成１６１６１６１６年度年度年度年度～～～～平成平成平成平成１８１８１８１８年度年度年度年度のののの取組状況取組状況取組状況取組状況

１１１１ 環境首都環境首都環境首都環境首都とくしまのとくしまのとくしまのとくしまの基盤基盤基盤基盤づくりづくりづくりづくり

「 」 、 、 。「 」 、 、 。「 」 、 、 。「 」 、 、 。環境首都環境首都環境首都環境首都とくしまとくしまとくしまとくしま憲章憲章憲章憲章 のののの推進推進推進推進やややや 環境分野環境分野環境分野環境分野でのでのでのでの調査調査調査調査・・・・研究等研究等研究等研究等をををを行行行行うとくしまうとくしまうとくしまうとくしま環境科学機構環境科学機構環境科学機構環境科学機構のののの創設創設創設創設などなどなどなど 環境首都実現環境首都実現環境首都実現環境首都実現のためののためののためののための基盤基盤基盤基盤をををを整備整備整備整備しますしますしますします

１１１１ 環境首都環境首都環境首都環境首都とくしまとくしまとくしまとくしま憲章憲章憲章憲章のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇「「「「環境首都環境首都環境首都環境首都とくしまとくしまとくしまとくしま憲章憲章憲章憲章」」」」のののの普及普及普及普及やこれにやこれにやこれにやこれに基基基基づくづくづくづく自発的自発的自発的自発的なななな取組取組取組取組のののの推進推進推進推進
・環境イベント等において、憲章パンフレットの配布や紹介を行うなど、あらゆる機会を通じて、憲章の普
及や取組の推進を図った。

・環境首都とくしまをテーマとした「とくしま円卓会議」に併せて「環境首都とくしま憲章タウンミーティ
ング」を開催し、憲章の紹介を実施。

・平成１８年度は、さらに県の広報誌等メディアを通じた広報・啓発や、環境イベント等において憲章パン
フレットの配布や紹介による周知を実施。
○環境首都とくしま憲章の県民への浸透度 ⑱６９．６％（⑰６３．７％）

２２２２ 「「「「とくしまとくしまとくしまとくしま環境科学機構環境科学機構環境科学機構環境科学機構」」」」のののの創設創設創設創設 ◇◇◇◇「「「「とくしまとくしまとくしまとくしま環境科学機構環境科学機構環境科学機構環境科学機構」」」」のののの創設創設創設創設
・平成１６年度に、本県における環境分野の知の拠点となる「とくしま環境科学機構」の基本構想を策定。
・平成１７年度には、県内の４大学（徳島大学、鳴門教育大学、徳島文理大学、四国大学）の参画を得て、
平成１８年３月に「とくしま環境科学機構」を設立。

・平成１８年度は、調査研究事業、人材等養成事業、情報発信事業など、機構の管理運営を行った。

３３３３ 地域環境力地域環境力地域環境力地域環境力をををを高高高高めるめるめるめる人人人人・・・・地域地域地域地域づくりづくりづくりづくり ◇◇◇◇環境教育環境教育環境教育環境教育をををを総合的総合的総合的総合的・・・・体系的体系的体系的体系的にににに推進推進推進推進するするするする基本方針基本方針基本方針基本方針のののの策定策定策定策定
・平成１６年度は、徳島県環境審議会に対し 「徳島県環境教育・環境学習推進方針（仮称）のあり方」に、
ついて諮問し、同審議会において、基本方針の策定に係る審議を行った。

・平成１７年度は、引き続き、環境審議会における審議を経て、平成１７年１１月に答申を受け、この答申
をもとに１２月に「徳島県環境学習推進方針～とくしま環境学びプラン～」を策定。

・平成１８年度には、推進方針を踏まえた具体的な環境学習プログラムを策定。

◇◇◇◇県民県民県民県民のののの環境保全活動環境保全活動環境保全活動環境保全活動をををを推進推進推進推進するためのするためのするためのするための学習機会学習機会学習機会学習機会やややや人材育成人材育成人材育成人材育成
・環境についての有識者２７名を環境アドバイザーとして任命し、県民や事業者が自発的に行う講演会や学
習会・地域活動などに講師・指導者として派遣。
○環境アドバイザー派遣件数 ⑱３６回（⑰２４回 ⑯１３回）
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◇◇◇◇「「「「学校版環境学校版環境学校版環境学校版環境ＩＳＯ」ＩＳＯ」ＩＳＯ」ＩＳＯ」認証認証認証認証のののの取得取得取得取得をををを核核核核としたとしたとしたとした体験的体験的体験的体験的・・・・実践的環境学習実践的環境学習実践的環境学習実践的環境学習のののの推進推進推進推進
・学校の環境教育の中に位置付けた本県独自の「学校版環境ＩＳＯ」認証システムを構築し、県内公立小・
中・高・盲・聾・養護学校において、児童生徒、教職員が一体となった環境保全活動を推進。
○「学校版環境ＩＳＯ」認定校 ⑱７８校（⑰３９校、⑯１０校）

・ 四国はひとつ」４県連携施策環境教育合同事業として、四国各県で連携協力校を指定し、毎年度８月に「
２日間「四国ジュニア環境サミット」を開催。
○「四国ジュニア環境サミット」の開催 ⑱高知県（⑰徳島県、⑯香川県）

◇◇◇◇わかりやすいわかりやすいわかりやすいわかりやすい環境情報環境情報環境情報環境情報のののの提供提供提供提供
・環境の現況、対策などについてまとめた「徳島県環境白書」を作成したほか、環境に関するホームページ
において、環境白書や環境基本計画をはじめ各種の環境情報を掲載。

４４４４ 環境施策等環境施策等環境施策等環境施策等のののの総合的展開総合的展開総合的展開総合的展開 ◇◇◇◇環境環境環境環境マネジメントシステムマネジメントシステムマネジメントシステムマネジメントシステム（ＩＳＯ（ＩＳＯ（ＩＳＯ（ＩＳＯ１４００１１４００１１４００１１４００１））））によるによるによるによる環境施策環境施策環境施策環境施策のののの総合的総合的総合的総合的、、、、計画的計画的計画的計画的なななな実施実施実施実施
・環境マネジメントシステム（ＩＳＯ１４００１）により、環境基本計画を効果的に推進するとともに、環
境の視点を取り入れた各種施策の継続的改善を実施。

・平成１７年度に、２００４規格に基づく改訂により、環境マネジメントシステムを見直し。
・平成１８年度は、マニュアルに基づく環境マネジメントシステムの適正な運営及び環境目的・目標達成の
ための支援に努めた。
○環境マネジメントシステムにおける環境目標の達成率 ⑰９７ ８％（⑯９３ ２％）． ．

◇◇◇◇「「「「省省省省エネエネエネエネ・・・・リサイクルリサイクルリサイクルリサイクル資金資金資金資金」」」」によるによるによるによる金融支援金融支援金融支援金融支援
・省エネ設備又はリサイクル製品の製造設備の導入を支援する「省エネ・リサイクル資金」について制度の
周知を実施。

２２２２ とくしまとくしまとくしまとくしま地球環境地球環境地球環境地球環境ビジョンビジョンビジョンビジョンのののの展開展開展開展開

温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガスのののの総排出量総排出量総排出量総排出量をををを１０１０１０１０％％％％削減削減削減削減することをすることをすることをすることを目標目標目標目標などとするなどとするなどとするなどとするビジョンビジョンビジョンビジョンをををを構築構築構築構築しししし、、、、地球地球地球地球にやさしいにやさしいにやさしいにやさしい新新新新エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー対策対策対策対策をををを実施実施実施実施するなどするなどするなどするなど、、、、地球環境地球環境地球環境地球環境
問題問題問題問題にににに積極的積極的積極的積極的にににに取取取取りりりり組組組組みますみますみますみます。。。。

１１１１ 地球地球地球地球にやさしいにやさしいにやさしいにやさしい生活生活生活生活・・・・社会活動社会活動社会活動社会活動のののの ◇◇◇◇計画的計画的計画的計画的・・・・効果的効果的効果的効果的なななな環境活動環境活動環境活動環境活動のののの推進推進推進推進
・今後の本県における地球温暖化対策の具体的な行動指針となる推進計画「とくしま地球環境ビジョン（行推進推進推進推進
動計画編 」を平成１８年３月に策定し、県民へのＰＲ、普及を推進。）

◇◇◇◇地球温暖化地球温暖化地球温暖化地球温暖化のののの防止防止防止防止にににに向向向向けたけたけたけた広域的広域的広域的広域的かつかつかつかつ先導的先導的先導的先導的なななな普及啓発活動普及啓発活動普及啓発活動普及啓発活動のののの実施実施実施実施
・ ノーカーデー・ラッキーキャンペーン 「家電 削減キャンペーン 「エコライフスタイルフェア「 」、 」、CO ２

（徳島ビジネスチャレンジメッセ２００６ 」の実施により、運輸部門と民生部門への広域的かつ先導的）
な普及啓発を実施。
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◇◇◇◇地球地球地球地球にやさしいにやさしいにやさしいにやさしい環境活動環境活動環境活動環境活動のののの推進推進推進推進
・とくしま環境県民会議において地球にやさしい環境活動を推進するため 「ストップ温暖化とくしまキャ、
ンペーン」など各種事業を展開。

・県が率先して取り組んでいる「徳島夏のエコスタイル 「徳島冬のエコスタイル」及び「徳島エコ・カー」、
ライフ」を、とくしま環境県民会議において県民運動として展開。

（ ）○地球にやさしい環境活動実施団体数 徳島県地球環境保全行動計画・個別行動計画の参加民間団体数
⑱５２団体（⑰４６団体、⑯４６団体）

２２２２ 新新新新エネルギーエネルギーエネルギーエネルギーのののの普及促進普及促進普及促進普及促進 ◇◇◇◇木質未利用資源木質未利用資源木質未利用資源木質未利用資源ののののバイオマスエネルギーバイオマスエネルギーバイオマスエネルギーバイオマスエネルギー利用施設整備利用施設整備利用施設整備利用施設整備のののの促進促進促進促進
・平成１６年度に策定した木質バイオマスエネルギー利用の目安となる「木質バイオマス利用基本方針」に
基づき、木材乾燥施設等への木質バイオマス利用の相談と施設整備への支援を実施。
○四国電力への木皮燃料の供給（平成１７年７月～）
○木質バイオマス利用実施例（平成１６年度～平成１８年度の累計） ⑱１１件（⑰９件、⑯４件）

（事例）木材乾燥用木質バイオマスボイラー施設整備（旧山城町）
温泉用木質バイオマスボイラー施設整備（上勝町）

◇◇◇◇新新新新エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー利用利用利用利用へのへのへのへの転換転換転換転換をををを促進促進促進促進するためのするためのするためのするための、、、、地域地域地域地域やややや事務所等事務所等事務所等事務所等によるによるによるによる先駆的先駆的先駆的先駆的ななななモデルモデルモデルモデル施設整備施設整備施設整備施設整備へのへのへのへの支援支援支援支援
・民間企業や団体等が実施する先駆的な新エネルギー導入事業に対し、事業費の一部を支援する制度を平成
１８年度に創設。

◇◇◇◇工場等工場等工場等工場等のののの産業分野産業分野産業分野産業分野におけるにおけるにおけるにおける新新新新エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー導入促進導入促進導入促進導入促進
・平成１６年度に、四国経済産業局と連携し、徳島商工会議所・エネルギー部会員を対象とした新エネルギ
ー研修会を誘致・開催。

・平成１７年度に、とくしま環境県民会議において、風力発電の講演会を開催。県内最大級の風力発電施設
導入を事業化するための企業が設立。

・平成１８年度には、四国経済産業局と連携し、研修会や広報活動を行うとともに 「徳島ビジネスチャレ、
ンジメッセ」への出展を図るなど、新エネルギーの普及促進に努めた。
○新エネルギーに係る公募提案型事業の新規採択件数 ⑱２件（⑰０件、⑯１件）

◇◇◇◇風力発電風力発電風力発電風力発電のののの検討検討検討検討
・有識者等による「風力発電推進研究会」を平成１６年度４回、平成１７年度３回開催し、平成１８年３月
に報告書を提出。

・平成１６年度、平成１７年度に風況調査を新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）との共同研
究事業として、佐那河内村大川原高原において実施。
また、これらの調査活動及び佐那河内風力発電所の実績に着目した民間企業が、平成１７年９月に同地域
での大規模な風力発電開発を決定。

・平成１８年度は、ＮＥＤＯのホームページを通じて解析した風況調査結果を公表。
また、これまでの成果をふまえ、県内風力発電適地について情報収集に努めた。

・平成１８年４月以降故障停止していた佐那河内風力発電所（平成１３年５月発電開始）は、外部の有識者
による「佐那河内風力発電所故障原因検討委員会」で調査の結果、設置地点の自然特性に起因するものと
判断され復旧困難となった （その後平成１９年７月に、隣接地で大規模な風力開発を進めていた民間事。
業者に発展的に引き継ぐこととした ）。
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◇◇◇◇新新新新エネルギーエネルギーエネルギーエネルギーのののの普及用機器等普及用機器等普及用機器等普及用機器等をををを教材教材教材教材としたとしたとしたとした学習学習学習学習のののの推進推進推進推進
・工業科が設置されている県立高校を対象に、太陽光及び風力発電の普及用機器等を教材として実施する独
自性・主体性のある環境学習について、各校が企画立案した計画を募集し、実施校（２校）を決定。実施
校は「近隣の小中学校や地域との連携」などをテーマとした環境学習に取り組んだ。
○ストップ温暖化戦略モデル事業実施校 ⑱２校

３３３３ 省省省省エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー対策対策対策対策のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇車両用車両用車両用車両用ＬＥＤＬＥＤＬＥＤＬＥＤ式信号灯器式信号灯器式信号灯器式信号灯器のののの整備整備整備整備
・既存車両用電球式信号灯器のうち、約２００灯～４００灯をＬＥＤ式に換装。

○車両用信号灯器のうちＬＥＤ式信号灯器の割合 ⑱２２％（⑰１７％、⑯１４％）

◇◇◇◇ＥＳＣＯＥＳＣＯＥＳＣＯＥＳＣＯ事業事業事業事業のののの普及普及普及普及
・民生部門（業務用ビル・住居）での省エネ対策の実施は地球温暖化対策の一環として非常に重要であるこ
とから、ＥＳＣＯ事業の普及に努めた。

・平成１８年度は、県有施設への導入推進など、ＥＳＣＯ事業に係る取り組みの普及に努めた。

◇◇◇◇事業所事業所事業所事業所でのでのでのでのハイブリッドカーハイブリッドカーハイブリッドカーハイブリッドカー等等等等のののの導入支援導入支援導入支援導入支援、、、、環境配慮型事業所環境配慮型事業所環境配慮型事業所環境配慮型事業所へのへのへのへの転換転換転換転換のののの促進促進促進促進
・平成１７年度に 「徳島県事業所等ハイブリッド自動車導入促進事業費補助金」制度を創設し、県のホー、
ムページでＰＲしたほか自動車ディーラーに周知。

・平成１８年度は、環境配慮型事業所への転換を促進する諸制度について、自動車ディーラーや事業所に対
し周知を実施。
○ハイブリッドカーへの転換など環境に配慮した事業所数（平成１７年度からの累計）

⑱１４事業所（⑰５事業所）

４４４４ 県県県県におけるにおけるにおけるにおける環境管理環境管理環境管理環境管理のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇エコオフィスエコオフィスエコオフィスエコオフィスとくしまとくしまとくしまとくしま・・・・県率先行動計画県率先行動計画県率先行動計画県率先行動計画（（（（第第第第３３３３次次次次））））のののの策定策定策定策定
・エコオフィスとくしま・県率先行動計画（第２次）に基づき、県の事務・事業に伴う温室効果ガスの排出
量の抑制、その他環境負荷への低減を図るとともに、低公害車の導入、グリーン調達等を推進。

・第２次計画の取組状況を踏まえ、数値目標等の見直しを行い、徳島県環境対策推進本部において、エコオ
フィスとくしま・県率先行動計画（第３次 （計画期間：平成１７年度～平成２１年度）を策定し、その）
推進に努めた。

５５５５ 地球環境保全地球環境保全地球環境保全地球環境保全にににに向向向向けたけたけたけた各種取各種取各種取各種取りりりり組組組組みみみみ ◇◇◇◇温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス等等等等のののの排出抑制排出抑制排出抑制排出抑制などになどになどになどに関関関関するするするする普及啓発活動普及啓発活動普及啓発活動普及啓発活動のののの展開展開展開展開
・地球温暖化防止活動推進員による県民への普及活動を支援するための研修会や、とくしま環境県民会議に
おける各種キャンペーンを実施。
○地球温暖化防止活動推進員研修開催回数 ⑱４回（⑰３回、⑯２回）
○地球温暖化防止活動推進員による県民への普及の活動回数 ⑰２７７回（⑯２４２回）

◇◇◇◇小水力発電小水力発電小水力発電小水力発電のののの開発可能条件等開発可能条件等開発可能条件等開発可能条件等のののの調査研究調査研究調査研究調査研究
・環境に配慮した地域の個性ある取り組みを応援するため、平成１８年度に、県南部において小水力発電の
可能性調査を実施。
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３３３３ とくしまいいとくしまいいとくしまいいとくしまいい生活環境生活環境生活環境生活環境づくりづくりづくりづくり

「「「「徳島県生活環境保全条例徳島県生活環境保全条例徳島県生活環境保全条例徳島県生活環境保全条例」」」」をををを制定制定制定制定するなどするなどするなどするなど、、、、身近身近身近身近なななな騒音騒音騒音騒音からからからから広域的広域的広域的広域的なななな大気汚染大気汚染大気汚染大気汚染やややや化学物質化学物質化学物質化学物質までまでまでまで、、、、様様様様々々々々なななな生活環境問題生活環境問題生活環境問題生活環境問題にににに積極的積極的積極的積極的にににに取取取取りりりり組組組組みますみますみますみます。。。。

１１１１ 「「「「徳島県生活環境保全条例徳島県生活環境保全条例徳島県生活環境保全条例徳島県生活環境保全条例」」」」のののの制定制定制定制定 ◇◇◇◇日常生活日常生活日常生活日常生活やややや通常通常通常通常のののの事業活動事業活動事業活動事業活動によるによるによるによる環境環境環境環境へのへのへのへの負荷負荷負荷負荷のののの低減低減低減低減をををを図図図図るるるる新新新新たなたなたなたな条例条例条例条例のののの制定制定制定制定
・徳島県環境審議会において 「条例のあり方」について審議し、パブリックコメントの実施等を経て、平、
成１６年１１月に答申。答申を最大限尊重した「徳島県生活環境保全条例」を平成１７年３月に公布。

・県民への周知を図るため、パンフレットを作成、県内３か所で説明会を実施。
・開発行為等に伴って発生する土砂等の埋立て等による土壌汚染及び水質汚濁並びに災害の発生を防止する
ため、平成１７年１０月から条例に基づく土砂等の埋立て等の規制を実施し、一定規模（ ㎡）以上3,000
のものについては許可制としている。

・国に先駆け、アスベストに関する項目を条例に追加、平成１７年１１月に施行するなど環境状況の変化に
迅速に対応。

・平成１８年度は、引き続き広く県民に周知を図るため、パンフレットの配布等により普及・啓発を実施。

２２２２ 大気環境等大気環境等大気環境等大気環境等のののの保全保全保全保全 ◇◇◇◇大気環境大気環境大気環境大気環境のののの状況状況状況状況をををを把握把握把握把握するするするする監視監視監視監視・・・・観測体制観測体制観測体制観測体制のののの充実及充実及充実及充実及びびびび発生源対策発生源対策発生源対策発生源対策のののの推進推進推進推進
・本県の良好な大気環境等を保全するため、発生源である工場・事業場等に対する規制・指導を行うととも
に、環境測定局において常時監視を実施。
○工場・事業場等の規制の適合状況

⑱工場・事業場等への立入検査件数 １０件（⑰１５件、⑯２０件：ダイオキシン類濃度）
○大気環境基準の達成状況（二酸化窒素）

環境測定局２０局すべてにおいて環境基準を達成
○大気環境中アスベストのＷＨＯの健康影響判断基準の適合状況

県内１１地点全てにおいてＷＨＯの健康影響判断基準に適合

◇◇◇◇自動車騒音自動車騒音自動車騒音自動車騒音にににに係係係係るるるる環境環境環境環境のののの状況状況状況状況をををを調査調査調査調査・・・・評価評価評価評価
・県内主要幹線道沿いにおける自動車騒音に係る環境の状況を調査・評価を実施。
・評価地点の選定等に関する国の通知の改正により、改めて評価地点の選定等を実施。
・平成１８年度以降の実施計画を策定済。

○調査地点 ⑱１６箇所、評価地点 ９箇所
○評価終了地点合計 ⑱２４地点（評価地点選定通知の改正により、新集計）

３３３３ 環境環境環境環境ホルモンホルモンホルモンホルモン等等等等のののの化学物質対策化学物質対策化学物質対策化学物質対策のののの ◇◇◇◇環境環境環境環境ホルモンホルモンホルモンホルモンによるによるによるによる環境汚染環境汚染環境汚染環境汚染のののの実態実態実態実態ののののモニタリングモニタリングモニタリングモニタリング調査調査調査調査のののの実施実施実施実施
・環境ホルモン作用が疑われる化学物質について、県内の河川においてモニタリング調査を実施。推進推進推進推進

（ ）（ ）○河川における環境ホルモン調査箇所数 ⑰１９箇所 県内河川１６河川､２５化学物質 ⑯１９箇所
※環境省の調査方針の変更があり、⑰で一旦中止することとした。
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◇◇◇◇ＰＲＴＲＰＲＴＲＰＲＴＲＰＲＴＲ制度制度制度制度にににに基基基基づくづくづくづく有害化学物質有害化学物質有害化学物質有害化学物質のののの事業者事業者事業者事業者によるによるによるによる自主的自主的自主的自主的なななな管理管理管理管理のののの改善改善改善改善
・平成１６年度は、対象事業所の拡大により、啓発を実施するとともに、特徴的な排出が見られる事業者に
対し、排出削減に取り組むよう働きかけ、管理の改善を促進。

・平成１７年度、１８年度は、ＰＲＴＲ制度に基づく有害化学物質の事業者による自主的な管理の改善が促
進されるよう努めた。
○化学物質自主管理事業所数 ⑱３２０事業所（⑰３３３事業所、⑯３４６事業所）

◇◇◇◇リスクコミュニケーションリスクコミュニケーションリスクコミュニケーションリスクコミュニケーションのののの推進推進推進推進とととと総合的総合的総合的総合的なななな化学物質対策化学物質対策化学物質対策化学物質対策のののの推進推進推進推進
・災害時等緊急時の化学物質のリスク管理体制の推進と通常時の化学物質のリスクを低減するため、化学物
質の排出量・移動量が削減されるよう事業者に対して指導を実施。

・県民と事業者間のリスクコミュニケーションを推進し、相互理解や信頼関係を構築するため、化学物質講
習会を開催。
○化学物質排出・移動自主削減事業所数 ⑱１８事業所（⑰１１事業所）

４４４４ 環境環境環境環境へのへのへのへの負荷負荷負荷負荷のののの少少少少ないないないない「「「「持続性持続性持続性持続性のののの ◇◇◇◇エコファーマーエコファーマーエコファーマーエコファーマーのののの育成育成育成育成・・・・支援支援支援支援
・化学肥料や化学農薬の使用量を低減しつつ、農産物の収穫量や品質を維持する「持続性の高い農業生産方高高高高いいいい農業農業農業農業」」」」のののの推進推進推進推進
式」の導入に取り組むエコファーマーを育成・支援。
○エコファーマー認定数（累計） ⑱１ ２９５人（⑰１ １１２人、⑯１ ０１９人）， ， ，

５５５５ 地域地域地域地域のののの景観景観景観景観づくりづくりづくりづくり ◇◇◇◇地域地域地域地域のののの自然環境自然環境自然環境自然環境やまちなみとやまちなみとやまちなみとやまちなみと調和調和調和調和したしたしたした良好良好良好良好なななな地域景観地域景観地域景観地域景観のののの形成形成形成形成
・景観法の施行に伴う屋外広告物の規制の見直しのため、平成１７年３月及び１０月に「徳島県屋外広告物
条例」を改正。

・公共施設の緑化を推進。
○公共施設緑化実施箇所（累計） １３０箇所（⑰１２８箇所、⑯１１２箇所）⑱

・電線類の地中化については、徳島鴨島線（吉野川橋通線）の整備が完了。また、宮倉徳島線の南二軒屋工
区の整備に着手。
○電線類を地中化した県管理道路の延長（累計） ⑱８ ０㎞（⑰７ ０㎞、⑯６ ５㎞）． ． ．

４４４４ きれいなきれいなきれいなきれいな水環境水環境水環境水環境のののの実現実現実現実現

戦略的戦略的戦略的戦略的なななな下水道等下水道等下水道等下水道等のののの面的整備面的整備面的整備面的整備のののの促進促進促進促進によりによりによりにより生活排水処理生活排水処理生活排水処理生活排水処理のののの推進推進推進推進をををを図図図図るなどるなどるなどるなど、、、、本県本県本県本県のきれいなのきれいなのきれいなのきれいな水環境水環境水環境水環境のののの保全保全保全保全にににに向向向向けたけたけたけた取取取取りりりり組組組組みをみをみをみを進進進進めますめますめますめます。。。。

１１１１ 「「「「生活排水処理生活排水処理生活排水処理生活排水処理ホップホップホップホップ・・・・ステップステップステップステップ・・・・ ◇◇◇◇旧吉野川流域下水道事業旧吉野川流域下水道事業旧吉野川流域下水道事業旧吉野川流域下水道事業のののの推進推進推進推進
・旧吉野川流域地区における流域下水道事業を推進。ジャンプジャンプジャンプジャンプ作戦作戦作戦作戦」」」」のののの展開展開展開展開

○旧吉野川流域下水道幹線管渠完成延長
⑱２０ ７ （⑰１３ ５ 、⑯９ ３ ）． ． ．km km km

km km km（内訳）鳴門松茂幹線４ ３ 、旧吉野川幹線１４ １ 、板野藍住幹線２ ３． ． ．
○平成１８年度、終末処理場建設に着手
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◇◇◇◇公共下水道県代行事業公共下水道県代行事業公共下水道県代行事業公共下水道県代行事業のののの実施実施実施実施
・平成１６年度に、旧日和佐町、旧海部町と旧宍喰町において県代行事業を実施。
・平成１７年度は、旧海部町及び旧宍喰町において県代行事業を実施。
・平成１８年度は、海陽町海部処理区と同宍喰処理区で県代行事業を実施し、それぞれ平成１９年度、２０
年度の供用開始にむけて整備中。

◇◇◇◇市町村公共下水道市町村公共下水道市町村公共下水道市町村公共下水道のののの供用促進供用促進供用促進供用促進
・平成１６年度に、吉野川市川田処理区(１ ８３２人)及び日和佐町日和佐処理区(９３４人)が供用開始。，
・平成１７年度は、吉野川市川島処理区の供用開始に向け整備を進めた他、１３市町で引き続き下水道事業
整備を促進。

・平成１８年度は、吉野川市川島処理区が供用開始。他に１３市町で引き続き下水道事業を実施。
○公共下水道による処理人口 ⑰９３ ６００人（⑯９３ ３４７人）， ，

◇◇◇◇市町村市町村市町村市町村がががが実施実施実施実施するするするする農山漁村農山漁村農山漁村農山漁村のののの生活排水処理施設生活排水処理施設生活排水処理施設生活排水処理施設のののの整備整備整備整備のののの促進促進促進促進
・農業・林業・漁業集落排水事業により農山漁村の生活排水処理施設の整備を促進するため、継続地区にお
いて末端設備や施設設備、機能強化等の整備を促進。
○農山漁村の生活排水処理施設による処理人口

⑱２０，４１４人（⑰２０，２１９人、⑯２０ ４３７人)，

◇◇◇◇市町村市町村市町村市町村がががが実施実施実施実施するするするする合併処理浄化槽合併処理浄化槽合併処理浄化槽合併処理浄化槽のののの整備整備整備整備のののの促進促進促進促進
・市町村担当者説明会 「浄化槽タウンミーティング徳島」の開催、マニュアルの作成など、各市町村に対、
し、浄化槽市町村整備推進事業の積極的な取り組みについて理解を求めた。

・平成１８年度は、市町村長、市町村議会議員を対象にした「タウンミーティング（行政編 」を開催し、）
浄化槽市町村整備推進事業の積極的な取り組みについて理解を求めた。
○「徳島県汚水処理構想」の中で､阿南市､三好市（旧池田町）で浄化槽市町村整備推進事業の位置付け
○合併処理浄化槽による処理人口 ⑰１９４ ３８１人（⑯１８０ ３３０人）， ，

◇◇◇◇浄化槽整備浄化槽整備浄化槽整備浄化槽整備やややや維持管理維持管理維持管理維持管理にににに係係係係るるるる普及啓発普及啓発普及啓発普及啓発のののの実施実施実施実施
・浄化槽の適正な維持管理を推進するため「浄化槽適正管理推進事業」を実施し、そのうちモデル市町村一
斉調査指導を徳島市外６市町で計５０，４３１世帯で実施。

・平成１７年度は、地域住民、市町村長等による対話形式の「浄化槽タウンミーティング徳島」を徳島市で
開催。
○一斉調査指導による法定検査受検率 ⑱３７ ２％（⑰３３ ４％、⑯３２ ５％）． ． ．

２２２２ 生活排水等汚染調査生活排水等汚染調査生活排水等汚染調査生活排水等汚染調査 ◇◇◇◇生活排水等生活排水等生活排水等生活排水等によるによるによるによる汚染汚染汚染汚染のののの実態調査実態調査実態調査実態調査のののの実施及実施及実施及実施及びびびび効果的効果的効果的効果的なななな対策対策対策対策のののの検討検討検討検討
、 、・生活排水等による汚染の著しい都市河川１河川において 水質改善のための効果的な対策を検討するため

実態調査を実施。
○生活排水等汚濁負荷量実態調査実施河川数（累計） ⑱４河川（⑰３河川、⑯ 河川）２
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３３３３ 県民県民県民県民によるによるによるによる河川等環境対策河川等環境対策河川等環境対策河川等環境対策へのへのへのへの ◇◇◇◇生活排水対策生活排水対策生活排水対策生活排水対策などになどになどになどに向向向向けたけたけたけた県民県民県民県民によるによるによるによる自主的自主的自主的自主的なななな活動活動活動活動のののの支援支援支援支援やややや意識啓発意識啓発意識啓発意識啓発のののの実施実施実施実施
・住民による生活排水対策実践活動において指導的役割を果たす「命育むふるさとの川」創生リ－ダーを養自主的自主的自主的自主的なななな取取取取りりりり組組組組みみみみ
成するとともに、県内３８河川の７３地点の水質の状況をあらわした水環境マップを作成・更新し、県ホ
－ムペ－ジ上に掲載。
○「命育むふるさとの川」創生リ－ダ－の養成（累計） ⑱６６人（⑰４２人、⑯１７人）

４４４４ 河川河川河川河川などのなどのなどのなどの底質浄化対策底質浄化対策底質浄化対策底質浄化対策のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇河川河川河川河川のののの浚渫浚渫浚渫浚渫によるによるによるによる底泥底泥底泥底泥のののの除去除去除去除去などのなどのなどのなどの浄化対策浄化対策浄化対策浄化対策のののの推進推進推進推進
・新町川（田宮川）や正法寺川など都市部の河川において浚渫を実施。

○河川の浚渫土量（累計） ⑱８０ ０００ｍ （⑰７３ ０００ｍ 、⑯６０ ０００ｍ ）， ， ，３ ３ ３

５５５５ 総量削減計画総量削減計画総量削減計画総量削減計画のののの着実着実着実着実なななな推進推進推進推進 ◇◇◇◇水質汚濁原因物質水質汚濁原因物質水質汚濁原因物質水質汚濁原因物質のののの削減削減削減削減にににに向向向向けてのけてのけてのけての各種発生源対策各種発生源対策各種発生源対策各種発生源対策のののの実施実施実施実施
・第５次総量削減計画の達成状況を検証するとともに、第６次総量削減計画を策定。各種発生源への立入調
査及び指導を実施。
○水質汚濁原因物質発生量・瀬戸内海区域の総量

化学的酸素要求量 ⑰ ３６トン／日（⑯ ３９トン／日）
窒素含有量 ⑰ ２０トン／日（⑯ ２４トン／日）
りん含有量 ⑰１ ６トン／日（⑯１ ８トン／日）． ．

５５５５ とくしまとくしまとくしまとくしま廃棄物廃棄物廃棄物廃棄物ゼロゼロゼロゼロ社会社会社会社会づくりづくりづくりづくり

ゼロエミッションゼロエミッションゼロエミッションゼロエミッション、、、、リサイクルリサイクルリサイクルリサイクル、、、、廃棄物廃棄物廃棄物廃棄物のののの適正処理適正処理適正処理適正処理をををを推進推進推進推進しししし、、、、循環型社会循環型社会循環型社会循環型社会のののの構築構築構築構築をををを目指目指目指目指しますしますしますします。。。。

１１１１ ゼロエミッションゼロエミッションゼロエミッションゼロエミッションのののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇環境関連産業環境関連産業環境関連産業環境関連産業のののの創出創出創出創出・・・・振興振興振興振興をををを図図図図るためのるためのるためのるための各種支援各種支援各種支援各種支援
・環境関連産業の創出・振興を図り 「循環型社会」の形成を推進するため、新たなリサイクル施設の整備、
を行った者へ「環境関連産業立地促進補助金」を交付。
○環境関連産業立地促進補助金の交付 ⑱なし（⑰１件、⑯なし）

、 、「 」・産学官民が連携し 新たな環境ビジネスの創出・振興を支援するため とくしま環境ビジネス交流会議
を開催 （全体会及び分科会）。
○とくしま環境ビジネス交流会議 ⑱２回開催（⑰４回、⑯６回）
○アンケート調査 ⑱１回 （⑰１回：追跡調査、⑯１回）

２２２２ 廃棄物廃棄物廃棄物廃棄物のののの発生抑制発生抑制発生抑制発生抑制・・・・リサイクルリサイクルリサイクルリサイクルのののの ◇◇◇◇地域版地域版地域版地域版ののののグリーングリーングリーングリーン購入購入購入購入ネットワークネットワークネットワークネットワーク設立設立設立設立
・環境への負担ができるだけ少ない商品を優先して購入する「グリーン購入」を県内に広げていくため、全推進推進推進推進
国７番目の地域ネットとして平成１６年７月に「グリーン購入徳島ネット」を設立。事務局の徳島県消費
者協会を中心として、ネットワーク（会員）を拡大。

・平成１８年２月に環境省等が主催する「グリーン購入セミナー 徳島」を誘致、開催。また、家電省エIN
ネラベル導入の推進。
○グリーン購入徳島ネット会員数 ⑱１４３団体（⑰１４０団体、⑯１４１団体）
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◇◇◇◇リサイクルリサイクルリサイクルリサイクル製品等製品等製品等製品等のののの認定認定認定認定やややや広報活動広報活動広報活動広報活動のののの実施実施実施実施
・県内の優良なリサイクル製品や３Ｒに積極的に取り組む事業所を認定し、ＰＲを行う「徳島県リサイクル
認定制度」により認定製品等を募集し認定。認定したリサイクル製品等について、フェア等でのＰＲを行
うとともに、四国４県で連携して相互に推奨を実施。
○リサイクル製品等の認定 リサイクル製品 ⑱６品目（⑰５品目、⑯７品目）

３Ｒモデル事業所 ⑱５事業所（⑰３事業所、⑯６事業所）

◇◇◇◇農村地域農村地域農村地域農村地域のののの環境保全及環境保全及環境保全及環境保全及びびびび資源資源資源資源のののの有効利用有効利用有効利用有効利用
・農業用使用済みプラスチックや農業生産において使用された農薬空容器などの農業生産資材廃棄物の適正
処理を推進するため、啓発資料の作成、処理状況の調査、県下全域の回収・処理体制の整備に対する指導
等を実施。
○使用済み農業生産資材（各種ビニール類）回収率（回収実績／想定排出量×１００）

⑱６７ １％（⑰６９ ９％、⑯８１ ９％）． ． ．
○塩化ビニール類再生率（再生処理量／回収量×１００）

⑱９５ ３％（⑰９２ ２％、⑯７７ ３％）． ． ．

・平成１６年１１月「家畜排せつ物法」管理基準の完全施行に伴い、野積み・素堀り等の不適切な管理農家
に対して、適正処理を図るため家畜ふん尿施設整備等を推進。
○畜産農家におけるふん尿処理施設（堆肥舎）の整備率 ⑱８９％（⑰８７％⑯８８％）

３３３３ 廃棄物処理施設廃棄物処理施設廃棄物処理施設廃棄物処理施設のののの整備整備整備整備 ◇◇◇◇一般廃棄物処理施設一般廃棄物処理施設一般廃棄物処理施設一般廃棄物処理施設にににに関関関関するするするする市町村等市町村等市町村等市町村等へのへのへのへの支援支援支援支援やややや広域処理体制広域処理体制広域処理体制広域処理体制のののの整備整備整備整備
・市町村等が実施するごみ処理施設整備事業に対し廃掃法に基づく指導を実施。

○中央広域環境センターは計画どおり竣工し平成１７年８月より稼働
○鳴門市のごみ処理施設、リサイクルプラザは、平成１９年度の施設供用開始に向けた整備を推進

◇◇◇◇徳島東部臨海処分場整備徳島東部臨海処分場整備徳島東部臨海処分場整備徳島東部臨海処分場整備
・平成１６年度は、遮水矢板打設工事を行い、完成へ向け着実な整備促進を図った。
・平成１７年度は、引き続き、遮水矢板打設等を行い完成へ向け着実な整備促進を図った。
・平成１８年度は、遮水矢板打設、開口部締め切り最終工事等を行い、年度末に完成させた。

４４４４ 産業廃棄物処理産業廃棄物処理産業廃棄物処理産業廃棄物処理のののの適正化適正化適正化適正化 ◇◇◇◇不法投棄監視不法投棄監視不法投棄監視不法投棄監視ボランティアボランティアボランティアボランティアのののの育成育成育成育成
・徳島県不法投棄等撲滅啓発リーダー（ボランティア啓発・監視員）の設置要綱を制定し、各市町村等に対
しボランティアの推薦を依頼。推薦されたボランティアに対し、県下３地域で研修を実施し、徳島県不法
投棄等撲滅啓発リーダーに登録した。
○不法投棄監視ボランティア育成数（累計） ⑱３８０人（⑰１８７人、⑯６０人）

◇◇◇◇優良優良優良優良なななな産業廃棄物処理業者育成産業廃棄物処理業者育成産業廃棄物処理業者育成産業廃棄物処理業者育成
・(社)徳島県産業廃棄物処理協会への委託により、県内の産業廃棄物処理業者及び排出事業者に対し、廃棄
物処理法等に関する講習会を開催。
○講習会修了者（累計） ⑱３４５業者（⑰２４４業者、⑯１６１業者）
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６６６６ 自然自然自然自然とのとのとのとの共生共生共生共生のののの推進推進推進推進

貴重貴重貴重貴重なななな自然自然自然自然をををを保護保護保護保護・・・・保全保全保全保全するとともにするとともにするとともにするとともに、、、、公共事業公共事業公共事業公共事業においてにおいてにおいてにおいて自然自然自然自然のののの再生再生再生再生をををを図図図図るなどるなどるなどるなど、、、、自然自然自然自然とのとのとのとの共生共生共生共生をををを目指目指目指目指しますしますしますします。。。。

１１１１ 生物多様性生物多様性生物多様性生物多様性のののの確保確保確保確保 ◇◇◇◇生物多様性生物多様性生物多様性生物多様性のののの保全制度保全制度保全制度保全制度のののの調査検討調査検討調査検討調査検討
・平成１６年度に、県内に生息・生育する希少野生生物の保護について、現行法令では保護が困難である部
分を補完し、地域的にもきめ細かく対応できる実効性のある保護制度を体系的及び総合的に確立するため
の調査を実施。

◇◇◇◇希少野生生物希少野生生物希少野生生物希少野生生物のののの保護保護保護保護をををを体系的体系的体系的体系的・・・・総合的総合的総合的総合的にににに図図図図るるるる条例条例条例条例のののの制定制定制定制定
・県内に生息・生育する希少野生生物の保護について、現行法令では保護が困難である部分を補完し、地域
的にもきめ細かく対応できる実効性のある保護制度を体系的及び総合的に確立するための条例の検討を行
い、徳島県環境審議会での検討及びパブリックコメントの実施を経て、平成１８年３月に「徳島県希少野
生生物の保護及び継承に関する条例」を公布、一部施行。

・平成１８年１２月に希少野生生物保護の基本的な考え方や指定希少野生生物及び希少野生生物保護区の選
定基準などを内容とする「希少野生生物保護基本方針」を策定し、また、平成１９年３月に「同条例施行
規則」を制定するとともに、指定希少野生生物及び希少野生生物保護区の候補の検討を行っている。

◇◇◇◇ビオトープビオトープビオトープビオトープのののの保全保全保全保全・・・・復元復元復元復元・・・・創出及創出及創出及創出及びびびび支援支援支援支援
・ビオトープの保全・復元・創出を推進するため、ビオトープに関する基本的な知識の習得等を目的とした
講演会、観察会等をＮＰＯ法人を対象に企画提案により募集のうえ、委託者を選定し実施するとともに、
ビオトープ・アドバイザーの派遣を実施。なお、平成１８年度から１名増員し１５名体制。
○講演会、観察会等参加者 ⑱７３３名（⑰６３５人、⑯４９４名）
○ビオトープ・アドバイザー派遣人数 ⑱７人（⑰１１人、⑯６人）
○ビオトープの保全、復元、創出数（累計） ⑱３０箇所（⑰２５箇所、⑯２１箇所）

◇◇◇◇自然自然自然自然のののの再生再生再生再生・・・・修復修復修復修復
・室戸阿南海岸国定公園の竹ヶ島海中公園地区において自然再生事業の推進を図るため 「竹ヶ島海中公園、
自然再生協議会」を設置し、環境調査を行い 「竹ヶ島海中公園自然再生全体構想」を策定。、

・平成１８年度には協議会で各種調査設計を行うなどの事業を実施。

２２２２ 自然公園等自然公園等自然公園等自然公園等のののの保護保護保護保護とととと利用利用利用利用のののの増進増進増進増進 ◇◇◇◇自然公園等自然公園等自然公園等自然公園等のののの施設整備施設整備施設整備施設整備
・剣山国定公園の三嶺地区における自然公園の適正な利用を促進するため、登山口に駐車場及び公衆トイレ
などの施設整備を完了。

・登山道の整備について設計を行い、平成１９年度に実施する予定。
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３３３３ 自然環境自然環境自然環境自然環境にににに配慮配慮配慮配慮したしたしたした公共事業公共事業公共事業公共事業のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇自然環境等自然環境等自然環境等自然環境等にににに配慮配慮配慮配慮したしたしたした土木工事土木工事土木工事土木工事のののの実施実施実施実施
・土木環境共生事業において自然環境等に配慮した土木工事を推進。

○土木環境共生事業における累計完了箇所数 ⑱５４箇所（⑰５３箇所、⑯４３箇所）

◇◇◇◇自然環境自然環境自然環境自然環境にににに配慮配慮配慮配慮したしたしたした農業農業農業農業・・・・農村整備農村整備農村整備農村整備
・自然環境調査に基づく事業計画の策定について、次年度事業着手予定の農業農村整備事業地区において自
然環境調査を行い、専門家の指導・助言のもとに、事業実施する上での環境配慮対策を検討。
○自然環境調査に基づく事業計画策定地区数（累計） ⑱３０地区（⑰２３地区、⑯１７地区）

、 、 。・自然との共生の農村づくり事業を 土地改良事業と併せて実施し 生態系及び景観に配慮した整備を推進
○自然との共生の農村づくりの実施地区数（累計） ⑱１３地区（⑰１０地区、⑯８地区）

◇◇◇◇藻場藻場藻場藻場のののの造成造成造成造成のののの推進推進推進推進
・平成１６年度に 「豊かな海の森づくり検討委員会」を開催し、本県の海域環境に応じた藻場造成技術に、
ついて検討し、鳴門海域での藻場造成地及び造成適種の選定を実施し、藻場造成に関する整備基本計画を
決定。

・平成１７年度は、鳴門地区において藻場造成事業に着手、藻場造成工事の設計を実施。また、阿南地区に
おいて藻場造成計画策定の基礎資料とするため藻場現況調査を実施。

・平成１８年度は、鳴門地区における藻場造成を継続するとともに、阿南地区において整備基本計画の策定
を進めた（平成 年度中に策定完了見込み 。海部地区において基礎データ収集のための調査を実施。19 ）

７７７７ 環境重視環境重視環境重視環境重視のののの多様多様多様多様なななな森林森林森林森林づくりづくりづくりづくり

県全体県全体県全体県全体のののの環境環境環境環境のののの保全保全保全保全とととと創造創造創造創造にににに大大大大きくきくきくきく寄与寄与寄与寄与するするするする、、、、多様多様多様多様なななな森林森林森林森林づくりをづくりをづくりをづくりを進進進進めますめますめますめます。。。。

１１１１ 間伐等間伐等間伐等間伐等によるによるによるによる健全健全健全健全なななな森林森林森林森林のののの整備整備整備整備 ◇◇◇◇間伐対策間伐対策間伐対策間伐対策、、、、複層林複層林複層林複層林へのへのへのへの誘導誘導誘導誘導、、、、計画的計画的計画的計画的なななな路網整備路網整備路網整備路網整備
、 （ ） 、 。・間伐の実施については 間伐等推進３ヵ年対策 Ｈ１７～Ｈ１９ に取り組み 健全な森林の整備を推進

また 「林業再生プロジェクト」により高性能林業機械の導入、計画的な路網の整備などを行い、搬出間、
伐の拡大と間伐材の有効利用を推進。
これらのことにより、針・広混交林化を図るほか、複層林に誘導するための「抜き伐り」を増加するなど
多様な森林づくりを推進。
○間伐実施面積（平成１４年度からの累計）

⑱３６ ６７５ｈａ（⑰２９ ４６１ｈａ、⑯２２ ３９９ｈａ）， ， ，
○複層林に誘導するための抜き伐り面積（平成１４年度からの累計）

⑱８２４ｈａ（⑰５１４ｈａ、⑯３０８ｈａ）
○環境重視の多様な森林づくり面積（平成１４年度からの累計）

⑱３７ ４９９ｈａ（⑰２９ ９７５ｈａ、⑯２２ ７０７ｈａ）， ， ，
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２２２２ 適切適切適切適切なななな森林森林森林森林のののの管理管理管理管理・・・・保全保全保全保全 ◇◇◇◇保安林指定保安林指定保安林指定保安林指定やややや森林整備森林整備森林整備森林整備・・・・保全保全保全保全のののの計画計画計画計画づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進
・地域森林計画に基づき、保安林の指定を推進。

○保安林指定面積 ⑱９２ ７５８ｈａ（⑰９２ ００５ｈａ、⑯９１ ３５２ｈａ）， ， ，
・実施主体である市町村と連携し、地区説明会等により、制度の普及定着を図り、支援金の交付に関する協
定締結を推進。
○「森林づくり支援金」の交付対象面積

⑱３９ ０００ｈａ（⑰３９ １９４ｈａ、⑯４０ １３７ｈａ）， ， ，

３３３３ 県民参加県民参加県民参加県民参加のののの森森森森づくりづくりづくりづくり ◇◇◇◇森森森森づくりへのづくりへのづくりへのづくりへの参加参加参加参加をををを通通通通じたじたじたじた県民県民県民県民のののの理解理解理解理解とととと支援意識支援意識支援意識支援意識のののの醸成醸成醸成醸成
・森づくりへの理解を深めるため、県下各地において、県民のボランティア参加による「県民参加の森づく
り事業」等を推進。また、県育樹祭等の開催により、森林の重要性や森づくりの必要性など、県民の理解
と支援意識の醸成を促進。
○森づくりボランティアの参加者数 ⑱１ ４４４人（⑰１ ７１９人、⑯１ ０４１人）， ， ，
○ＮＰＯ等の森づくり活動拠点数 ⑱８箇所（⑰７箇所、⑯７箇所）
○県育樹祭参加者数 ⑱約５００人
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基本目標基本目標基本目標基本目標４４４４「「「「安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心とくしまとくしまとくしまとくしま」」」」のののの実現実現実現実現

重点施策及重点施策及重点施策及重点施策及びびびび主要事業 平成主要事業 平成主要事業 平成主要事業 平成１６１６１６１６年度年度年度年度～～～～平成平成平成平成１８１８１８１８年度年度年度年度のののの取組状況取組状況取組状況取組状況

１１１１ 危機管理危機管理危機管理危機管理のためののためののためののための体制体制体制体制づくりづくりづくりづくり

地震等地震等地震等地震等のののの防災対策防災対策防災対策防災対策はもとよりはもとよりはもとよりはもとより有事有事有事有事・・・・テロテロテロテロ対策対策対策対策などのなどのなどのなどの危機管理危機管理危機管理危機管理にににに適切適切適切適切にににに対応対応対応対応できるようにできるようにできるようにできるように体制体制体制体制のののの整備整備整備整備にににに努努努努めますめますめますめます。。。。

１１１１ 危機管理組織体制危機管理組織体制危機管理組織体制危機管理組織体制のののの整備等整備等整備等整備等 ◇◇◇◇知事直轄危機管理組織知事直轄危機管理組織知事直轄危機管理組織知事直轄危機管理組織のののの設置設置設置設置
・平成１６年４月に、知事直轄の「防災局」を設置。
・平成１７年４月に、組織改正により「防災局」を「危機管理局」に改組し、南海地震などの自然災害をは
じめ、有事やテロ、ＢＳＥ・鳥インフルエンザなどのあらゆる危機事象に関する情報を一元管理し、迅速
かつ的確に対応できるよう、県の危機管理全般を統括する組織を設置。

◇◇◇◇危機管理対処指針危機管理対処指針危機管理対処指針危機管理対処指針、、、、危機管理対応危機管理対応危機管理対応危機管理対応マニュアルマニュアルマニュアルマニュアルのののの整備整備整備整備などなどなどなど危機管理体制危機管理体制危機管理体制危機管理体制のののの構築構築構築構築
・平成１６年度に 「危機管理対処指針」を策定（平成１６年９月 、庁内連携と情報共有化を図るため、政、 ）
策監のもと各部局の主管課長を主メンバーに「危機管理会議」を設置。
○危機管理会議開催回数 ⑱２２回（⑰１１回、⑯２４回）

・平成１６年度から 「危機管理対処指針」に基づき部局毎の「危機管理マニュアル基本シート」を整備。、
平成１８年度には、政策監のもとに危機管理調整費を準備し、危機対応力を強化。

・新型インフルエンザの感染拡大を防止、県民の健康被害発生を阻止するため「徳島県新型インフルエンザ
対策行動計画」を策定（平成１７年１２月）するとともに、各部局で具体的な対応を行うため 「高病原、
性鳥インフルエンザ防疫マニュアル」を改訂（平成１８年１月 。また、新たに「徳島県新型インフルエ）
ンザ対応マニュアル」を策定 （平成１８年１月）。

・平成１８年度に、新型インフルエンザ初期封じ込め対策に必要な資機材を確保するとともに 「初期封じ、
込め対策」のため、全国ではじめて国と合同による総合対応訓練（平成１９年２月）を実施。

◇◇◇◇有事有事有事有事・・・・テロテロテロテロ対策対策対策対策などのなどのなどのなどの危機管理危機管理危機管理危機管理、、、、国民保護法国民保護法国民保護法国民保護法にににに基基基基づくづくづくづく体制体制体制体制づくりづくりづくりづくり
、「 」 、「 」 、・平成１７年度に 徳島県保護計画 を策定するため 徳島県国民保護協議会 を３回開催するとともに

広く県民の意見を聞くためにパブリックコメントを実施。
・平成１８年３月に、閣議決定を経て「徳島県国民保護計画」を策定。
・平成１８年度に 「市町村国民保護計画」の策定を支援し、全市町村で策定を完了。、

２２２２ 災害時等災害時等災害時等災害時等におけるにおけるにおけるにおける初動体制初動体制初動体制初動体制のののの充実等充実等充実等充実等 ◇◇◇◇防災情報提供防災情報提供防災情報提供防災情報提供・・・・緊急連絡緊急連絡緊急連絡緊急連絡システムシステムシステムシステムのののの整備整備整備整備
・携帯電話のメール機能を利用して、気象や震度等の防災情報を県民や県・市町村職員等へ配信するととも
に、大規模地震時における県職員の安否確認、警報発令時における県職員の参集を行うシステム「とくし
ま防災メール（防災情報提供・緊急連絡システム 」を平成１７年度に整備、平成１８年６月から運用を）
開始し、災害発生時の迅速な初動体制の確立及び県民への防災情報提供の充実を図った。

・平成１８年８月にはシステムを利用した参集訓練を実施するなど、システムの普及と有効活用を図った。
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◇◇◇◇災害対策本部機能災害対策本部機能災害対策本部機能災害対策本部機能のののの強化強化強化強化
・平成１７年度に 「防災情報統合管理システム」を表示できる環境を災害対策本部室に整え 「気象情報、、 、
地震情報、雨量、河川水位等」の各種情報の一元化を実施。また、市町村等からの被災情報を迅速・的確
に収集する環境を災害対策本部室に整備。

・平成１８年度には、消防防災ヘリコプターや県警察航空隊ヘリコプターからの中継映像や、国土交通省が
河川や道路に設置したライブカメラからの映像について、災害対策本部室での状況把握が可能となった。

・その結果、災害対策本部室での各種防災情報の迅速かつ的確な収集と一元化、国や市町村等からの被災情
報等の迅速かつ確実な収集が可能となり、災害対策本部の迅速な立ち上げ、的確な対応策の決定や実施を
行うための本部機能が強化された。

３３３３ 防災施設等防災施設等防災施設等防災施設等のののの整備整備整備整備 ◇◇◇◇徳島県総合情報通信徳島県総合情報通信徳島県総合情報通信徳島県総合情報通信ネットワークシステムネットワークシステムネットワークシステムネットワークシステムのののの再整備再整備再整備再整備
・地上系システムの周波数移行に伴う無線設備の再整備及び老朽化した設備の更新並びに衛星系システムの
映像のデジタル化を図るためにシステムの改修を実施。
○平成１６年度：基本構想策定事業業務を委託、平成１７年度：実施設計業務を委託
平成１８年度：地上系システム 再整備工事に着手（平成２０年３月完了予定）

◇◇◇◇ヘリコプターテレビヘリコプターテレビヘリコプターテレビヘリコプターテレビ伝送中継伝送中継伝送中継伝送中継システムシステムシステムシステム整備整備整備整備
・防災情報の収集機能を充実強化するため、消防防災ヘリコプターから撮影した映像情報をリアルタイムに
収集、 配信するシステムを整備。
○平成１６年度：実施設計業務を委託、平成１６～１７年度：システム整備
平成１８年度：訓練等を重ね、災害時において確実な機能を発揮できるよう適切に運用

◇◇◇◇消防学校消防学校消防学校消防学校・・・・防災防災防災防災センターセンターセンターセンターのののの整備整備整備整備
・県庁災害対策本部の補完、防災関係者の活動拠点など災害対策拠点としての機能を充実させた「消防学校
・防災センター」を整備。平成１６年４月に 「徳島県消防学校」開校。平成１６年７月に 「徳島県立防、 、
災センター」オープン。
○防災センター年間利用者数 ⑱２６ ９５６人（⑰３７ ４４４人、⑯３８ ９４６人）， ， ，

４４４４ 耐震相談耐震相談耐震相談耐震相談のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇耐震相談所耐震相談所耐震相談所耐震相談所のののの設置設置設置設置
・南海地震等への関心の高まり等に対処するため、県民が無料で相談を受けられるよう建築構造専門家によ
る耐震相談所を設置し、耐震改修を促進。
○県民からの相談件数 ⑱７３件（⑰１３２件、⑯１２３件）

５５５５ 災害関係専門家災害関係専門家災害関係専門家災害関係専門家のののの育成育成育成育成 ◇◇◇◇耐震診断技術者耐震診断技術者耐震診断技術者耐震診断技術者とととと被災宅地危険度判定士被災宅地危険度判定士被災宅地危険度判定士被災宅地危険度判定士のののの養成養成養成養成
・今後増加が見込まれる耐震診断に的確に対応するために講習会を開催し 「耐震診断技術者」を養成。、

○耐震診断技術者養成人数 ⑯１７９人
・被災時の二次災害から住民を守る「被災宅地危険度判定士」を養成。

○被災宅地危険度判定士数 ⑱２１０人（⑰１７１人、⑯１７１人）
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６６６６ 被災者被災者被災者被災者へのへのへのへの経済支援経済支援経済支援経済支援 ◇◇◇◇居住安定支援制度居住安定支援制度居住安定支援制度居住安定支援制度のののの創設創設創設創設
・平成１６年４月に、国において従来の生活再建支援制度に加え、新たに居住関係経費を対象とした居住安
定支援制度が創設され、これに伴い、同年７月に、被災者生活再建支援法人（財）都道府県会館へ運営資
金を拠出。

・平成１６～１８年度は、被災者生活再建支援制度適用なし。

７７７７ 港湾施設港湾施設港湾施設港湾施設のののの保安強化保安強化保安強化保安強化 ◇◇◇◇国際航海船舶国際航海船舶国際航海船舶国際航海船舶がががが利用利用利用利用するするするする重要港湾施設重要港湾施設重要港湾施設重要港湾施設のののの保安対策保安対策保安対策保安対策
・対象全施設について、港湾施設の保安を確保するため制限区域を設け、人又は車両がみだりに立ち入らな
いように柵や監視カメラを整備。当該施設のゲートでの出入管理や施設内外の警備・監視を実施。
○不正侵入防止設備を完備している外航船用の公共港湾施設数 ⑯５施設（対象全施設整備完了）

２２２２ とくしまとくしまとくしまとくしま――――００００（（（（ゼロゼロゼロゼロ））））作戦作戦作戦作戦のののの展開展開展開展開

今後今後今後今後３０３０３０３０年以内年以内年以内年以内にににに５０５０５０５０％％％％のののの確率確率確率確率でででで発生発生発生発生がががが予測予測予測予測されているされているされているされている南海地震南海地震南海地震南海地震へのへのへのへの即応体制即応体制即応体制即応体制をををを緊急緊急緊急緊急にににに整備整備整備整備するなどするなどするなどするなど、、、、南海地震発生時南海地震発生時南海地震発生時南海地震発生時のののの死者死者死者死者ゼロゼロゼロゼロをををを目指目指目指目指しますしますしますします。。。。

１１１１ 地域防災力地域防災力地域防災力地域防災力のののの強化強化強化強化 ◇◇◇◇徳島県地震防災対策行動計画徳島県地震防災対策行動計画徳島県地震防災対策行動計画徳島県地震防災対策行動計画のののの策定策定策定策定、、、、推進推進推進推進
・平成17年度に 「地震に強いとくしま」の実現を目指すため、地震防災対策を計画的かつ効果的に取り組、
む「徳島県地震防災対策行動計画」を策定。

、 、 。・平成１８年度は 同計画における取り組みごとの実施計画などを把握し 各段階における各種施策を実施

◇◇◇◇とくしまとくしまとくしまとくしま地震防災県民会議地震防災県民会議地震防災県民会議地震防災県民会議のののの設立設立設立設立、、、、県民憲章県民憲章県民憲章県民憲章のののの制定制定制定制定
・平成１８年６月に、県民総ぐるみで防災意識の高揚を図り、実践的な防災活動へとつなげていく県民運動
を展開していくための中核組織として 「とくしま地震防災県民会議」を設立。、

・平成１８年１０月に、同県民会議により策定された素案について検討を行い、パブリックコメント等、広
く県民の意見をいただきながら、県民の行動指針となる「とくしま地震防災県民憲章」を制定。

・ 昭和南海地震から６０年メモリアルフォーラム 、ホームページや新聞等を通じて、県民憲章を周知。「 」

◇◇◇◇市町市町市町市町におけるにおけるにおけるにおける津波避難計画策定津波避難計画策定津波避難計画策定津波避難計画策定のののの促進促進促進促進
・市町の津波避難計画策定促進のため、平成１４、１５年度に実施した津波浸水予測調査結果を踏まえ、平
成１６年度に県において「津波避難計画策定指針」を策定。

・平成１７、１８年度は 「津波避難計画策定指針」をもとに、津波避難計画未策定市町の策定を促進した、
結果、沿岸全市町（８市町）において策定された。

◇◇◇◇徳島大学徳島大学徳島大学徳島大学とのとのとのとの連携連携連携連携によるによるによるによる地域防災地域防災地域防災地域防災リーダーリーダーリーダーリーダー育成等育成等育成等育成等、、、、地域防災力地域防災力地域防災力地域防災力のののの強化強化強化強化
・平成１７、１８年度において、徳島大学と連携し、県立防災センターで実施する「地域防災推進員養成事
業のカリキュラム」の作成、地域における「津波避難計画」の作成に係る支援 「自主防災組織活動マニ、
ュアル」などの作成を行うことなどにより、地域防災力の強化を推進。
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◇◇◇◇自主防災組織自主防災組織自主防災組織自主防災組織のののの結成促進結成促進結成促進結成促進・・・・活性化活性化活性化活性化、、、、県民等県民等県民等県民等へのへのへのへの防災知識防災知識防災知識防災知識のののの普及普及普及普及
・県立防災センターにおいて、自主防災組織の結成促進と活性化を推進するため、専門家による講義、グル
ープ討議、実技講習等の「自主防災組織リーダー研修会」を実施。
○自主防災組織リーダー研修会参加者数 ⑱５０人（⑰５５人）

・県立防災センターにおいて、地域の防災活動に行政と協働して取り組む地域の防災リーダー「地域防災推
進員」を養成するため、専門家による講義、ワークショップ、実技講習等の研修会を実施。

（ ）（ （ ））○地域防災推進員養成研修会参加者数 ⑱５４人 うち修了者３８人 ⑰５４人 うち修了者３０人
○自主防災組織率 ⑱６５ ３％（⑰５６ ８％、⑯５４ ６％）． ． ．

・平成１８年度から、地域の隅々まで防災に関する知識の普及や防災意識を浸透させるため、直接職員が出
向き、町内会や自治会などで「寄り合い防災講座」を開催。
○寄り合い防災講座開催回数 ⑱１５４回（⑰未実施）

、 、 、 「 」・県民への防災知識を普及し 防災意識を高めるため 防災週間等において 県立防災センターで 企画展
及び一般県民を対象に「防災講座」や「地震防災対策セミナー」を開催。

、 、 （ 、 ）○防災センターにおける企画展 防災講座等開催回数 ⑱３２回 延べ８３日 ⑰２９回 延べ９６日

◇◇◇◇地域防災力強化促進地域防災力強化促進地域防災力強化促進地域防災力強化促進のためののためののためののための補助補助補助補助
・平成１７年度に、市町村の地域防災力の強化・促進を図るため、市町村が行う自主防災組織の結成・活動
活性化を支援する事業や住民の防災意識の向上に必要な事業等に対する補助金として「地域防災力強化促
進事業費補助金」を再構築。地震防災マップの作成や防災資機材の整備、防災講演会の開催等により自主
防災組織の活動が活性化。
○補助市町村 ⑱１１市町（⑰１４旧市町）

◇◇◇◇災害災害災害災害ボランティアボランティアボランティアボランティア活動活動活動活動のののの環境整備環境整備環境整備環境整備
・県立防災センターほかにおいて、ボランティア活動に関心のある者等を対象に災害ボランティア活動の認

、「 」、「 」 、識を深めるため 災害ボランティア講座 災害ボランティアコーディネーターを知る講座 等の講義
ワークショップ等を実施。
○災害ボランティアリーダー等育成講習会参加者数（累計）

⑱１ ６６５人（⑰１ １９９人、⑯５２０人）， ，
・大規模災害発生時に、ボランティアを円滑に受け入れる体制を整備するため 「徳島県災害ボランティア、
受入方針検討会」を設置し、検討。

◇◇◇◇防災教育防災教育防災教育防災教育のののの推進推進推進推進
・防災教育推進モデル校を指定し、防災教育の推進を図るとともに、その成果の普及等を図るため、学校防
災研修会等を開催。

、「 」、「 」 、「 」 。・平成１７年度には 学校防災管理マニュアル 防災教育指導資料 を改訂 防災教育副読本 を作成
・平成１８年度には、学校防災管理マニュアル等説明会を開催し内容等を周知するとともに 「しっかり防、
災ホームページ」を作成し、防災教育の充実を図った。
○防災教育推進モデル校の指定（累計） ⑱１２校（⑰６校、⑯未実施）
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２２２２ 地震地震地震地震・・・・津波災害津波災害津波災害津波災害にににに強強強強いまちづくりいまちづくりいまちづくりいまちづくり ◇◇◇◇地震動地震動地震動地震動によるによるによるによる被害予測調査等被害予測調査等被害予測調査等被害予測調査等のののの実施実施実施実施
・地震動被害想定調査等の調査結果を県民や市町村等に周知するとともに、啓発活動の基礎資料として活用
を図った。
○調査の結果、中央防災会議の想定と比較し、より大きな被害が見込まれた。
（最大死者数 中央防災会議１ ３００人、地震動被害想定調査４ ３００人）， ，

◇◇◇◇津波避難困難地域津波避難困難地域津波避難困難地域津波避難困難地域をををを解消解消解消解消するためのするためのするためのするための補助補助補助補助
・平成１８年度に、津波避難困難地域を解消するため「緊急津波対策事業費補助金」を創設し、市町が実施
する地域ごとの津波避難計画の策定や、避難路や避難施設等の整備事業を補助。
○補助市町村 ⑱５市町
○沿岸全市町が地域ごとの津波避難計画策定に着手するとともに、津波避難タワーの整備等により、津
波避難困難地域が一部解消

◇◇◇◇災害拠点病院災害拠点病院災害拠点病院災害拠点病院のののの耐震化耐震化耐震化耐震化のののの推進推進推進推進
・災害拠点病院である徳島赤十字病院が行う移転改築工事（免震構造）に対し補助を行うなど、地震等の大
規模災害時に対応できるよう災害拠点病院の耐震性確保を推進。
○災害拠点病院の耐震化数 ⑱５病院（⑰４病院、⑯４病院）

◇◇◇◇災害拠点病院災害拠点病院災害拠点病院災害拠点病院におけるにおけるにおけるにおける災害対応設備整備災害対応設備整備災害対応設備整備災害対応設備整備のののの推進推進推進推進
・災害拠点病院に、災害時に確実に適切な医療の提供ができるよう必要な診療設備等（携行式応急用医療資
器材、簡易ベッド、発電機、衛星携帯電話等）の整備に要する経費を補助。
○災害拠点病院の災害対応設備保有数 ⑱７病院（⑰２病院、⑯１病院）

◇◇◇◇耐震基準耐震基準耐震基準耐震基準にににに適応適応適応適応したしたしたした安全安全安全安全なななな学校施設学校施設学校施設学校施設のののの整備整備整備整備、、、、学校施設等学校施設等学校施設等学校施設等のののの耐震診断耐震診断耐震診断耐震診断
・災害に強い安全な学校施設の整備、教育ニーズに対応した良好な教育環境を提供するため、県立学校施設
の耐震化を順次・計画的に推進。また、改築事業と並行して耐震診断等を実施。
○県立学校改築数（改築工事着手校数累計）

⑱７校（新規：富岡東、総合技術（仮称 、⑰５校（新規なし 、⑯５校（新規：城南、富岡東羽）） ）
ノ浦分校 、⑮３校（鳴門、小松島、城東））

○県立学校耐震診断実施校数（累計）
⑱３０校（新規：＜耐震診断＞池田、脇町、那賀、穴吹、阿波西、勝浦、城西神山分校、＜耐震化
優先度調査＞１３校 、⑰１０校（新規：名西、城西、城ノ内、国府養護、板野養護、鴨島養護 、） ）
⑯４校（富岡西、阿波、徳島商業、川島 、⑮未実施）
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◇◇◇◇そのそのそのその他他他他のののの県県県県のののの施設施設施設施設のののの耐震化等耐震化等耐震化等耐震化等
・県有施設耐震診断３ヶ年計画（平成１６～１８年度）により、県有建築物の耐震診断を計画的に実施。

○県有建築物の耐震診断実施件数（学校を除く） 計１３施設（⑱２施設、⑰３施設、⑯８施設）

・防災拠点として緊急性の高い南部総合県民局阿南庁舎の耐震改修に着手するため、平成１８年度は、耐震
改修の実施設計を実施。

・浅川港において津波防波堤の整備を推進し、平成１８年度に完成。

・３漁港をモデル地区として選定し、耐震診断等を行うとともに、漁港施設の現況並びに防災対策について
検討を実施。調査事業は平成１７年度に完成し、今後は、個々の漁港、漁村、海岸施設整備の計画の中で
具体的に取り組んでいく。
○漁港及び漁港海岸施設の耐震診断実施件数 ⑱３箇所（⑰３箇所、⑯０施設）

◇◇◇◇救命救急救命救急救命救急救命救急やややや防災活動防災活動防災活動防災活動をををを支援支援支援支援するするするするインフラインフラインフラインフラ整備整備整備整備
、 。・徳島県地震防災対策行動計画に基づく県管理の１次 ２次緊急輸送路内にある橋梁の耐震対策を順次実施

○耐震対策実施橋梁数 ⑱４橋完了（⑰９橋、⑯６橋）
○要対策橋梁の耐震化率 ⑱９６３％（１８０橋１８７橋）. /

（ 、 ）⑰９４１％(１７６橋１８７橋) ⑯８９３％(１６７橋１８７橋). / . /

、 。 、・徳島小松島港赤石地区において耐震強化岸壁の整備を推進し 平成１７年度に完成 平成１８年度以降は
耐震強化岸壁へのアクセス道路の整備を推進。

◇◇◇◇木造住宅木造住宅木造住宅木造住宅のののの耐震診断耐震診断耐震診断耐震診断とととと改修改修改修改修のののの推進推進推進推進
、 、 。・県内全市町村が 旧耐震基準で建築された住宅の診断希望者に対し 耐震診断員を派遣し耐震診断を実施

・県内全市町村が、耐震診断で危険と判定された住宅の耐震改修工事に対し、工事費の補助を実施。
・耐震診断、改修を円滑・確実に実施するため耐震診断員、耐震改修アドバイザーを養成。
また、改修工事施工者の講習会を開催し受講者リストを公開。

・パンフレット、のぼり配布、県広報誌への掲載、シンポジウムの開催など広報を実施。
○耐震診断実施市町村 ⑱全市町村（⑰全市町村、⑯２３市町）
耐震診断実施戸数（累計） ２ ６５７戸（⑰２ １４４戸、⑯１ ０３３戸）， ， ，

○耐震改修実施市町村 ⑱全市町村（⑰２１市町村、⑯３市町）
耐震改修工事実施件数（累計） １６９戸（⑰８２戸、⑯１６戸）

・旧耐震基準で建築された住宅の命だけは守る簡易な耐震補強等に対し、金融機関からの借入利子の一部を
県が直接補助する「徳島県耐震リフォーム支援事業」を平成１８年度に開始。
○耐震リフォーム支援事業 ⑱１戸
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３３３３ 災害対応能力災害対応能力災害対応能力災害対応能力のののの強化強化強化強化 ◇◇◇◇図上訓練図上訓練図上訓練図上訓練のののの実施実施実施実施
・県・沿岸市町・防災関係機関が参加し、大規模地震発生に伴う応急対策を検討する実践的な図上訓練を、
平成１６年度から３年間に渡って毎年１回ずつ実施し、発災直後から２日目までの応急対策活動方針の具
体策について、県内各地から入ってくる被害等の情報を踏まえ、対策本部として個々の応急対策方針等を
決定。
○図上訓練実施回数 ３回（⑱１回、⑰１回、⑯１回）

◇◇◇◇広域災害医療情報広域災害医療情報広域災害医療情報広域災害医療情報システムシステムシステムシステムのののの整備整備整備整備
・広域災害発生時において、医療の提供が可能な医療機関を把握し負傷者の適切な搬送に資するとともに、
県民向け情報提供を行い特定医療機関への集中を防ぐことにより、適切な医療の提供を行うための「広域
災害医療情報システム」を整備。

３３３３ 自然災害自然災害自然災害自然災害にににに強強強強いいいい県土県土県土県土づくりづくりづくりづくり

洪水洪水洪水洪水やややや高潮高潮高潮高潮、、、、土石流土石流土石流土石流などのなどのなどのなどの自然災害自然災害自然災害自然災害からからからから県民県民県民県民のののの生命生命生命生命をををを守守守守るためのるためのるためのるための災害予防対策災害予防対策災害予防対策災害予防対策をををを進進進進めめめめ、、、、安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心なななな県土県土県土県土づくりをづくりをづくりをづくりを進進進進めますめますめますめます。。。。

１１１１ 洪水洪水洪水洪水やややや高潮被害高潮被害高潮被害高潮被害のののの軽減軽減軽減軽減 ◇◇◇◇河川河川河川河川・・・・海岸海岸海岸海岸のののの整備整備整備整備
・洪水や高潮等による被害から生命を守るために必要な河川・海岸の整備促進。

○河川改修事業（飯尾川、園瀬川、桑野川、福井川）
重点整備河川の整備率 ⑱７１％（⑰６６％、⑯６１％）

○高潮対策事業（立江川、冷田川、苅屋川、多々羅川）
水門完成箇所数（累計） ⑱１１箇所（⑰９箇所、⑯８箇所）

○水門・排水機場の遠隔監視（冷田川、打樋川、多々羅川）
完成箇所数 ⑱３箇所（⑰０箇所、⑯０箇所）

○海岸侵食対策事業（鳴門海岸、見能林海岸）
整備箇所数（累計） ⑱５箇所（⑰４箇所、⑯３箇所）

（ 、 、 、 ）○漁港海岸保全施設整備事業及び県単独漁港漁場整備事業 椿泊漁港 中林漁港 瀬戸漁港 宍喰漁港
漁港海岸施設整備箇所数 ⑱４箇所（⑰４箇所、⑯３箇所）

２２２２ 土砂災害土砂災害土砂災害土砂災害によるによるによるによる被害被害被害被害のののの軽減軽減軽減軽減 ◇◇◇◇砂防事業砂防事業砂防事業砂防事業のののの実施実施実施実施
・土砂災害による被害から生命を守るために必要な砂防、治山事業を実施。
・通常砂防事業３５箇所、地すべり対策事業４０箇所、急傾斜地崩壊対策事業４４箇所、砂防等激甚災害対
策特別緊急事業３箇所で事業を推進。

・通常砂防事業１８箇所、地すべり対策事業１０箇所、急傾斜地崩壊対策事業２８箇所が完成し、人家約
１ ２００戸を土砂災害から保全。，
○土砂災害の危険性のある人家の保全数 ⑱約１８ ７００戸（⑮約１７ ５００戸）， ，
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３３３３ 災害対策災害対策災害対策災害対策のののの円滑円滑円滑円滑なななな推進推進推進推進 ◇◇◇◇平成平成平成平成１６１６１６１６年度年度年度年度にににに被災被災被災被災したしたしたした公共土木施設公共土木施設公共土木施設公共土木施設、、、、農林水産業施設等農林水産業施設等農林水産業施設等農林水産業施設等のののの早期復旧早期復旧早期復旧早期復旧
・平成１６年度に被災した公共土木施設災害復旧事業の復旧進度は、ほぼ１００％に達している。
・平成１６年度に被災した農林水産施設（農地・農業用施設）の災害復旧事業は全ての箇所で完了した。

○被災箇所の復旧進度 ⑱９９ ６％（⑰９５％）．

◇◇◇◇浸水被害軽減浸水被害軽減浸水被害軽減浸水被害軽減のためののためののためののための排水排水排水排水ポンプポンプポンプポンプ車車車車のののの配備配備配備配備
・浸水被害を軽減するために排水ポンプ車を３台購入し、徳島土木事務所、川島合同庁舎、南部総合県民局
阿南庁舎にそれぞれ配備。
○排水ポンプ車の配備 ⑱３台（⑰２台、⑯０台）

◇◇◇◇雨量局等増設雨量局等増設雨量局等増設雨量局等増設やややや土砂災害警戒土砂災害警戒土砂災害警戒土砂災害警戒システムシステムシステムシステムのののの見直見直見直見直しししし等等等等、、、、災害情報伝達災害情報伝達災害情報伝達災害情報伝達システムシステムシステムシステムのののの拡充拡充拡充拡充
・各所属で保有していた各種防災情報を一元管理するシステムを構築し、水防情報伝達システムや土砂災害
警戒システムで収集した雨量、河川水位、ダム情報を「ホームページ」及び「ケータイ県庁」で公開する
情報提供を開始。

・さらに、水防情報伝達システムについて、機器更新及び水位局増設を検討し、調査設計を推進。

４４４４ 食食食食のののの安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの推進推進推進推進

履歴管理制度履歴管理制度履歴管理制度履歴管理制度（（（（トレーサビリティシステムトレーサビリティシステムトレーサビリティシステムトレーサビリティシステム））））等等等等をををを活用活用活用活用したしたしたした消費者重視消費者重視消費者重視消費者重視のののの県産食品県産食品県産食品県産食品のののの認証制度認証制度認証制度認証制度をををを構築構築構築構築するなどするなどするなどするなど、、、、食食食食のののの安全安全安全安全・・・・安心対策安心対策安心対策安心対策をををを総合的総合的総合的総合的にににに推進推進推進推進
しますしますしますします。。。。

１１１１ 食食食食のののの安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの総合的推進総合的推進総合的推進総合的推進 ◇◇◇◇生産生産生産生産からからからから消費消費消費消費にににに至至至至るるるる一貫一貫一貫一貫したしたしたした安全安全安全安全・・・・安心対策安心対策安心対策安心対策のののの総合的推進総合的推進総合的推進総合的推進
「 」 、・生産から消費に至る各分野の県民や有識者により組織した とくしま食の安全・安心県民会議 を開催し

情報や意見の交換（リスクコミュニケーション）を通じて、相互に理解を深めるとともに、県の施策や関
係者の取り組みに反映。
○とくしま食の安全・安心県民会議 ⑱４回開催（⑰４回、⑯４回）
地域版食の安全・安心県民会議 ⑱１回開催（⑰２回）

○食の安全・安心県民会議延べ参加者数（累計） ⑱３１２人（⑰２１６人、⑯１００人）

◇◇◇◇徳島県食徳島県食徳島県食徳島県食のののの安全安心推進条例安全安心推進条例安全安心推進条例安全安心推進条例のののの制定制定制定制定
・食の安全・安心の推進に向けた県の姿勢や施策の基本的な方向性を明確にするため 「徳島県食の安全安、
心推進条例」を、平成１７年１２月に制定。

・条例の施行にあたり、リーフレット等を作成し、消費者や食品関連事業者が組織する関係団体等に配布す
るとともに、条例説明会の開催、県の広報媒体やホームページなどにより周知。

◇◇◇◇「「「「食食食食のののの知知知知」」」」向上人材育成事業向上人材育成事業向上人材育成事業向上人材育成事業のののの展開展開展開展開
・条例の理念に基づき、食品に対する県民の信頼感をより確かなものとし、県民自らが知識を習得、判断す
る能力である「食の知」を高める事業として「食の安全・安心カレッジ 「食のあんあん（安全・安心）」、
キッズカレッジ」等を実施。
○食の安全・安心カレッジ等の開催回数 ⑱４回
○「食の知」向上人材育成事業への参加者数（累計） ⑱１５２人
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２２２２ 食育食育食育食育のののの総合的推進総合的推進総合的推進総合的推進 ◇◇◇◇徳島県食育推進計画徳島県食育推進計画徳島県食育推進計画徳島県食育推進計画のののの策定策定策定策定
・｢食育｣を総合的かつ計画的に推進するため、平成１８年度に、とくしま食の安全・安心県民会議及び徳島
県食の安全・安心推進会議、パブリックコメトによる県民意見の募集などにより検討を行い、平成１９年
１月に「徳島県食育推進計画」を策定。

３３３３ 安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心なななな農畜水産物農畜水産物農畜水産物農畜水産物のののの供給供給供給供給 ◇◇◇◇消費者消費者消費者消費者がががが安心安心安心安心してしてしてして農産物農産物農産物農産物をををを購入購入購入購入できるできるできるできる農産物供給体制農産物供給体制農産物供給体制農産物供給体制のののの構築構築構築構築
・生産履歴管理システムを活用した本県独自の「とくしま安 農産物」認証制度を創設し、平成１６年８月２

より運用を開始。
、 、 、・平成１６年度は６件認定・登録し 平成１７年度は新規認定７件 平成１８年度は新規認定２１件を行い

主に京阪神等の市場を中心に認証マークを添付し、出荷している。
・認定・登録内容について、県のホームページで公開するとともに、制度紹介パンフレット等を作成して制
度の普及を推進。

・とくしま安 農産物の認定産地における安全管理手法の公開と消費者との意見交換会を開催。２

○とくしま安 農産物認証件数（累計） ⑱３４件（⑰１３件、⑯６件）２

◇◇◇◇家畜家畜家畜家畜のののの個体履歴情報個体履歴情報個体履歴情報個体履歴情報をををを消費者消費者消費者消費者にににに伝達伝達伝達伝達するためのするためのするためのするための個体識別個体識別個体識別個体識別システムシステムシステムシステムのののの構築構築構築構築
・畜産物に対する消費者の信頼の確保と畜産ブランドの確立を推進するため、生産履歴等を消費者に伝達す
る「牛の個体情報システム」及び「阿波尾鶏の生産者情報システム」を平成１６年度までに構築するとと
もに、平成１７年度には「徳島新鮮たまご生産情報公開システム」を構築。
○個体識別対象とする家畜の種類数（累計） ⑱３種類（⑰３種類、⑯２種類）

◇◇◇◇安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心なななな畜産物畜産物畜産物畜産物をををを供給供給供給供給するためのするためのするためのするための機械機械機械機械・・・・施設整備施設整備施設整備施設整備
・安全で衛生的な家畜畜産物の生産、家畜排せつ物の適正な処理による高品質な堆肥生産、消費者から信頼
される畜産物の流通・加工を確保するための機械・施設の整備を促進。
○機械・施設整備箇所数（累計） ⑱１８箇所（⑰１３箇所、⑯９箇所）

◇◇◇◇牛牛牛牛ののののＢＳＥＢＳＥＢＳＥＢＳＥ全頭検査全頭検査全頭検査全頭検査のののの実施実施実施実施
・食肉処理されるすべての牛について、と畜検査とＢＳＥ検査を行い、食肉の安全を確保。

○平成１９年３月３１日現在６６ ９８８頭を検査，
本県からはＢＳＥの発生は認められなかった。

◇◇◇◇農薬適正使用農薬適正使用農薬適正使用農薬適正使用のののの啓発及啓発及啓発及啓発及びびびび無登録農薬流通無登録農薬流通無登録農薬流通無登録農薬流通・・・・使用使用使用使用のののの監視監視監視監視
・農薬使用者等に対して、農薬の適正使用に関する啓発を実施するとともに、無登録農薬流通・使用の監視
の強化を図るため、農薬管理指導士及び農薬適正使用アドバイザーの認定研修を実施。
○農薬管理指導士認定数 ⑱３０１人（⑰２８３人、⑯２８６人）
○農薬適正使用アドバイザー認定数 ⑱７５９人（⑰５５４人、⑯４０７人）
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◇◇◇◇安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のためののためののためののための新新新新しいしいしいしい技術技術技術技術のののの開発開発開発開発
・安全・安心な農畜産物提供のために必要な化学農薬使用低減技術、ＤＮＡ解析による食肉識別技術の確立
を推進。
〇天敵を中心とする総合防除技術の現地実証試験を実施
〇カンキツ施設栽培における耕種的安定着花技術の確立
〇阿波畜産ブランドの食肉識別技術の確立に向け識別可能なＤＮＡマーカーを検索
○安全・安心のための新しい技術開発数

⑱２件：天敵イチゴ・トマト、カンキツ（ハウスすだち （⑰０件、⑯０件））

◇◇◇◇家畜伝染病発生時家畜伝染病発生時家畜伝染病発生時家畜伝染病発生時のののの総合的総合的総合的総合的なななな防疫措置防疫措置防疫措置防疫措置、、、、危機管理体制危機管理体制危機管理体制危機管理体制のののの整備整備整備整備
・県内で高病原性鳥インフルエンザ等悪性の家畜伝染病の発生があった場合、迅速かつ的確な防疫措置を総
合的に実施するため、防疫マップ（電子地図）を作成。また、防疫マニュアルに基づく防疫演習を毎年開
催。
○防疫マップシステムを構築、全畜産農家情報の入力を完了
○メール配信型連絡確認システムの構築

４４４４ 食品表示食品表示食品表示食品表示のののの適正化適正化適正化適正化 ◇◇◇◇食品表示食品表示食品表示食品表示のののの適正化適正化適正化適正化にににに向向向向けたけたけたけた指導体制整備指導体制整備指導体制整備指導体制整備、、、、消費者消費者消費者消費者とととと食品関係事業者食品関係事業者食品関係事業者食品関係事業者のののの交流交流交流交流のののの促進促進促進促進
・食品表示の適正化のため、食品表示に関する連絡会の開催 「食品表示ＨＯＴライン」による情報収集と、
適正表示指導 「食品表示ウォッチャー」による表示モニタリングの実施、食品表示説明会の開催、啓発、
パンフレットの作成配布、県内のスーパーや小売業者等に対する「食品表示適正化推進員」養成のための
研修会の開催等を実施。
○適正表示率 ⑱９３ ７％（⑰９２ ４％、⑯９０ ９％）． ． ．
○県内のスーパーや小売業者に食品表示適正化推進員２０６人（累計）を育成

５５５５ 食品食品食品食品のののの監視指導監視指導監視指導監視指導のののの充実強化充実強化充実強化充実強化 ◇◇◇◇食品衛生監視指導計画食品衛生監視指導計画食品衛生監視指導計画食品衛生監視指導計画にににに基基基基づくづくづくづく監視指導監視指導監視指導監視指導のののの充実強化充実強化充実強化充実強化
・平成１６年度から、食品衛生法により毎年各都道府県で策定することとされている「徳島県食品衛生監視
指導計画」に基づき、食品の製造から販売までの各段階において、より重点的かつ効果的な監視指導を行
い、食の安全確保を推進。

５５５５ とくしまとくしまとくしまとくしま安心安心安心安心ライフライフライフライフのののの実現実現実現実現

、 、 。、 、 。、 、 。、 、 。救命救急体制救命救急体制救命救急体制救命救急体制のののの整備整備整備整備などなどなどなど安全安全安全安全でででで信頼信頼信頼信頼されるされるされるされる質質質質のののの高高高高いいいい医療医療医療医療のののの確保確保確保確保やややや 消費者被害対策消費者被害対策消費者被害対策消費者被害対策のののの充実充実充実充実など みんながなど みんながなど みんながなど みんなが安心安心安心安心してしてしてして暮暮暮暮らせるらせるらせるらせる生活生活生活生活のののの実現実現実現実現をををを目指目指目指目指しますしますしますします

１１１１ 救命救急医療体制救命救急医療体制救命救急医療体制救命救急医療体制のののの充実充実充実充実 ◇◇◇◇救命救急救命救急救命救急救命救急センターセンターセンターセンターのののの一層一層一層一層のののの充実充実充実充実
・県西部地域における救急医療の充実を図るため、県立三好病院において、平成１６年度に、専用病床１０
床（ＩＣＵ４床、ＨＣＵ６床）を有する「新型救命救急センター」の工事に着工。平成１７年８月に同セ
ンターが整備され、その稼働により、県西部地域において、これまで以上に多様な症例の救急患者の対応
が可能となった。
○救命救急センターの整備 ⑱３病院（⑰３病院、⑯２病院）



- 42 -

◇◇◇◇小児救急医療体制小児救急医療体制小児救急医療体制小児救急医療体制のののの充実充実充実充実
・県下の小児救急医療体制を支える各輪番病院の運営を市町村と一体となって補助・支援するとともに、小
児救急拠点病院としての徳島赤十字病院の運営を補助。
○小児救急医療拠点病院の整備 ⑱１病院（⑰１病院、⑯１病院）

、 （ ） 。・小児救急医療体制パンフレットの作成 配布及びホームページ 医療とくしま により県民へ制度を周知

２２２２ 周産期医療体制周産期医療体制周産期医療体制周産期医療体制のののの整備整備整備整備 ◇◇◇◇周産期医療体制周産期医療体制周産期医療体制周産期医療体制のののの整備整備整備整備
・平成１６年１２月に徳島大学病院を「総合周産期母子医療センター」に指定するとともに、徳島県周産期
医療協議会を設置。

・平成１７～１８年度は、同センターを中心に各周産期医療機関の連携を図るとともに、高度専門的な医療
を効果的に提供する周産期医療体制の整備を推進するため、ハイリスク妊産婦・新生児医療や情報ネット
ワーク等について調査・研究を推進。
○乳児死亡率（千人当たり） ⑰ ３ ０ 人（⑯３ １人）． ．

３３３３ 安全安全安全安全でででで安心安心安心安心できるできるできるできる医療医療医療医療のののの提供提供提供提供 ◇◇◇◇医療医療医療医療にににに関関関関するするするする苦情苦情苦情苦情・・・・相談相談相談相談をををを受受受受けけけけ付付付付けるけるけるける窓口窓口窓口窓口のののの設置設置設置設置
・行政が中立的な立場で県民と医療機関の間に立ち、両者の相互理解を深めるため、医療政策課及び各保健
所に平成１５年から設置している医療相談窓口における相談事業を継続実施。
○行政の医療相談窓口における相談者のうち「納得」した割合

⑱６５ ４％（⑰５６ ７％、⑯４３ ２％）． ． ．

◇◇◇◇地域医療地域医療地域医療地域医療をををを担担担担うううう医師医師医師医師のののの養成養成養成養成・・・・確保確保確保確保
・既存の「へき地医療支援機構」を改組し、医師の地域偏在への対策に加え、中長期的な視点に立った医師
養成・確保対策を推進するため、平成１８年２月に「地域医療支援機構」を設置。また、機構内に「地域
医療支援事業検討委員会」を設け、具体的な事業検討を実施。

・平成１８年度においては、新たな医師確保対策事業として、医師修学資金貸与事業、医学部生の夏期地域
医療研修、臨床研修病院合同説明会を実施。

４４４４ 消費者自立支援消費者自立支援消費者自立支援消費者自立支援のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇消費者保護条例消費者保護条例消費者保護条例消費者保護条例のののの見直見直見直見直しししし
・消費者基本法を踏まえ ２１世紀にふさわしい消費者保護条例への見直しを行うため 平成１６年度に 徳、 、 「
島県消費者保護条例 を廃止し 徳島県消費者の利益の擁護及び増進のための基本政策に関する条例 消」 、「 」（

） 。 、 、 、費者基本条例 を制定 また 消費生活全般にわたる苦情及び問合わせに対して 適切かつ迅速に処理し
相談者の信頼を得るよう努めた。
○県消費者情報センター苦情等相談件数 ⑱７１９４件（⑰７ ３５９件、⑯１２ １２５件）, ， ，

◇◇◇◇消費者基本計画消費者基本計画消費者基本計画消費者基本計画のののの策定策定策定策定
・ 徳島県消費者の利益の擁護及び増進のための基本政策に関する条例」に基づき、消費生活審議会への諮「
問などを経て、平成１７年度に「消費者基本計画」を策定。

◇◇◇◇くらしのくらしのくらしのくらしのサポーターサポーターサポーターサポーターのののの登録登録登録登録とととと活動支援活動支援活動支援活動支援
・ 消費者基本計画」に基づき、平成１８年度から県立消費生活センターの機能を拡充して「県消費者情報「
センター」を設置するとともに、センターと地域の消費者をつなぎ、消費者に役立つ情報を広めたり、地
域の情報やニーズをセンターに取り次ぐ「くらしのサポーター」の登録と活動支援を実施。
○「くらしのサポーター」のうち、月１回程度は活動する者の人数 ⑱３４人（⑰０人）
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５５５５ 県立中央病院県立中央病院県立中央病院県立中央病院のののの改築改築改築改築 ◇◇◇◇県立中央病院県立中央病院県立中央病院県立中央病院のののの改築事業改築事業改築事業改築事業のののの推進推進推進推進
・平成１７年度に、県立中央病院と徳島大学病院の間の交流を深め、県内医療の拠点化を図る「総合メディ
カルゾーン」の構築について本格的な協議を開始。また、県立中央病院改築について、基本設計に係るプ
ロポーザル審査委員会の意見を得て委託業者を決定し、改築のための基本設計に着手。

・平成１８年度に 「総合メディカルゾーンの効率的な運営」を目指した施設・設備の建設と運営に関して、
合意を得た。また、仮駐車場の整備を完了し、引き続き埋蔵文化財の調査に着手するとともに、基本設計
を完了し、引き続き実施設計に着手。

６６６６ 健康健康健康健康とくしまのとくしまのとくしまのとくしまの実現実現実現実現

子子子子どものどものどものどもの時時時時からのからのからのからの健康支援健康支援健康支援健康支援やややや生活習慣病生活習慣病生活習慣病生活習慣病のののの予防予防予防予防、、、、感染症対策感染症対策感染症対策感染症対策のののの充実等充実等充実等充実等をををを図図図図りりりり、、、、県民一人県民一人県民一人県民一人ひとりがひとりがひとりがひとりが健健健健やかでやかでやかでやかで心豊心豊心豊心豊かにかにかにかに生活生活生活生活できるようできるようできるようできるよう、、、、健康健康健康健康づくりをづくりをづくりをづくりを
推進推進推進推進しますしますしますします。。。。

１１１１ 健康健康健康健康づくりのづくりのづくりのづくりの啓発啓発啓発啓発 ◇◇◇◇県民総県民総県民総県民総ぐるみのぐるみのぐるみのぐるみの健康健康健康健康づくりづくりづくりづくり運動運動運動運動のののの推進推進推進推進
・健康づくり県民運動の展開と県民一人ひとりが健康づくりの主役となる環境を整備するため 「みんなで、

」 。 「 」つくろう！健康とくしま県民会議 を平成１８年１月に設立 健康づくりの取り組みの サポートツール
として 「阿波踊り体操」や「ヘルシー阿波レシピ」を制作。、

・構成員等の健康づくりに積極的に取り組む団体の募集 「健康とくしま応援団」として、ヘルシーメニュ、
ーの提供、施設の禁煙・分煙等、県民の主体的な健康づくりのサポート等を行う事業者などの募集等によ
り、県民の健康づくりが推進できる環境を整備。

、 、・地域保健と職域保健の広域的な連携を図り 継続的な健康管理に関する支援体制を整備することを目的に
「地域・職域連携推進協議会」を平成１８年度に設置。
○健康とくしま応援団への加入数（累計） ⑱２９７事業所（⑰２７事業所）

◇◇◇◇糖尿病予防糖尿病予防糖尿病予防糖尿病予防・・・・早期治療早期治療早期治療早期治療、、、、喫煙喫煙喫煙喫煙によるによるによるによる健康被害健康被害健康被害健康被害のののの防止防止防止防止
・糖尿病対策事業として専門家による糖尿病対策班会議を開催するとともに、県民を対象とした生活習慣改
善に関する講演会 「糖尿病緊急事態」宣言ポスターを県内関係機関に配布・掲示、糖尿病診療の早期介、
入マニュアルの作成など普及啓発を推進。

・県医師会、県歯科医師会、県栄養士会と連携し 「健康を考える県民のつどい」において糖尿病をテーマ、
に講演会等を開催するとともに、早期治療対策として医療従事者の研修会を開催。

・また、喫煙に対する取組として、保健所における禁煙サポートの実施、学校や事業所に対する出前講座等
を毎年実施したほか、禁煙をテーマにしたシンポジウムを開催するなど啓発を推進。
○禁煙サポート実施医療機関 ⑱１９％（⑰２０％）
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２２２２ 子子子子どものどものどものどもの健康支援健康支援健康支援健康支援 ◇◇◇◇児童虐待児童虐待児童虐待児童虐待のののの予防予防予防予防、、、、思春期保健対策思春期保健対策思春期保健対策思春期保健対策などなどなどなど子子子子どものどものどものどもの心身心身心身心身のののの健健健健やかなやかなやかなやかな成長成長成長成長のののの支援支援支援支援
・ 健やか親子ヘルスアップ事業」として 「虐待予防の視点を持った乳幼児健診 「周産期における医療と「 、 」、
保健・福祉が連携した子育て支援」について、手引き書に基づき、保健所、市町村と協同のもと、従来の

、 、 、 、乳幼児健診に虐待予防の視点を取り入れるよう支援し また 医療と保健・福祉の連携のもと 養育困難
育児支援の必要な親子を早期発見し支援できる体制を整備。
○児童虐待予防の研修会、事例検討会等実施 ⑱６保健所（⑰６保健所、⑯６保健所）
思春期保健対策の研修会等実施 ⑱５保健所（⑰５保健所、⑯５保健所）
アレルギー対策の調査・相談等実施 ⑱４保健所（⑰４保健所、⑯４保健所）

○虐待予防の視点を持った乳幼児健診を実施している市町村数
⑱２３／２４市町村（⑰２１／２４市町村、⑯２３／３８市町村）

３３３３ 歯科保健歯科保健歯科保健歯科保健のののの充実充実充実充実 ◇◇◇◇乳幼児乳幼児乳幼児乳幼児のむしのむしのむしのむし歯予防歯予防歯予防歯予防とととと妊婦妊婦妊婦妊婦のののの歯周疾患歯周疾患歯周疾患歯周疾患のののの改善改善改善改善
・ ８０２０運動推進特別事業」等において、むし歯予防効果が期待できる１歳６か月、３歳児歯科健診受「

、 、 、診者に対するフッ化物塗布 妊婦を対象に健診費用を無料とした妊婦歯科健診事業 フッ化物塗布の推進
歯周病、介護・口腔ケアに関する啓発事業を推進するとともに、歯周疾患に関する啓発を図るため 「健、
康を考える県民のつどい」において歯周病をテーマにした講演会、糖尿病悪化と相関関係があるという観
点からの歯周病予防啓発を実施。

・歯科保健に従事する者の資質向上を図るため、歯科保健従事者の研修を毎年実施するとともに、保健所が
中心となり歯科保健に関する正確な情報を提供。
○３歳児の一人平均う歯数 ⑱１．４本（⑰１．４本、⑯１．７本）

４４４４ 感染症対策感染症対策感染症対策感染症対策のののの充実強化充実強化充実強化充実強化 ◇◇◇◇感染症感染症感染症感染症のまんのまんのまんのまん延延延延のののの防止防止防止防止
・感染症のまん延を防止するため、感染症発生動向調査をもとに感染症の発生状況を早期に把握・分析し、
地域に情報発信を行うとともに、ホームページ等でも、感染症の予防と拡大防止に関する注意喚起をはじ
めとする広報を実施。

・平成１７年度は、新型インフルエンザに対応したマニュアルの策定と研修会、高病原性鳥インフルエンザ
に対応した研修会、訓練などの感染症対策を実施。

・平成１８年度には、新型インフルエンザ対策として、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を開始するとと
もに、感染症対策の備品類の整備、国と合同の訓練等を実施。

５５５５ 地域地域地域地域リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション支援体制支援体制支援体制支援体制のののの ◇◇◇◇高齢者等高齢者等高齢者等高齢者等のののの状況状況状況状況にににに応応応応じたじたじたじたリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション提供体制提供体制提供体制提供体制のののの整備整備整備整備
・高齢者等の様々な状況に応じたリハビリテーション事業が、適切かつ円滑に提供される体制の整備を図る整備整備整備整備
ため、地域リハビリテーション連携指針に基づき、県内に６圏域ある保健医療圏ごとに地域リハビリテー
ション広域支援センターを１箇所ずつ指定するなど体制を整備。

・各地域センターにおいて、リハビリテーション施設の共同利用、従事者に対する指導、研修、相談等を実
施するなど支援体制を充実。
○県リハビリテーション支援センターの指定 徳島大学病院
○地域リハビリテーション広域支援センター指定数 ⑱６箇所（⑰６箇所、⑯３箇所）
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６６６６ 薬用植物薬用植物薬用植物薬用植物のののの活用活用活用活用によるによるによるによる健康増進健康増進健康増進健康増進 ◇◇◇◇薬用植物薬用植物薬用植物薬用植物のののの正正正正しいしいしいしい活用活用活用活用のののの知識啓発知識啓発知識啓発知識啓発
・薬草に関する正しい知識の普及啓発、栽培指導等を行うため、総合薬草展を毎年度開催。
・植生・栽培分布図作成のための植生や栽培量調査を県下全ての市町村において実施。
・県下全市町村における植生・栽培量調査結果をもとに啓発用資料を作成し、普及・啓発を推進。

７７７７ アスベストアスベストアスベストアスベストによるによるによるによる被害被害被害被害のののの防止防止防止防止 ◇◇◇◇民間建築物民間建築物民間建築物民間建築物アスベストアスベストアスベストアスベスト調査調査調査調査・・・・除去工事補助事業除去工事補助事業除去工事補助事業除去工事補助事業のののの実施実施実施実施
・民間の建築物所有者が行うアスベスト含有調査や除去工事に対し支援し、アスベストによる住民の健康被
害を未然に防止。
○補助件数 ⑱０件（⑰2件、⑯未実施）

◇◇◇◇アスベストアスベストアスベストアスベストによるによるによるによる被害被害被害被害のののの防止防止防止防止
・アスベスト、ポリ塩化ビフェニル等不適正処理されれば県民に健康上の被害や不安を生じさせる恐れのあ
る廃棄物の適正処理を徹底するため、(社)徳島県産業廃棄物処理協会への委託により、廃棄物処理業者・
排出事業者に対する専門的な講習会を実施。
○アスベスト廃棄物等適正処理講習会受講者 ⑱７３業者（⑰制度なし）

７７７７ 犯罪犯罪犯罪犯罪やややや交通事故交通事故交通事故交通事故のないまちづくりのないまちづくりのないまちづくりのないまちづくり

身近身近身近身近なななな犯罪犯罪犯罪犯罪やややや新新新新たなたなたなたな犯罪犯罪犯罪犯罪へのへのへのへの取取取取りりりり組組組組みのみのみのみの強化強化強化強化、、、、交通安全対策交通安全対策交通安全対策交通安全対策のののの徹底徹底徹底徹底などなどなどなど、、、、安全安全安全安全でででで安心安心安心安心なななな暮暮暮暮らしのらしのらしのらしの実現実現実現実現にににに努努努努めますめますめますめます。。。。

１１１１ 警察機能警察機能警察機能警察機能のののの強化強化強化強化 ◇◇◇◇警察署及警察署及警察署及警察署及びびびび交番交番交番交番・・・・駐在所駐在所駐在所駐在所のののの配置配置配置配置・・・・管轄区域管轄区域管轄区域管轄区域のののの見直見直見直見直しししし、、、、広域自動車警広域自動車警広域自動車警広域自動車警らららら隊隊隊隊のののの拡充拡充拡充拡充
・ ｢警察署及び交番・駐在所の配置と管轄区域の見直し計画」に基づき、平成１７年度から３年計画で交番
・駐在所の配置見直しを推進。平成１７年度は、５警察署管内の８駐在所、平成１８年度は７警察署管内
の１交番１０駐在所、平成１９年度は９警察署管内の１交番１０駐在所の見直しを実施。

・駐在所の配置と管轄区域の見直しにより捻出した人員を広域自動車警ら隊にシフトし、既設の広域自動車
警ら隊本隊に加え、平成１７年４月に南部分駐隊（６名、パトカー１台 、西部分駐隊（６名、パトカー）
１台）を新設。平成１８年４月には警察署のパトカー専務員を増員し、夜間における初動体制と機動力を
強化。

２２２２ 地域地域地域地域ぐるみのぐるみのぐるみのぐるみの自主防犯活動自主防犯活動自主防犯活動自主防犯活動のののの支援支援支援支援 ◇◇◇◇犯罪情報地理分析犯罪情報地理分析犯罪情報地理分析犯罪情報地理分析・・・・提供提供提供提供システムシステムシステムシステムのののの整備整備整備整備、、、、県民県民県民県民のののの自主防犯活動自主防犯活動自主防犯活動自主防犯活動のののの支援支援支援支援
・ 犯罪情報地理分析・提供システム」を平成１８年１月に運用開始し、街頭犯罪や侵入犯罪の発生状況、「
不審者情報を県警ホームページに犯罪情報マップとして掲載。同システムに基づき、犯罪分析による犯罪
発生情報や不審者情報をタイムリーに県民に提供することにより、地域ぐるみの自主防犯活動を支援。

・平成１８年７月から携帯電話の県警ホームページでも不審者情報の提供を開始。
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３３３３ 身近身近身近身近なななな犯罪犯罪犯罪犯罪のののの防止対策防止対策防止対策防止対策 ◇◇◇◇県民県民県民県民にににに身近身近身近身近なななな犯罪等犯罪等犯罪等犯罪等がががが多発多発多発多発するするするする地域地域地域地域をををを対象対象対象対象としたとしたとしたとした集中的集中的集中的集中的なななな犯罪対策犯罪対策犯罪対策犯罪対策のののの実施実施実施実施
・街頭活動の強化として、本部・西部・南部広域自動車警ら隊や各警察署の自動車警ら班による警ら活動を
強化し、街頭犯罪等の検挙に努めた。

・身近な犯罪が多発する地域を指定しての抑止対策として、平成１７年は７警察署（徳島東・徳島西・徳島
北・鳴門・板野・小松島及び阿南の各署）の管内を対象地域として指定し、重点的な犯罪の抑止対策を実
施。平成１８年は、対象地域を県下全域に拡大し、対策を強化。

・関係団体等との協働として、県下各金融機関の代表者による「徳島県金融機関防犯対策会議 、税関、自」
動車関係団体等による「徳島県自動車盗難防止対策協議会」の開催など犯罪類型に応じた街頭犯罪等の抑
止対策を実施。

・学校やボランティア団体を交えた「子どもを犯罪から守る対策会議」を県内警察署で開催するとともに、
同会議と連携した通学路の点検やパトロールを実施。

・犯罪情報地理分析・提供システムにより犯罪情報を提供 （再掲）。
○対象地域（上記７署管内）における街頭犯罪件数（数値は暦年）

⑱２ ８３１件（⑮４ ３４８件） ＜１５年比△１ ５１７件、△３４ ９％＞， ， ， ．
○対象地域（上記７署管内）における侵入窃盗の発生件数（数値は暦年）

⑱３８１件（⑮６５０件） ＜１５年比△２６９件、△４１．４％＞

◇◇◇◇女性女性女性女性やややや子子子子どもをどもをどもをどもを守守守守りりりり、、、、身近身近身近身近なななな街頭犯罪街頭犯罪街頭犯罪街頭犯罪をををを防止防止防止防止するためのするためのするためのするためのスーパースーパースーパースーパー防犯灯防犯灯防犯灯防犯灯のののの整備整備整備整備
・事件事故発生時における迅速・的確な通報体制を確保するとともに、街頭犯罪の抑止と環境浄化を図るた
め、街頭緊急通報装置（スーパー防犯灯）を徳島市内中心部の繁華街等に６基を整備。
○ ⑰ 藍場浜公園及び水際公園に各１基の計２基を設置（平成１７年１２月運用開始）

、 、 （ ）⑱ 紺屋町 栄町 鷹匠町及び両国橋西公園に各１基の計４基を設置 平成１９年４月運用開始

４４４４ 安全安全安全安全でででで安心安心安心安心なまちづくりのなまちづくりのなまちづくりのなまちづくりの推進推進推進推進 ◇◇◇◇徳島安全安心徳島安全安心徳島安全安心徳島安全安心まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり条例条例条例条例（（（（仮称仮称仮称仮称））））のののの制定制定制定制定
・平成１７年度から「徳島安全安心まちづくり条例（仮称）検討会」を設置し、条例内容について検討する
とともに、パブリックコメントを実施し広く県民の意見も得て、平成１８年１０月に「徳島県安全で安心
なまちづくり条例」を制定（平成１９年１月１日施行 。）

５５５５ ハントハントハントハント族対策族対策族対策族対策 ◇◇◇◇迷惑防止条例迷惑防止条例迷惑防止条例迷惑防止条例のののの改正改正改正改正などによるなどによるなどによるなどによるハントハントハントハント族族族族にににに対対対対するするするする取締取締取締取締りりりり強化強化強化強化
・平成１６年６月施行された「徳島県迷惑行為防止条例」のハント族規制の広報を実施し周知徹底を図ると
ともに、毎週末に本部広域自動車警ら隊や徳島東警察署員による恒常的な取締りを実施し、規制対象地域
からハント族を一掃。
○対象地域やその周辺に居住する住民からハント族に係る騒音、迷惑行為等が激減したとの声が寄せら
れている。

６６６６ 車両車両車両車両をををを利用利用利用利用したしたしたした犯罪犯罪犯罪犯罪やややや新新新新たなたなたなたな犯罪犯罪犯罪犯罪へへへへ ◇◇◇◇緊急配備支援緊急配備支援緊急配備支援緊急配備支援システムシステムシステムシステムのののの整備整備整備整備、、、、通信指令通信指令通信指令通信指令システムシステムシステムシステムのののの高度化高度化高度化高度化
・車両利用犯罪の検挙に有効な「緊急配備支援システム」の運用を平成１７年度から開始し、重要事件、ひのののの対策対策対策対策
き逃げ事件等初動警察活動を効率化。
○重傷ひき逃げ事件、コンビニエンスストア対象の広域強盗事件、量販店における強盗致傷事件、広域
車上ねらい事件等の検挙に成果を収めた。

・平成１７年度に、県下に配備している無線機を新型の高性能、多付加機能付きのＡＰＲ（新警察移動シス
テム）無線機に配備更新。新型無線機の配備により、不感地帯が減少したため、広範囲にわたる迅速な無
線通話が実施可能となり警察業務の効率化が推進。平成１８年度に、通信指令システム機能の高度化を図
るため、ソフトウエア開発、ハードウエアの整備を行い 「新通信指令システム」を構築。、
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７７７７ 犯罪被害者犯罪被害者犯罪被害者犯罪被害者へのへのへのへの対応対応対応対応 ◇◇◇◇関係機関関係機関関係機関関係機関・・・・団体団体団体団体とととと連携連携連携連携したしたしたした総合的総合的総合的総合的なななな犯罪被害者犯罪被害者犯罪被害者犯罪被害者へのへのへのへの支援活動支援活動支援活動支援活動のののの展開展開展開展開
・毎年一回、徳島県犯罪被害者支援連絡協議会を開催するとともに、部外講師（平成１８年度はＪＲ西日本
福知山線脱線事故において被害者支援を実施した兵庫県警の担当者）を招いての特別講演を開催し、協議
会会員相互の連携強化と更なる意識啓発に努めた。
○犯罪被害者支援連絡協議会（県及び各警察署単位で設置）の開催回数 ⑱５回（⑰６回、⑯１１回）

・協議会会員との共催による街頭キャンペーンを実施したほか、人権啓発フェスティバルにおいて被害者対
策広報用パンフレットを配布するなど、被害相談窓口の利用を促進。
○犯罪被害者相談所・相談受理件数（括弧内は犯罪被害者支援ネットワークと連携して対応したもの・
内数） ⑱１２７件（１４件 、⑰１２９件（５件 、⑯１２４件（８件）） ）

８８８８ 交通交通交通交通ルールルールルールルール遵守遵守遵守遵守ととととマナーマナーマナーマナーのののの向上向上向上向上 ◇◇◇◇シートベルトシートベルトシートベルトシートベルト着用推進着用推進着用推進着用推進などなどなどなど県民県民県民県民のののの交通交通交通交通マナーマナーマナーマナーのののの向上向上向上向上のののの推進推進推進推進
・交通死亡事故の抑止を図るため 「交通マナーアップ運動」を年間重点として、交差点マナー、早めのラ、
イト点灯等の広報啓発活動を実施するとともに、７月・８月の２ヶ月間「シートベルト・チャイルドシー
ト着用推進県民運動」を実施したほか、各季の交通安全運動においてラジオ、新聞による広報、交通機関
団体等による街頭キャンペーン等を展開。

「 」 、 、・平成１８年度においては シートベルト等着用推進県民運動 と併せて ７月から１０月までの４ヶ月間
、 、 「 」シートベルトの着用率調査 広報 取締りによる シートベルト着用率向上のためのステップアップ作戦

を実施するなど、交通マナーの向上とシートベルト等の着用率向上に向けた広報、啓発活動を実施。
○シートベルトの着用率 ⑱９３ ８％（⑰８８ ８％、⑯８８ ５％）． ． ．
○チャイルドシートの使用率 ⑱５０ ５％（⑰５９ ５％、⑯５７ ０％）． ． ．
○平成１８年中の交通事故死者は６３人と過去３番目に少なく、交通事故件数も平成１５年比で８９件
減少

９９９９ 交通安全施設交通安全施設交通安全施設交通安全施設のののの整備整備整備整備 ◇◇◇◇「「「「あんしんあんしんあんしんあんしん歩行歩行歩行歩行エリアエリアエリアエリア」」」」のののの指定指定指定指定によるによるによるによる交通安全施設交通安全施設交通安全施設交通安全施設のののの重点的整備重点的整備重点的整備重点的整備、、、、交通規制交通規制交通規制交通規制のののの見直見直見直見直しししし
・交通規制の見直し、交通信号機の新設及び改良、道路標識の高輝度化などエリア内の交通事故抑止対策を
推進。

（ ） （ 、○あんしん歩行エリアの事業実施箇所数 累計 ５箇所 ⑱徳島市前川地区・小松島市日赤周辺地区
⑰吉野川市鴨島地区、⑯徳島市富田地区、⑮１箇所）

○県内の交通事故死者数（数値は暦年） ⑱６３人（平成６～１５年１０年間の平均８３ ２人）．

◇◇◇◇車両用車両用車両用車両用ＬＥＤＬＥＤＬＥＤＬＥＤ式信号灯器式信号灯器式信号灯器式信号灯器のののの整備整備整備整備
・既存車両用電球式信号灯器のうち、約２００灯～４００灯をＬＥＤ式に換装。

○車両用信号灯器のうちＬＥＤ式信号灯器の割合 ⑱２２％（⑰１７％、⑯１４％）
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基本目標基本目標基本目標基本目標５５５５「「「「いやしのいやしのいやしのいやしの国国国国とくしまとくしまとくしまとくしま」」」」のののの実現実現実現実現

重点施策及重点施策及重点施策及重点施策及びびびび主要事業 平成主要事業 平成主要事業 平成主要事業 平成１６１６１６１６年度年度年度年度～～～～平成平成平成平成１８１８１８１８年度年度年度年度のののの取組状況取組状況取組状況取組状況

１１１１ いやしのいやしのいやしのいやしの国国国国とくしまのとくしまのとくしまのとくしまの体制体制体制体制づくりづくりづくりづくり

すべてのすべてのすべてのすべての県民県民県民県民がのびのびとがのびのびとがのびのびとがのびのびと心豊心豊心豊心豊かにかにかにかに生活生活生活生活をををを送送送送れれれれ、、、、心心心心がいやされるとくしまをがいやされるとくしまをがいやされるとくしまをがいやされるとくしまを実現実現実現実現するためするためするためするため、、、、基本的基本的基本的基本的なななな取取取取りりりり組組組組みをみをみをみを示示示示すとともにすとともにすとともにすとともに、、、、そのそのそのその着実着実着実着実なななな推進推進推進推進をををを
図図図図りますりますりますります。。。。

１１１１ 教育教育教育教育のののの振興振興振興振興 ◇◇◇◇「「「「徳島県教育振興基本構想徳島県教育振興基本構想徳島県教育振興基本構想徳島県教育振興基本構想」」」」のののの着実着実着実着実なななな推進推進推進推進
・ 徳島県教育振興基本構想」の基本目標である「豊かな心を育み、生涯にわたる「学び」を実現する教育「
の創造」を実現するため、構想に掲げる重点施策を着実に推進。

２２２２ 青少年青少年青少年青少年のののの育成育成育成育成 ◇◇◇◇「「「「とくしまとくしまとくしまとくしま青少年青少年青少年青少年プランプランプランプラン２１２１２１２１」」」」のののの着実着実着実着実なななな推進推進推進推進
・青少年自身の課題及びそれを取り巻く人々の役割や協力関係を明らかにした青少年施策の基本方針である
「とくしま青少年プラン２１」について、広報媒体の活用など様々な機会を通じ、着実に推進。

◇◇◇◇青少年青少年青少年青少年のののの健全育成健全育成健全育成健全育成のためにのためにのためにのために必要必要必要必要なななな調査調査調査調査・・・・審議等審議等審議等審議等
・ 徳島県青少年保護育成審議会」を中心に、青少年の健全な育成のために必要な調査、審議を行うととも「
に、関係機関との連絡調整を図った。

・平成１７年度には、夜間の連れ出し規制や有害図書類の包括指定制度の導入、インターネットの利用に関
する努力義務規定を設けるなど条例を改正。

・平成１８年度には、条例の名称を「徳島県青少年保護育成条例」から「徳島県青少年健全育成条例」へと
変更し、青少年の健全な育成に関する基本理念や県等の責務を明らかにするなど条例を改正。

３３３３ 文化文化文化文化・・・・芸術芸術芸術芸術のののの振興振興振興振興 ◇◇◇◇文化振興文化振興文化振興文化振興のののの基本理念基本理念基本理念基本理念やややや方向性方向性方向性方向性などをなどをなどをなどを示示示示すすすす条例条例条例条例のののの制定制定制定制定
・平成１６年度に、条例検討委員会を２回開催するとともに、パブリックコメントを実施し、平成１７年３
月に「徳島県文化振興条例」を制定（平成１７年４月１日施行 。）

・平成１７年度は、制定条例の普及啓発に取り組むとともに、条例第７条に基づき、平成１８年３月に「文
化振興基本方針」を策定。

４４４４ スポーツスポーツスポーツスポーツのののの振興振興振興振興 ◇◇◇◇「「「「徳島県徳島県徳島県徳島県スポーツスポーツスポーツスポーツ振興基本計画振興基本計画振興基本計画振興基本計画」」」」にににに基基基基づくづくづくづくスポーツスポーツスポーツスポーツ振興振興振興振興
「 」、「 」、「 」・徳島県スポーツ振興基本計画に掲げた 生涯スポーツ 競技スポーツ 学校における体育・スポーツ

の３つの分野の振興を図るための施策を着実に推進。
・徳島県スポーツ振興審議会を毎年開催し、基本計画の進捗状況について上記３分野を協議事項として審議
を実施。
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２２２２ とくしまとくしまとくしまとくしま子子子子どものびのびどものびのびどものびのびどものびのびプランプランプランプランのののの展開展開展開展開

少人数学級少人数学級少人数学級少人数学級をををを全県全県全県全県でででで実現実現実現実現するなどするなどするなどするなど、、、、将来将来将来将来のとくしまをのとくしまをのとくしまをのとくしまを担担担担うううう子子子子どもたちがどもたちがどもたちがどもたちが、、、、それぞれのそれぞれのそれぞれのそれぞれの個性個性個性個性をををを尊重尊重尊重尊重されされされされ、、、、ゆとりをゆとりをゆとりをゆとりを持持持持ってってってって学習学習学習学習できるできるできるできる環境環境環境環境づくりにづくりにづくりにづくりに
努努努努めますめますめますめます。。。。

１１１１ きめきめきめきめ細細細細かなかなかなかな指導体制指導体制指導体制指導体制のののの整備整備整備整備 ◇◇◇◇小学校小学校小学校小学校１１１１・・・・２２２２年生年生年生年生へのへのへのへの３５３５３５３５人学級人学級人学級人学級のののの導入導入導入導入
＜平成１６年度の状況＞
・小学校１年生における３５人学級の導入 （単学級も含む）。

○２６校２６学級に導入
・小学校２年生のうち学年２学級以上の学校における３５人学級の導入。

○１０校１０学級に導入

＜平成１７年度・１８年度の状況＞
・すべての小学校１・２年生を対象として３５人学級を導入。

○小学校１年生 ⑰１９校１９学級に導入、⑱１８校１８学級に導入
○小学校２年生 ⑰２４校２４学級に導入、⑱２５校２５学級に導入

◇◇◇◇小小小小・・・・中学校中学校中学校中学校のののの学年等学年等学年等学年等のののの特性特性特性特性にににに応応応応じたじたじたじた指導指導指導指導のためののためののためののための教員配置教員配置教員配置教員配置
＜平成１６年度の状況＞
・２７人以上の学級を有するすべての小・中学校を対象として追加教員を配置。

○小学校 １２６校１９８名を配置
○中学校 ７２校１３１名を配置

＜平成１７年度・１８年度の状況＞
・２５人以上の学級を有するすべての小・中学校を対象として追加教員を配置。

○小学校 ⑰１１６校１８４名を配置、⑱１１３校１７４名を配置
○中学校 ⑰ ７４校１３３名を配置、⑱７０校１２７名を配置

◇◇◇◇中学校中学校中学校中学校へのへのへのへのスクールカウンセラースクールカウンセラースクールカウンセラースクールカウンセラーのののの計画的配置計画的配置計画的配置計画的配置
・不登校児童・生徒への相談体制を強化するため、中学校にスクールカウンセラーを計画的に配置。
・平成１７年度には６学級以上の全中学校についてスクールカウンセラーを配置。

○スクールカウンセラー配置中学校数 ⑱５６校（⑰５６校、⑯４０校）

◇◇◇◇小中一貫教育小中一貫教育小中一貫教育小中一貫教育パイオニアパイオニアパイオニアパイオニア事業事業事業事業のののの推進推進推進推進
・平成１８年度から、小中学校のよりスムーズな接続と学力向上を図るため、小中一貫教育についての研究
を推進。
○小中一貫教育モデル地域指定 ⑱３地域（阿南市、佐那河内村、つるぎ町）
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◇◇◇◇特別支援教育特別支援教育特別支援教育特別支援教育コーディネーターコーディネーターコーディネーターコーディネーター養成研修養成研修養成研修養成研修のののの実施実施実施実施
・障害のある幼児・児童生徒一人ひとりに対応した教育的支援を推進するため、専門家との連絡調整等を行
う「特別支援教育コーディネーター」をすべての公立幼・小・中・高・盲・聾・養護学校で指名し、研修
を実施。
○研修受講人数 ⑱５５６人（⑰５６０人 ⑯４５６人）
○特別支援教育コーディネーター配置校の割合

⑰から幼稚園、小学校、中学校、高等学校、盲・聾・養護学校すべて１００％
（⑯幼稚園、小学校、中学校、盲・聾・養護学校は１００％）

◇◇◇◇盲学校盲学校盲学校盲学校・・・・聾学校整備基本構想聾学校整備基本構想聾学校整備基本構想聾学校整備基本構想のののの策定策定策定策定
・平成１７年度に、全国の盲学校・聾学校における設置学科の調査、学科設置に関する関係者意向調査、本
県盲学校・聾学校における設置学科及び教育課程の検討、同一敷地内に盲学校・聾学校を併置している全
国の学校についての情報収集等を踏まえ、新しい学校のめざす姿や空間づくりの考え方をまとめた「盲学
校・聾学校整備基本構想」を策定。

・基本構想については、よりよい学校施設整備のため、今後の基本設計に反映させる。

◇◇◇◇特別支援教育特別支援教育特別支援教育特別支援教育のののの在在在在りりりり方方方方についてのについてのについてのについての報告書報告書報告書報告書のののの策定策定策定策定
・平成１８年度に、有識者等による「特別支援教育の在り方検討委員会」を設置して、①幼・小・中・高等
学校における特別な支援を必要とする幼児・児童生徒への教育の在り方、②盲・聾・養護学校から特別支
援学校への転換と適正配置、③教職員の専門性向上の方策の３点から、本県における特別支援教育の在り
方について審議し 「特別支援教育の在り方検討委員会報告書」を策定。、

◇◇◇◇「「「「発達障害総合支援発達障害総合支援発達障害総合支援発達障害総合支援ゾーンゾーンゾーンゾーン」」」」高等養護部門基本構想高等養護部門基本構想高等養護部門基本構想高等養護部門基本構想のののの策定策定策定策定
・平成１８年度に 「発達障害総合支援ゾーン」において、発達障害者支援センターをはじめとする福祉・、
医療・労働等と連携し、病弱等を伴う発達障害等の生徒に対して教育的支援を行う、新しい形の高等養護
部門の整備に向けた基本構想を策定。

２２２２ 中高一貫教育中高一貫教育中高一貫教育中高一貫教育のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇中高一貫教育校中高一貫教育校中高一貫教育校中高一貫教育校のののの設置設置設置設置
・平成１６年４月、本県で公立初の併設型中高一貫教育校となる「県立城ノ内中学校・高等学校」を開校。
・平成１７年度は、県立川島中学校の新校舎建設や既存校舎改修を行うなど、県立川島中学校・高等学校の
開校に向けた諸準備を進めた。

、 「 」 。・平成１８年４月 本県で公立２校目の併設型中高一貫教育校となる 県立川島中学校・高等学校 を開校
○併設型中高一貫教育校の設置 ⑱２校（県立城ノ内中学校・高等学校、県立川島中学校・高等学校）
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３３３３ 個性豊個性豊個性豊個性豊かなかなかなかな教育教育教育教育のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇一芸入試一芸入試一芸入試一芸入試のののの考考考考ええええ方方方方をををを取取取取りりりり入入入入れたれたれたれた高校入試制度高校入試制度高校入試制度高校入試制度のののの推進推進推進推進
・平成１６年度高校入試より、前期・後期選抜を導入、受験機会の複数化を図る。
・前期選抜では、各高校独自入試を実施。生徒の個性や能力・適性、意欲、努力の成果などについて、優れ
た面や長所を積極的に評価するために、自己表現や実技検査などを用いるなど、いわゆる一芸入試の考え
方を導入。

・平成１９年度高校入試から前期選抜に競技力向上スポーツ指定校の出願要件を新設し、広く県下全域から
スポーツ優秀選手が指定校を受検しやすくした。また、芸術科において、前期募集割合を50％から100
％に引き上げた。
○平成１９年度高校入試 前期選抜実施校４０校（すべての全日制高校、定時制高校２校）

うち自己表現実施校２５校、実技検査実施校４校

◇◇◇◇「「「「オンリーワンハイスクールオンリーワンハイスクールオンリーワンハイスクールオンリーワンハイスクール」」」」実現実現実現実現にににに向向向向けたけたけたけた教育活動教育活動教育活動教育活動のののの推進推進推進推進
・県立高校と特別支援学校の高等部を対象に希望校を募集し、書類審査とプレゼンテーション審査により実
施校を選定。各実施校は、独自の企画による特色ある教育活動に活発に取り組んだ。
○事業実施校 ⑱１８校（⑰１８校、⑯１５校）
○生徒活動発表会 実施校と見学校の代表生徒及び教員の参加の下に実施

４４４４ ＩＴＩＴＩＴＩＴ教育教育教育教育のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇ＩＴＩＴＩＴＩＴをををを使使使使ったったったった教材作成教材作成教材作成教材作成にににに関関関関するするするする教員研修教員研修教員研修教員研修のののの実施実施実施実施
・各年度ごとに、指定した教科において「ｅ－ラーニングコンテンツ作成委員」を委嘱し 「ｅ－ラーニン、
グ教材」を作成のうえ「ｅ－ラーニングポータルサイト」で公開。

・教育用コンテンツを充実し、各学校での活用を図るため、ＩＴを使った教材作成に関する教員研修（⑱７
講座、⑰８講座）を実施。
○学校教育情報化研修参加者数（累計） ⑱４６８人（⑰２９６人、⑯２９人）

５５５５ 子子子子どもをどもをどもをどもを犯罪犯罪犯罪犯罪からからからから守守守守るるるる対策対策対策対策のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇登下校時等登下校時等登下校時等登下校時等のののの安全確保安全確保安全確保安全確保
・学校で巡回・警備等にあたる学校安全ボランティア（スクールガード）の養成講習、スクールガードリー
ダーによる各学校の巡回指導、モデル地域における実践的な取り組み等を実施し、幼児・児童生徒の登下
校時等の安全確保を図った。
○スクールガード巡回活動実施校 ⑱全小学校（⑰６校）

◇◇◇◇子子子子どもどもどもども１１０１１０１１０１１０番番番番のののの家家家家のののの拡充拡充拡充拡充、、、、不審者情報不審者情報不審者情報不審者情報のののの積極的積極的積極的積極的なななな提供等提供等提供等提供等
・通学路等の民家や事業所等を「子ども１１０番の家」に指定するとともに、安心メールやホームページに
より不審者情報等を提供するなどして、自主防犯活動の活性化を図り、地域ぐるみで子どもを犯罪から守
る対策を推進。
○子ども１１０番の家指定数 ⑱年末 １０ １８５箇所，
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３３３３ 生涯生涯生涯生涯をををを通通通通じたじたじたじた学学学学びのびのびのびの推進推進推進推進

生生生生きるきるきるきる力力力力をををを育育育育みみみみ心心心心をををを豊豊豊豊かにするかにするかにするかにする生涯学習生涯学習生涯学習生涯学習のののの推進推進推進推進などなどなどなど、、、、あらゆるあらゆるあらゆるあらゆる世代世代世代世代がががが様様様様々々々々なななな教育教育教育教育やややや学習学習学習学習をををを享受享受享受享受できるできるできるできる機会機会機会機会づくりにづくりにづくりにづくりに努努努努めますめますめますめます。。。。

１１１１ 学習機会学習機会学習機会学習機会のののの提供提供提供提供 ◇◇◇◇生涯学習講座生涯学習講座生涯学習講座生涯学習講座のののの体系的体系的体系的体系的・・・・総合的総合的総合的総合的なななな情報提供等情報提供等情報提供等情報提供等
・各種生涯学習機関が行う講座等を体系化し 「県民カレッジ一覧表」や「徳島県生涯学習情報システム」、
による講座の情報を提供。
○とくしま県民カレッジ入学者数（累計） ⑱７ ７２０人（⑰７ ２３０人、⑯６ ８０１人）， ， ，
○とくしま県民カレッジ連携講座数

⑱７５機関・１ ５２３講座（⑰７２機関・１ ７４４講座、⑯７０機関・１ ６９７講座）， ， ，
○生涯学習情報システムへのアクセス件数

⑱１９１ ４６３件（⑰９３ ３８４件、⑯５４ ８７１件）， ， ，

◇◇◇◇ふるさとふるさとふるさとふるさと徳島徳島徳島徳島のすばらしさをのすばらしさをのすばらしさをのすばらしさを再発見再発見再発見再発見するするするする学習講座学習講座学習講座学習講座のののの開設開設開設開設
オンリーワンとくしま学」として 「とくしま人物講座 「とくしま自然講座 「とくしま文化講座」の・・・・「 、 」、 」、
３コース、各８回の講座（１講座は２時間の講座）を総合教育センターで実施。
○「オンリーワンとくしま学」受講者数（累計）

⑱６ ０５９人（⑰３ ９５８人、⑯１ ５１７人）， ， ，

２２２２ 家庭家庭家庭家庭・・・・地域地域地域地域におけるにおけるにおけるにおける教育教育教育教育のののの充実充実充実充実 ◇◇◇◇「「「「徳島県子徳島県子徳島県子徳島県子どものどものどものどもの読書活動推進計画読書活動推進計画読書活動推進計画読書活動推進計画」」」」にににに基基基基づいたづいたづいたづいた読書環境読書環境読書環境読書環境のののの整備整備整備整備
・子どもの読書活動推進を図るための具体的な方策についての提言の集約、推進状況の検討・評価を行うた
めに「徳島県子どもの読書活動推進協議会」を開催するとともに、子どもの読書活動推進の気運を醸成す
るフォーラムや、徳島県立図書館において子どもの読書活動支援のための研修会、読書行事を実施。
○読書活動を推進するイベントへの参加者数（累計） ⑱１ ２０９人（⑰８０３人、⑯２５６人），

◇◇◇◇地域地域地域地域でででで活躍活躍活躍活躍できるできるできるできる家庭教育支援者家庭教育支援者家庭教育支援者家庭教育支援者のののの養成養成養成養成
・ 乳幼児期支援者養成コース 「児童期支援者養成コース 「思春期支援者養成コース 「ステップアッ「 」、 」、 」、
プ研修コース（各コース修了者及び実際に子育て支援活動に関わっている方を対象に平成１７年度から開
設 」の４コースを設置し、各コース５日間、専門性の高い、より実践的な講座を実施。）
○家庭いきいき支援者養成講座受講者数（累計） ⑱９９０人（⑰７３２人、⑯２８２人）

・平成１８年度から「子どもの学びの場づくりコーディネーター研修 「自然体験活動コーディネーター研」、
修」の２コースを設置し、各コース５日間の実践的な講座を実施。
○地域教育力再生コーディネーター養成講座受講者数（累計） ⑱８２人（⑰未実施）
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３３３３ 社会性社会性社会性社会性をををを育育育育むむむむ職業教育職業教育職業教育職業教育のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇キャリアキャリアキャリアキャリア教育教育教育教育のののの推進推進推進推進
・独自の魅力や個性を引き出すことを目的としている「オンリーワンハイスクール推進事業」において、キ
ャリア教育分野を設定し、各校が特色を生かしたキャリア教育を推進。

（ 、 ）○オンリーワンハイスクール推進事業におけるキャリア教育実施校数 ⑱１４校 ⑰１２校 ⑯１１校
・児童生徒の発達段階に応じた組織的・系統的なキャリア教育を推進するため、職場体験、インターンシッ
プ、講演会等を行う「キャリア教育推進地域指定事業 （平成１６～１８年度）を実施。」
○キャリア教育推進地域指定事業実施校数 ⑱小学校２校、中学校１校、高校２校

⑰小学校２校、中学校１校、高校２校
⑯小学校２校、中学校１校、高校２校

・平成１７年度から、地域との連携を図りながら、生徒の正しい勤労観や職業観を育む「地域の達人活用事
業」を実施。
○地域の達人活用事業実施校数 ⑱４７校（⑰４８校）

◇◇◇◇企業企業企業企業とととと学校学校学校学校がががが一体化一体化一体化一体化したしたしたした継続的継続的継続的継続的なななな体験的体験的体験的体験的・・・・専門的専門的専門的専門的なななな実習実習実習実習のののの実施実施実施実施
・平成１８年度から、学校と企業が一体となり企業担当者を招聘したり、長期インターンシップを実施する
「教育・産業連携キャリアアップ事業」を実施し、高校生の就業に対する興味関心と実践的な知識・技能
を高め、勤労観・職業観の育成を推進。
○企業キャリアアップ実践校数 ⑱４校（⑰未実施）

◇◇◇◇模擬株式会社模擬株式会社模擬株式会社模擬株式会社のののの設立等設立等設立等設立等によるによるによるによる高校生起業家教育高校生起業家教育高校生起業家教育高校生起業家教育のののの推進推進推進推進
・ 高校生起業家教育推進事業 （平成１５～１６年度）を実施し、模擬株式会社の設立・経営を体験的に学「 」
習するとともに、会社経営のノウハウ、ビジネスマナーを学ぶための講演会等により、企業家精神や経営
感覚、地域の経済や産業に関する広い視野を持たせる高校生起業家教育を推進。
○起業家教育実施６校における受講生徒数合計（累計） ⑯２ ３４９人，

・ オンリーワンハイスクール推進事業」のキャリア教育の分野において、地域の経済や産業と連携しなが「
ら、起業家精神や経営感覚を養う起業家教育を推進。
○オンリーワンハイスクール推進事業のキャリア教育分野実施校における起業家教育実施校

⑱５校（⑰５校、⑯２校）

４４４４ ｅ－ｅ－ｅ－ｅ－ラーニングラーニングラーニングラーニングのののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇総合教育総合教育総合教育総合教育センターセンターセンターセンターをををを核核核核としたとしたとしたとした教育情報教育情報教育情報教育情報ネットワークネットワークネットワークネットワークのののの構築構築構築構築
・平成１６年度に、教育情報ネットワークの整備が完了し、徳島県立総合教育センターと県立学校、県教育

、 、 、 、委員会事務局各課１端末がイントラネットを構成し インターネット接続 ポータルサイト 電子メール
電子掲示板、ホームページ更新等に活用。

・平成１８年度には、文化の森総合公園の端末を接続するなどネットワークを拡充。

５５５５ 生涯学習生涯学習生涯学習生涯学習のののの拠点拠点拠点拠点づくりづくりづくりづくり ◇◇◇◇総合教育総合教育総合教育総合教育センターセンターセンターセンターのののの整備整備整備整備
・本県の次代を担う人づくり推進のため、先導的な役割を担う中核施設として、学校支援・情報教育支援・
特別支援・生涯学習支援の各センター機能を併せもつ「総合教育センター」を平成１６年１１月に開所。

・以後、施設の適正な運用に努め、学校や地域社会のサポートを積極的に実施。
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４４４４ 明日明日明日明日のとくしまをのとくしまをのとくしまをのとくしまを担担担担うううう青少年青少年青少年青少年づくりづくりづくりづくり

二十一世紀二十一世紀二十一世紀二十一世紀をををを担担担担うううう青少年青少年青少年青少年がががが夢夢夢夢やややや目標目標目標目標をををを持持持持ちちちち、、、、自立自立自立自立したしたしたした人間人間人間人間としてとしてとしてとして成長成長成長成長するようするようするようするよう、、、、健全健全健全健全なななな育成育成育成育成にににに努努努努めますめますめますめます。。。。

１１１１ 夢夢夢夢やややや目標目標目標目標をををを持持持持ったったったった元気元気元気元気なななな青少年青少年青少年青少年のののの ◇◇◇◇自主性自主性自主性自主性やややや社会性社会性社会性社会性をををを持持持持ったったったった青少年青少年青少年青少年のののの養成養成養成養成
・県内各地で、青少年活動の充実を図るため、青少年指導者としての知識や技能を備えた青少年が健全育成育成育成育成育成
のための実践活動を推進。
○青少年リーダーの養成人員（累計） ⑱８２人（⑰７２人、⑯４２人）

◇◇◇◇元気元気元気元気でででで自立自立自立自立したしたしたした青少年青少年青少年青少年のののの育成育成育成育成
・自らの生き方にチャレンジする青少年を広く県民に紹介し、健全育成の啓発に努めるとともに、健全育成
活動などを支援し、地域づくり等の様々な活動や交流を促進。
○チャレンジする青少年の紹介人数（累計） ⑱４３人（⑰４３人、⑯３５人）

２２２２ 多様多様多様多様なななな体験機会体験機会体験機会体験機会づくりづくりづくりづくり ◇◇◇◇国際社会国際社会国際社会国際社会をををを担担担担うううう青少年青少年青少年青少年のののの育成育成育成育成
・青少年が国際化に適切に対応できるよう、国際的視野の拡大を図るため、兵庫県等と共同で「青年洋上大
学」を実施し、青年を中国へ派遣。
○青年洋上大学参加の青年数（累計） ⑱３６人（⑰２７人、⑯１５人）

３３３３ 人材育成人材育成人材育成人材育成・・・・支援体制支援体制支援体制支援体制のののの整備整備整備整備 ◇◇◇◇「「「「阿波阿波阿波阿波っっっっ子子子子スクールサポートチームスクールサポートチームスクールサポートチームスクールサポートチーム」」」」によるによるによるによる学校現場学校現場学校現場学校現場やややや家庭家庭家庭家庭へのへのへのへのサポートサポートサポートサポート活動活動活動活動のののの推進推進推進推進
・学校だけでは解決できにくい児童・生徒の問題行動（非行傾向、不登校、児童虐待等）について、学校か
らの要請を受け、関係機関や団体の担当者とチームを組んで問題解決のためのアドバイスや具体的な支援
を実施。
○会議開催数 ⑱中学校８校、小学校２校から要請を受け１３回のチーム会議を開催

⑰中学校８校、小学校１校から要請を受け１３回のチーム会議を開催
⑯中学校５校、小学校２校から要請を受け１２回のチーム会議を開催

◇◇◇◇青少年指導者青少年指導者青少年指導者青少年指導者のののの養成養成養成養成
・地域の青少年が青少年活動の担い手として活躍するため、指導者としての知識や技能の習得を図るととも
に、青少年団体活動のネットワークづくりを推進。
○のびのび阿波っ子育成事業（基礎編）参加者数（累計） ⑱２１５人（⑰２００人、⑯１７４人）

５５５５ あわあわあわあわ文化文化文化文化のののの創造創造創造創造・・・・発信発信発信発信

阿波踊阿波踊阿波踊阿波踊りをはじめりをはじめりをはじめりをはじめ本県本県本県本県のののの誇誇誇誇るるるる伝統芸能伝統芸能伝統芸能伝統芸能のののの情報発信情報発信情報発信情報発信やややや身近身近身近身近にににに世界世界世界世界レベルレベルレベルレベルのののの芸術文化芸術文化芸術文化芸術文化にににに接接接接するするするする機会機会機会機会のののの倍増倍増倍増倍増などをなどをなどをなどを通通通通じじじじ、、、、あわあわあわあわ文化文化文化文化のののの継承継承継承継承とととと創造創造創造創造にににに取取取取りりりり組組組組みみみみ
ますますますます。。。。

１１１１ 文化芸術振興条例文化芸術振興条例文化芸術振興条例文化芸術振興条例のののの制定制定制定制定・・・・推進推進推進推進 ◇◇◇◇文化振興文化振興文化振興文化振興にににに関関関関するするするする条例条例条例条例・・・・基本方針基本方針基本方針基本方針のののの制定制定制定制定、、、、文化振興文化振興文化振興文化振興のののの普及啓発普及啓発普及啓発普及啓発
・平成１６年度に、条例検討委員会を２回開催するとともに、パブリックコメントを実施し、平成１７年３
月に「徳島県文化振興条例」を制定（平成１７年４月１日施行 。）

・平成１７年度は、制定条例の普及啓発に取り組むとともに、条例第７条に基づき、平成１８年３月に「文
化振興基本方針」を策定。
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２２２２ 優優優優れたれたれたれた芸術文化芸術文化芸術文化芸術文化にににに触触触触れるれるれるれる機会機会機会機会のののの充実充実充実充実 ◇◇◇◇県民県民県民県民がががが身近身近身近身近にににに世界世界世界世界レベルレベルレベルレベルのののの芸術文化芸術文化芸術文化芸術文化（（（（舞台芸術舞台芸術舞台芸術舞台芸術））））にににに触触触触れるれるれるれる機会機会機会機会のののの倍増倍増倍増倍増
・とくしまきらり芸術文化事業や県民文化祭の開催を通じて、県民が身近に一流の芸術文化に触れる機会を
提供。市町村や他県との連携や各種助成制度の活用により効率的な事業を実施。
○公演等年間開催回数（音楽・芸能、演劇、舞踊） ⑱７３回（⑰５７回、⑯４８回）

・ 郷土文化会館」の耐震改修とホールのリニューアル等を実施し、安全で安心して利用できる、本県文化「
の殿堂にふさわしい施設に改修。特にホールは、音響効果の改善や椅子の更新、女性用トイレの拡張等を
実施するとともに、喫茶コーナーを設けるなど文化活動を楽しむための空間を整備。

３３３３ あわあわあわあわ文化文化文化文化のののの創造創造創造創造・・・・発信発信発信発信 ◇◇◇◇あわあわあわあわ文化文化文化文化のののの創造創造創造創造・・・・発信発信発信発信、、、、インターネットインターネットインターネットインターネットによるによるによるによる伝統芸能情報伝統芸能情報伝統芸能情報伝統芸能情報のののの全国発信全国発信全国発信全国発信
・インターネットを通じて徳島が全国に誇る文化資源である阿波人形浄瑠璃の情報を全国に向けて発信する
ため、歴史や特色、人形座や演目などを掲載したホームページ「阿波人形浄瑠璃の世界」を開設。
○インターネットによる伝統芸能情報発信（動画）数 ⑱１２回（⑰１２回、⑯４回）

・平成１６年４月より「徳島県立文学書道館」の館長として瀬戸内寂聴氏をお迎えし、館長のリーダーシッ
プにより特別展や講演会、講座、イベントなど魅力ある事業を展開。
○来館者数 ⑱６２６５４人（⑰６７３６７人、⑯６３０３３人）, , ,

◇◇◇◇伝統芸能伝統芸能伝統芸能伝統芸能のののの県外公演県外公演県外公演県外公演
・国立劇場とのタイアップによる「阿波の芸能」公演や 「新鮮なっ！とくしま号」を活用した移動農村舞、
台公演により、あわ文化の魅力を発信。
○伝統芸能県外公演開催数 ⑱９回（⑰未実施）

◇◇◇◇人形浄瑠璃人形浄瑠璃人形浄瑠璃人形浄瑠璃のののの新新新新たなたなたなたな演目演目演目演目のののの制作制作制作制作
・国民文化祭の開催に向けて、瀬戸内寂聴氏に脚本制作を依頼し、阿波人形浄瑠璃の新作を制作。

○「義経街道娘恋鏡」平成１８年１０月２９日初演（国民文化祭プレフェスティバル）
○「モラエス恋遍路」平成１９年１０月に初演予定

◇◇◇◇阿波十郎兵衛屋敷阿波十郎兵衛屋敷阿波十郎兵衛屋敷阿波十郎兵衛屋敷のののの改修改修改修改修
・国民文化祭に向け 「阿波十郎兵衛屋敷」の舞台・観覧席を全面改築し、阿波人形浄瑠璃振興の拠点とな、
る県立施設として平成１８年４月にリニューアルオープン。平成１８年度には、母屋の耐震改修と展示内
容を一新し、ミュージアム機能を充実。観光客向けの公演、各種イベントの開催等により阿波人形浄瑠璃
の普及、発展を推進。
○人形浄瑠璃フェスティバル入場者数 ⑱３ ２８５人（⑰１ ５１３人、⑯１ ３００人）， ， ，

◇◇◇◇「「「「守護町勝瑞遺跡守護町勝瑞遺跡守護町勝瑞遺跡守護町勝瑞遺跡」」」」発掘調査支援発掘調査支援発掘調査支援発掘調査支援
・国史跡指定地内で遺構確認調査を実施し、将来の史跡整備に向けての基礎資料を整えるとともに、史跡周
辺で守護町勝瑞遺跡関連重要遺構の確認調査を実施。平成１６年度には館の外周を区画する濠を検出し、
平成１７年度には史跡指定地東側で国内最大級の庭園遺構を検出。平成１８年度には史跡指定地内の遺構
確認調査を行い館の構造についての資料を得た。平成１７年度に検出した庭園跡遺構は、平成１８年１１
月に国史跡の答申を受け、平成１９年２月に国史跡として官報告示された。
○調査面積 ⑱指定地内２ １００㎡、指定地外 ３００㎡ 計２ ４００㎡， ，

⑰指定地内 ４００㎡、指定地外２ ０００㎡ 計２ ４００㎡， ，
⑯指定地内２ １００㎡、指定地外 ３００㎡ 計２ ４００㎡， ，
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◇◇◇◇文化財文化財文化財文化財をををを活活活活かしたかしたかしたかした地域地域地域地域づくりづくりづくりづくり
・国指定史跡を中心に周辺の埋蔵文化財をつなぎ、各地の博物館・資料館と連携しながら、文化財を活かし
た地域づくりを進めるため 「夢街道シンポジウム 「文化財合同企画展 「文化財愛護ポスター展」を、 」、 」、
実施し、文化財による地域間交流の促進を図るとともに、地域で文化財を活用する際のリーダーを育成す
るため 「アワコウコ楽サポーター養成講座」を開催。、
○文化財ボランティア養成数 ⑱４２人（⑰未実施）

４４４４ 文化文化文化文化のののの担担担担いいいい手手手手づくりづくりづくりづくり ◇◇◇◇文化文化文化文化のののの担担担担いいいい手手手手のののの育成育成育成育成
・ とくしまきらり芸術文化事業」等により開催する演奏会で招聘した出演者に依頼し、演奏指導を実施す「
るほか、県民公募の合唱団で練習を重ね、ベートーベンの第九演奏会を県内各地で開催するなど、様々な
機会を捉え効率的な人材育成を推進。また、国民文化祭に向けて、東京交響楽団に依頼し、徳島交響楽団
のメンバーのスキルアップ事業を実施。
○演奏指導等の受講者数（累計） ⑱１ ６０２人（⑰６８５人、⑯２４４人），

◇◇◇◇高校生高校生高校生高校生のののの伝統芸能活動伝統芸能活動伝統芸能活動伝統芸能活動のののの支援支援支援支援
・ オンリーワンハイスクール推進事業」においてアート教育分野を設定し、各県立学校が企画立案した独「
自性のある主体的な教育活動を実施し、その取り組みの中で、地域社会に向けた生徒の発表活動や本県が
誇る伝統芸能の文化発信などを支援。
○オンリーワンハイスクール推進事業におけるアート教育分野実施校 ⑱１０校（⑰８校、⑯７校）

５５５５ 全国的全国的全国的全国的なななな祭典祭典祭典祭典のののの開催開催開催開催 ◇◇◇◇第第第第２８２８２８２８回全国高等学校総合文化祭徳島大会回全国高等学校総合文化祭徳島大会回全国高等学校総合文化祭徳島大会回全国高等学校総合文化祭徳島大会のののの開催開催開催開催
・高校生の文化の祭典である「全国高等学校総合文化祭」の第２８回大会を平成１６年７月３０日から８月
３日までの５日間、徳島市、鳴門市及び阿南市の延べ２８会場において開催。
○全国及び海外から２ ８３０校、１７，２１８人の高校生が参加，

◇◇◇◇国民文化祭国民文化祭国民文化祭国民文化祭のののの開催開催開催開催（（（（平成平成平成平成１９１９１９１９年度年度年度年度））））にににに向向向向けたけたけたけた準備準備準備準備
、 、 「 」・国民文化祭開催に向け 平成１６年度に 県内各界の参画による 第２２回国民文化祭徳島県実行委員会

を設立し、実施計画大綱（案）を策定。
・平成１７年度は 「国民文化祭開催市町村実行委員会 「事業別企画委員会」が設立され、事業別実施計、 」、
画（案）を策定。

・平成１８年度は、事業別実施計画に基づき、詳細プログラムの検討や出演者等の選考など、開催に向け開
催市町村及び文化団体等と連携して準備を進めるとともに 「おどる国文祭プレフェスティバル」などプ、
レイベントを開催し、開催気運の醸成を図った。

◇◇◇◇第第第第２８２８２８２８回日本文化回日本文化回日本文化回日本文化デザインデザインデザインデザイン会議会議会議会議 ０６０６０６０６ とくしまのとくしまのとくしまのとくしまの開催開催開催開催’ in
、 、 。・各界の第一線で活躍中の文化人１０６人が出演し ３３のプログラムが実施され 約５ ０００人が来場，

○会 期：２００６（平成１８）年１０月１３日（金）から１５日（日）
会 場：メイン アスティとくしま

サテライト 徳島市、鳴門市、吉野川市、神山町の各会場
テーマ： 天水（てんすい 」「 ）
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６６６６ いやしのいやしのいやしのいやしの空間空間空間空間づくりづくりづくりづくり

本県本県本県本県のののの有有有有するいやしのするいやしのするいやしのするいやしの文化文化文化文化をををを継承継承継承継承しししし新新新新たにたにたにたに創造創造創造創造するためするためするためするため、、、、空間的広空間的広空間的広空間的広がりをがりをがりをがりを持持持持ったいやしのったいやしのったいやしのったいやしの場場場場のののの整備整備整備整備にににに努努努努めますめますめますめます。。。。

１１１１ いやしのみちづくりいやしのみちづくりいやしのみちづくりいやしのみちづくり ◇◇◇◇いやしのみちづくりのいやしのみちづくりのいやしのみちづくりのいやしのみちづくりの推進推進推進推進
・平成１６年度に、上板町において、事業計画に基づき木製ベンチやサインの製作、ウオーキングなどのイ
ベントを実施し、勝浦町では、現地勉強会等を実施して事業計画を作成。

・平成１７年度は、勝浦町で、案内標識を設置し、間伐材でベンチを製作。
・平成１８年度は、上勝町において、事業計画が作成され、勝浦町で事業推進交流会を開催。
・ＮＰＯ法人を活用して、毎年度「いやし通信」及び「いやし通信かわら版」を発行し、いやしのみちづく
りの事業概要や活動内容等の情報を発信。
○いやしのみち登録距離数（累計） ⑱１７５㎞（⑰１４６㎞、⑯１４１㎞）

◇◇◇◇四国四国四国四国のみちのみちのみちのみち（（（（歴史文化道歴史文化道歴史文化道歴史文化道、、、、新四国新四国新四国新四国のののの道道道道））））のののの整備促進整備促進整備促進整備促進
・平成１６年度は、神山町の事業計画により桜の植樹促進及び勝浦町の事業計画を作成。
・平成１７年度は、緊急地方道路整備事業により、船戸切幡上板線の歩道新設と休憩施設などの工事に着手
する。また、勝浦町において歩きルートの補修を行う。

・平成１８年度は、引き続き船戸切幡上板線の歩道と休憩施設等の工事を推進。
○四国のみち整備箇所（累計） ⑱４箇所（⑰４箇所、⑯３箇所）

２２２２ スローライフスローライフスローライフスローライフをををを体験体験体験体験できるできるできるできる場場場場のののの充実充実充実充実 ◇◇◇◇農山漁村生活体験農山漁村生活体験農山漁村生活体験農山漁村生活体験のののの内容充実内容充実内容充実内容充実とととと情報提供情報提供情報提供情報提供のののの拡大促進拡大促進拡大促進拡大促進
・意欲ある地域をモデル地区として指定し、市町村に対して「徳島むらづくり維新」計画の策定を進め、地

。 、 。域住民や市町村と共に地域づくりを推進 平成１６年度までのモデル６地区に加え 新たに４地区を指定
モデル地区ごとに「地域むらづくり維新推進協議会」を設置して、行動計画の策定や農林事務所等プロジ
ェクトチームを中心とした重点支援を実施。
○「徳島むらづくり維新」の計画策定地区数（累計） ⑱１０地区（⑰８地区、⑯６地区）

３３３３ 都市部都市部都市部都市部におけるいやしにおけるいやしにおけるいやしにおけるいやし空間空間空間空間のののの創造創造創造創造 ◇◇◇◇新町川河畔新町川河畔新町川河畔新町川河畔におけるにおけるにおけるにおけるプロムナードプロムナードプロムナードプロムナードやややや水辺空間水辺空間水辺空間水辺空間のののの整備整備整備整備
・新町川右岸のＪＲ鉄道橋周辺のプロムナード及び新町川左岸の富田橋周辺の公園を整備。公共事業の重点
化を図る中で、一連の事業効果が発揮できる、かちどき橋までの河川工事の完了をもって、平成１７年度
で整備完了。

４４４４ いやしいやしいやしいやし文化文化文化文化のののの継承継承継承継承とととと発信発信発信発信 ◇◇◇◇四国四国四国四国のいやしののいやしののいやしののいやしの文化文化文化文化のののの継承継承継承継承とととと情報発信情報発信情報発信情報発信
・ いやしのみち」ホームページやイベント等によって、各地域で培われてきた四国の共有財産である遍路「
をはじめとする四国のいやし文化の情報を発信。

・平成１６年度に、いやしのくに四国「心の旅の物語 、いやしのくに四国「遍路文化」を実施。」
・平成１７年度に、ホームページの内容を充実させるリニューアルを実施。

○「いやしのみち」ホームページアクセス件数（累計） ⑱３１万件（⑰３０万件、⑯２９万件）
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７７７７ とくしまとくしまとくしまとくしまスポーツスポーツスポーツスポーツ王国王国王国王国づくりづくりづくりづくり

四国初四国初四国初四国初ののののＪＪＪＪリーグチームリーグチームリーグチームリーグチームのののの実現実現実現実現などをなどをなどをなどを通通通通じじじじ、、、、子子子子どもからどもからどもからどもから大人大人大人大人までまでまでまで、、、、県民県民県民県民すべてがすべてがすべてがすべてが身近身近身近身近ににににスポーツスポーツスポーツスポーツをををを楽楽楽楽しめるしめるしめるしめる環境環境環境環境のののの実現実現実現実現をををを目指目指目指目指しますしますしますします。。。。

１１１１ 四国初四国初四国初四国初ＪＪＪＪリーグチームリーグチームリーグチームリーグチームのののの実現実現実現実現 ◇◇◇◇四国初四国初四国初四国初ののののＪＪＪＪリーグチームリーグチームリーグチームリーグチームのののの実現実現実現実現
・平成１６年度に、県民、企業、行政の三位一体で構成された「とくしまＪリーグ推進協議会」を中心に取
り組みを進め、９月に運営法人「徳島ヴォルティス株式会社」を設立。１２月にJリーグの臨時理事会に
おいてJリーグ入会が承認され、四国初のJリーグチーム「徳島ヴォルティス」が誕生。

・平成１７～１８年度は、徳島ヴォルティスの集客力や情報発信力を活用し、本県を全国にＰＲするととも
に、本県のにぎわい創出を図った。

２２２２ 夢夢夢夢とととと感動感動感動感動をををを実現実現実現実現するするするするスポーツスポーツスポーツスポーツ拠点拠点拠点拠点のののの ◇◇◇◇ＪＪＪＪリーグホームスタジアムリーグホームスタジアムリーグホームスタジアムリーグホームスタジアムのためののためののためののための施設整備施設整備施設整備施設整備
・平成１６年度に、鳴門総合運動公園陸上競技場の整備を図り、平成１７年３月の開幕戦までにホームスタ整備整備整備整備
ジアムの改修（芝生の常緑化、夜間照明、ロッカールーム等の改修、一部座席の個席化）を実施。
○四国初のＪリーグチーム「徳島ヴォルティス」のホームスタジアムとして、平成１７年３月１２日よ
り使用

◇◇◇◇プロプロプロプロ野球公式戦野球公式戦野球公式戦野球公式戦のののの開催開催開催開催のためののためののためののための施設整備施設整備施設整備施設整備
・平成１６年度に、プロ野球公式戦の開催のための施設整備として、鳴門総合運動公園野球場のプロ野球規
格にあわせたグラウンドの拡張を実施。
○平成１７年３月３日に阪神対西武のオープン戦を実施
○平成１７年度より、四国アイランドリーグの試合会場として使用

３３３３ 競技力向上対策競技力向上対策競技力向上対策競技力向上対策のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇総合的総合的総合的総合的なななな競技力向上支援競技力向上支援競技力向上支援競技力向上支援
・県内外における遠征・合宿を支援するとともに、スポーツ医科学面から選手を支援。また、高等学校に全
国大会等で活躍が期待できる「競技力向上スポーツ指定校」を設置。さらに、小・中・高等学校体育連盟
が中心となって推進している練習試合・強化合宿・講習会を支援し、学校の運動部活動の競技水準向上に
努めた。

・選手に対するスポーツ医科学面からの総合的支援強化のため、メディカルチェック受診の必要性を啓発。
○国民体育大会出場候補選手のメディカルチェック受診率 ⑱８５６％（⑰８０３％、⑯７９０％）. . .

◇◇◇◇外部指導者外部指導者外部指導者外部指導者のののの積極的積極的積極的積極的なななな活用活用活用活用などなどなどなど学校学校学校学校におけるにおけるにおけるにおける特色特色特色特色あるあるあるある体育体育体育体育・・・・スポーツスポーツスポーツスポーツ活動活動活動活動のののの推進推進推進推進
・中・高等学校に専門的な知識や技術をもった運動部活動の指導者を派遣することにより、競技力向上を図
るとともに、地域社会との連携を促進。
○運動部活動の指導者派遣人数 ⑱４６名（⑰６０名、⑯４３名）

・運動部活動における外部指導者の発掘・養成・活用の促進に関する調査研究を実施。
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４４４４ 生涯生涯生涯生涯スポーツスポーツスポーツスポーツのののの普及普及普及普及・・・・振興振興振興振興 ◇◇◇◇生涯生涯生涯生涯スポーツスポーツスポーツスポーツのののの普及普及普及普及・・・・振興振興振興振興をををを図図図図るためのるためのるためのるための講習会講習会講習会講習会のののの実施実施実施実施
・地域に根ざした生涯スポーツの普及・振興を図るために｢さわやかスポーツライフ推進事業｣を実施し、市
町村が企画する講習会の支援、ニュースポーツの普及のための講習会や子ども達を対象とした徳島ベース
ボール塾の開催等を実施。

・総合型地域スポーツクラブの設立・支援のためのクラブマネジャー養成や設立されたクラブの交流大会開
催などを行う｢広域スポーツセンター事業｣を実施。

・阿波踊り体操講習会など学校体育指導者への講習会開催による地域への普及活動を推進。
・ジュニアスポーツの普及・振興に関する医科学的サポート体制を充実。

○スポーツ講習会参加者数 ⑱１１ ３１１人（⑰６ ０８６人、⑯２ ０３１人）， ， ，

５５５５ 生涯生涯生涯生涯スポーツスポーツスポーツスポーツのののの拠点拠点拠点拠点づくりづくりづくりづくり ◇◇◇◇運動公園運動公園運動公園運動公園のののの整備整備整備整備
・平成１６年度に、南部健康運動公園の整備として基盤造成の完成、進入路橋の施工を実施。
・平成１７年度に、野球場等の工事に着手。
・平成１８年度は、野球場及び関連施設の整備が完了し、平成１９年５月２０日供用開始。

◇◇◇◇総合型地域総合型地域総合型地域総合型地域スポーツクラブスポーツクラブスポーツクラブスポーツクラブのののの支援支援支援支援
・ 総合型地域スポーツクラブ」について、育成・支援するとともに、設立・運営に必要な人材養成のため「
の講習会を実施。

・広域スポーツセンターのホームページを開設し、事業目的や活動内容を広報するとともに、スポーツ情報
の提供やスポーツクラブ相互の情報交換を実施。
○総合型地域スポーツクラブの設立数（累計） ⑱１７クラブ（⑰１３クラブ、⑯１１クラブ）
○設立に向けて活動中の総合型地域スポーツクラブの数 ３クラブ



- 60 -

基本目標基本目標基本目標基本目標６６６６「「「「ユニバーサルユニバーサルユニバーサルユニバーサルとくしまとくしまとくしまとくしま」」」」のののの実現実現実現実現

重点施策及重点施策及重点施策及重点施策及びびびび主要事業 平成主要事業 平成主要事業 平成主要事業 平成１６１６１６１６年度年度年度年度～～～～平成平成平成平成１８１８１８１８年度年度年度年度のののの取組状況取組状況取組状況取組状況

１１１１ ユニバーサルユニバーサルユニバーサルユニバーサルとくしまのとくしまのとくしまのとくしまの体制体制体制体制づくりづくりづくりづくり

県民一人県民一人県民一人県民一人ひとりがひとりがひとりがひとりが主体性主体性主体性主体性をををを持持持持ってってってって、、、、はつらつとはつらつとはつらつとはつらつと生活生活生活生活できるできるできるできるユニバーサルユニバーサルユニバーサルユニバーサルなななな社会社会社会社会をををを実現実現実現実現するためするためするためするため、、、、基本的基本的基本的基本的なななな取取取取りりりり組組組組みをみをみをみを示示示示すとともにすとともにすとともにすとともに、、、、そのそのそのその着実着実着実着実なななな推進推進推進推進
をををを図図図図りますりますりますります。。。。

１１１１ 男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画のののの推進推進推進推進にににに関関関関するするするする新新新新たなたなたなたな基本計画基本計画基本計画基本計画のののの策定策定策定策定
・平成１８年度に、徳島県男女共同参画推進条例に基づく新たな男女共同参画基本計画について、徳島県男
女共同参画会議において調査・審議を行い、その結果等を踏まえ 「徳島県男女共同参画基本計画」を平、
成１９年３月に策定。

◇◇◇◇「「「「とくしまとくしまとくしまとくしま男女共同参画実行男女共同参画実行男女共同参画実行男女共同参画実行プランプランプランプラン」」」」にににに基基基基づくづくづくづく男女共同参画施策男女共同参画施策男女共同参画施策男女共同参画施策のののの推進推進推進推進
・毎年度 「とくしま男女共同参画実行プラン」に基づく各種施策の推進状況を公表し、着実に推進。、

◇◇◇◇徳島県男女共同参画会議徳島県男女共同参画会議徳島県男女共同参画会議徳島県男女共同参画会議のののの開催開催開催開催
・平成１６年度は 「徳島県男女共同参画の推進に関する調査(ＤＶ等実態調査 」結果等を審議。、 ）
・平成１７年度は、配偶者暴力防止等に関する基本計画について調査・審議。その結果等を踏まえ、平成

、 「 」 。１７年１２月に 本県の実情に応じた 配偶者暴力防止及び被害者保護に関する徳島県基本計画 を策定
、 。・平成１８年度は 徳島県男女共同参画推進条例に基づく新たな男女共同参画基本計画について調査・審議

その結果等を踏まえ、平成１９年３月に「徳島県男女共同参画基本計画」を策定。

２２２２ 子育子育子育子育てててて支援支援支援支援のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇次世代育成支援対策推進法次世代育成支援対策推進法次世代育成支援対策推進法次世代育成支援対策推進法にににに基基基基づくづくづくづく行動計画行動計画行動計画行動計画のののの策定策定策定策定
・徳島県少子化対応県民会議の開催、パブリック・コメントの実施などを踏まえ、徳島県次世代育成支援行
動計画「とくしまはぐくみプラン」を平成17年3月に策定。

・平成１７～１８年度は、プランの趣旨及び内容についての広報、徳島県少子化対応県民会議の開催による
プランに掲げた施策の進め方やさらに必要な取組等に関する意見聴取を実施。

・さらに、プランのより一層の推進に向けて、すべての県民がそれぞれの立場で少子化の問題に取り組み、
「 」 、社会全体で子育てを支えるための行動指針となる 徳島はぐくみ子育て憲章 を平成１８年３月に策定し

普及・啓発を図った。

◇◇◇◇徳島県少子化対応県民会議徳島県少子化対応県民会議徳島県少子化対応県民会議徳島県少子化対応県民会議におけるにおけるにおけるにおける少子化社会対策少子化社会対策少子化社会対策少子化社会対策のののの協議協議協議協議・・・・検討検討検討検討
・有識者等で構成する「徳島県少子化対応県民会議」を運営し、少子化問題に関して協議・検討。
特に、平成１８年度には、急速に進行する少子化について 「少子化検討部会」を設け、その原因分析と、
対応策の検討を行い 「急速な合計特殊出生率の低下の原因分析とその対応策について」提言。、

・併せて、徳島県次世代育成支援行動計画「徳島はぐくみプラン」の進捗状況を報告して進行管理を実施。
さらに、行動計画の着実な推進に向けて、行動指針となる憲章を策定。
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３３３３ 高齢者対策高齢者対策高齢者対策高齢者対策のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇「「「「とくしまとくしまとくしまとくしま長寿長寿長寿長寿プランプランプランプラン」」」」にににに基基基基づくづくづくづく高齢者施策高齢者施策高齢者施策高齢者施策のののの推進推進推進推進
・活動的な８５歳を目標にいきいきとした高齢者づくりの推進 「予防重視型システムへの転換」の推進、、

「 」 、 、地域の高齢者を支援するため 地域包括支援センター を中核とした体制の構築 介護サービスの効果的
効率的な提供などの視点を盛り込み、平成１８年度～２０年度を計画年度として「とくしま長寿プラン」
を平成１８年３月に見直し。

・平成１８年度は、新計画の進行管理を行い、引き続き豊かな長寿社会づくりのための高齢者施策を推進。

４４４４ 障害者対策障害者対策障害者対策障害者対策のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇障害者施策障害者施策障害者施策障害者施策のののの総合的総合的総合的総合的かつかつかつかつ計画的計画的計画的計画的なななな推進推進推進推進
・ 徳島県障害者施策新長期計画」に基づき、適切な施設サービスや在宅サービスが提供できるよう障害者「
施策等の整備を促進するとともに、制度の円滑な推進を図るなど、障害者福祉施策を総合的、計画的に推
進。

◇◇◇◇徳島県地方障害者施策推進協議会徳島県地方障害者施策推進協議会徳島県地方障害者施策推進協議会徳島県地方障害者施策推進協議会におけるにおけるにおけるにおける障害者施策障害者施策障害者施策障害者施策のののの調査調査調査調査・・・・審議審議審議審議
・ 地方障害者施策推進協議会」を開催し 「徳島県障害者施策新長期計画」の進捗状況等について審議。「 、
・平成１８年度は、障害者自立支援法で策定が義務づけられている「徳島県障害福祉計画」を策定するとと
もに 「障害者計画」の見直しを行った。、

５５５５ ユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザインのののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇ユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザイン基本指針基本指針基本指針基本指針のののの策定策定策定策定、、、、県民会議県民会議県民会議県民会議のののの設立等設立等設立等設立等によるによるによるによる普及啓発普及啓発普及啓発普及啓発
・平成１６年度に、検討会議を開催するとともに、パブリックコメント等により広く県民意見をいただきな
がら、平成１７年３月に「とくしまユニバーサルデザイン基本指針」を策定。

・平成１７年度は、基本指針を踏まえ、県が率先して利用者の視点に立った公共事業を推進するための行動
「 」 、計画として とくしま公共事業ユニバーサルデザイン推進プラン を平成１７年７月に策定するとともに

県民挙げての推進体制づくりのため 「とくしまユニバーサルデザイン県民会議」を平成１７年８月に設、
立し、普及啓発を推進。

・平成１８年度は、公募によるユニバーサルデザインのロゴマーク作成や引き続き同県民会議を開催するな
ど、様々な機会や媒体を活用して普及啓発を推進。

６６６６ 人権教育人権教育人権教育人権教育・・・・啓発啓発啓発啓発のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇ 人権啓発人権啓発人権啓発人権啓発のののの推進推進推進推進「「「「徳島県人権教育徳島県人権教育徳島県人権教育徳島県人権教育・・・・啓発啓発啓発啓発にににに関関関関するするするする基本計画基本計画基本計画基本計画」」」」策定策定策定策定、、、、
・平成１６年度に基本計画策定懇話会を開催し、パブリックコメントによる県民意見の募集などにより検討
を行い、平成１６年１２月 「徳島県人権教育・啓発に関する基本計画」を策定。、

・平成１７年以降、徳島県人権施策推進本部を中心として、関係部局の緊密な連携のもと、基本計画に基づ
き、人権教育・啓発に関する施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、平成１７年度施策の事業実施
状況を公表。
○人権フェスティバルの開催 ⑱アスティとくしまで開催 参加者延べ約５ ０００人，

⑰郷土文化会館・藍場浜公園で開催 参加者延べ約８ ０００人，
⑯文化の森総合公園で開催 参加者延べ約８ ０００人，

○新聞・テレビ・ポスターなどによる各種啓発事業

◇◇◇◇「「「「徳島県人権教育推進方針徳島県人権教育推進方針徳島県人権教育推進方針徳島県人権教育推進方針」」」」のののの普及普及普及普及
・教職員及び市町村等における人権教育推進の指導者となる者に対して、すべての人の基本的人権が尊重さ
れる社会の実現に向け、より一層総合的な視野に立った人権教育を推進するため 「徳島県人権教育推進、
方針」を普及・周知。
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２２２２ 男女共同参画立県男女共同参画立県男女共同参画立県男女共同参画立県とくしまのとくしまのとくしまのとくしまの実現実現実現実現

県県県県のののの各審議会委員等各審議会委員等各審議会委員等各審議会委員等についてについてについてについて、、、、女性女性女性女性のののの登用比率登用比率登用比率登用比率４４４４割超割超割超割超をををを目標目標目標目標とするなどとするなどとするなどとするなど、、、、あらゆるあらゆるあらゆるあらゆるステージステージステージステージにおけるにおけるにおけるにおける男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画をををを推進推進推進推進しますしますしますします。。。。

１１１１ 女性女性女性女性のののの政策政策政策政策・・・・方針決定過程方針決定過程方針決定過程方針決定過程へのへのへのへの参画参画参画参画 ◇◇◇◇県審議会委員等県審議会委員等県審議会委員等県審議会委員等のののの女性女性女性女性のののの選任割合選任割合選任割合選任割合のののの増加増加増加増加
・県内外の各分野で活躍し、男女共同参画の推進に貢献している女性に関する情報を掲載した「徳島県女性のののの促進促進促進促進
人材リスト」の活用等により、県審議会委員等の女性の選任割合の増加に努めた。
○県審議会委員等の女性の選任割合 ⑱４１ ４％（⑰４０ ３％、⑯３６ ２％）． ． ．

◇◇◇◇県職員県職員県職員県職員のののの男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画のののの促進促進促進促進
・平成１６年４月に策定した「徳島県女性職員の登用等に関する計画」に基づき、女性職員に多様な職務経
験を付与するとともに、研修の機会を充実し、意欲と能力のある女性職員の育成・登用を推進。

、 、 、・部長級 課長級等の管理職への登用 重要課題を担当する本庁係長や主要出先機関の係長への登用を行い
女性職員の能力の一層の活用に努めた。

・長期派遣研修として、文化庁・香川県・愛媛県に各２名 （財）地域活性化センター・ 財）自治体国際化、 （
協会に各１名、自治大学校へ１０名（⑯～⑰各３名、⑱４名）の女性職員を派遣。

２２２２ 男女共同参画推進拠点男女共同参画推進拠点男女共同参画推進拠点男女共同参画推進拠点のののの整備整備整備整備 ◇◇◇◇男女共同参画推進拠点男女共同参画推進拠点男女共同参画推進拠点男女共同参画推進拠点のののの整備整備整備整備
・平成１６年度、既存施設（アスティとくしま）を有効活用し、本格的な拠点施設を整備するため 「男女、
共同参画交流センター」の実施設計を実施。

・平成１７年度、整備工事に着手。また、センターの運営準備、利用促進について意見を求めるため 「徳、
島県男女共同参画推進拠点運営準備委員会」を設置し、検討を進めた。

・平成１８年度、引き続き「徳島県男女共同参画推進拠点運営準備委員会」を開催するなど、開館に向けて
の諸準備を進め、１１月に徳島県立男女共同参画交流センター「フレアとくしま」を開館。

３３３３ 拠点施設拠点施設拠点施設拠点施設におけるにおけるにおけるにおける男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画のののの ◇◇◇◇男女共同参画交流男女共同参画交流男女共同参画交流男女共同参画交流センターセンターセンターセンターをををを核核核核としたとしたとしたとした男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画のののの推進推進推進推進
・男女共同参画交流センター「フレアとくしま」を平成１８年１１月に開館し、開館記念イベントや県民と推進推進推進推進
の協働による男女共同参画推進企画委託事業を実施するなど、総合的かつ計画的に男女共同参画を推進。

４４４４ 人材人材人材人材のののの育成育成育成育成 ◇◇◇◇人材人材人材人材のののの育成育成育成育成をををを図図図図るためのるためのるためのるための講座実施講座実施講座実施講座実施
・政策方針決定過程の場への女性の参画支援及び男女共同参画推進の牽引役となる人材育成を図るため、男
女共同参画総合講座を開催。
○男女共同参画総合講座修了者数（累計） ⑱１４１名（⑰８２名、⑯３２名）

・農山漁村における女性の経営や社会への参画を促進する一環として、女性起業家・グループ員を対象に、
農業関連起業に関する技術や知識の向上を図るため、講座を開催。また、農業経営に参画する個人の地位
及び役割を明確化し、その意欲と能力を十分に発揮するために「家族経営協定の締結」を継続的に推進。
○農業関連女性起業家数 個 人 ⑱３７人（⑰３２人、⑯２５人)

グループ ⑱１００グループ（⑰１００グループ、⑯９５グループﾟ)
○家族経営協定締結農家数 ⑱６６５戸（⑰５８７戸、⑯５４７戸）
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５５５５ 普及普及普及普及・・・・啓発啓発啓発啓発のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇フェスティバルフェスティバルフェスティバルフェスティバル等等等等のののの開催開催開催開催によるによるによるによる普及普及普及普及・・・・啓発啓発啓発啓発のののの推進推進推進推進
・男女共同参画について県民の理解と認識を深めるため 「女と男（ひととひと）のフェスティバルとくし、
ま」や「農山漁村男女共同参画啓発セミナー」を開催し、普及・啓発を推進。
○「女と男のフェスティバルとくしま」参加者数（累計）

⑱フレアとくしま開館記念イベントとして実施 ７ ６４２人（⑰６ ８８０人、⑯６ １３０人）， ， ，
○「農山漁村男女共同参画啓発セミナー」参加者数（累計） ⑱４９７人（⑰４４７人、⑯３７７人）

６６６６ 配偶者配偶者配偶者配偶者からのからのからのからの暴力対策暴力対策暴力対策暴力対策のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇配偶者配偶者配偶者配偶者からのからのからのからの暴力防止及暴力防止及暴力防止及暴力防止及びびびび被害者被害者被害者被害者のののの救済救済救済救済とととと自立支援自立支援自立支援自立支援のためのためのためのため基本計画基本計画基本計画基本計画のののの策定策定策定策定、、、、関係機関関係機関関係機関関係機関とのとのとのとの連携強化連携強化連携強化連携強化、、、、
配偶者暴力相談支援配偶者暴力相談支援配偶者暴力相談支援配偶者暴力相談支援センターセンターセンターセンター機能機能機能機能のののの充実充実充実充実

、 「 」 。・平成１６年度に 県民全般を対象に 徳島県男女共同参画の推進に関する調査(ＤＶ等実態調査) を実施
・平成１７年度に、ＤＶ等実態調査結果、ＤＶ被害者ヒアリング調査結果、パブリックコメントによる県民
意見募集などを踏まえ、本県の実情に応じた「配偶者暴力防止及び被害者保護に関する徳島県基本計画」
を平成１７年１２月に策定し、配偶者からの暴力防止及び被害者の保護のための施策を推進。

・関係機関との連携強化等のため、相談機関連絡会議及び事例検討会を開催するとともに、市町村職員・福
祉事務所職員等に対する専門研修を実施。また、夜間休日を含む電話相談を実施。
○相談機関連絡会議 ⑱２回開催（⑰１回、⑯１回）
事例検討会 ⑱３回開催（⑰３回、⑯３回）
専門研修 ⑱１回開催（⑰１回、⑯１回）

・平成１８年度に 「DV被害者自立支援事業」を実施するとともに、関係機関の連携をより実効性のある、
ものとするために 「ＤＶ相談マニュアル」を作成し関係機関へ配布。、

３３３３ 健健健健やかやかやかやか子育子育子育子育てててて環境環境環境環境づくりづくりづくりづくり

家庭家庭家庭家庭やややや地域社会地域社会地域社会地域社会におけるにおけるにおけるにおける子育子育子育子育てててて機能機能機能機能のののの再生再生再生再生をををを図図図図ることなどによりることなどによりることなどによりることなどにより、、、、子子子子どもがどもがどもがどもが健健健健やかにやかにやかにやかに成長成長成長成長しししし、、、、子育子育子育子育てにてにてにてに夢夢夢夢やややや希望希望希望希望をををを持持持持つことができるつことができるつことができるつことができる社会社会社会社会のののの実現実現実現実現をををを
目指目指目指目指しますしますしますします。。。。

１１１１ 行動計画行動計画行動計画行動計画のののの策定等策定等策定等策定等 ◇◇◇◇次世代育成支援対策推進法次世代育成支援対策推進法次世代育成支援対策推進法次世代育成支援対策推進法にににに基基基基づくづくづくづく行動計画行動計画行動計画行動計画のののの策定策定策定策定
・徳島県少子化対応県民会議の開催、パブリック・コメントの実施などを踏まえ、徳島県次世代育成支援行
動計画「徳島はぐくみプラン」を平成17年3月に策定。

・平成１７～１８年度は、プランの趣旨及び内容についての広報、徳島県少子化対応県民会議の開催による
プランに掲げた施策の進め方やさらに必要な取組等に関する意見聴取を実施。

・さらに、プランのより一層の推進に向けて、すべての県民がそれぞれの立場で少子化の問題に取り組み、
「 」 、社会全体で子育てを支えるための行動指針となる 徳島はぐくみ子育て憲章 を平成１８年３月に策定し

普及・啓発を図った。
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◇◇◇◇行動計画行動計画行動計画行動計画のののの県民県民県民県民へのへのへのへの浸透浸透浸透浸透、、、、子育子育子育子育てててて支援支援支援支援へのへのへのへの参画参画参画参画をををを促進促進促進促進するするするする普及啓発活動普及啓発活動普及啓発活動普及啓発活動のののの実施実施実施実施
、「 」 、 、・県を挙げて少子化対策を推進するため 徳島はぐくみプラン について 全体版及び概要版の作成配布

ホームページ・県政だより等への掲載による広報 「次世代育成タウンミーティング 「少子化を考える、 」、
国民の集い 「子育て支援（地域別）のつどい」等の開催などにより、プランの県民への浸透を図るとと」、
もに、すべての県民がそれぞれの立場で少子化問題に取り組み、社会全体で子育てを支えることの重要性
を広く周知。

◇◇◇◇「「「「徳島徳島徳島徳島はぐくみはぐくみはぐくみはぐくみ子育子育子育子育てててて憲章憲章憲章憲章」」」」のののの普及啓発普及啓発普及啓発普及啓発、、、、ワークワークワークワーク・・・・ライフライフライフライフ・・・・バランスバランスバランスバランスのののの実現実現実現実現したしたしたした社会社会社会社会づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進
・すべての県民がそれぞれの立場で少子化の問題に取り組み、社会全体で子育てを支えるための行動指針と
なる「徳島はぐくみ子育て憲章」について、各種広報や「おぎゃっと２１」等の事業実施の機会を活用し
て、積極的な普及啓発を推進。

・また、仕事と子育てが両立し、ゆとりを持って子育てにあたれる社会づくりの推進のため、仕事中心にな
りがちな生活を見直し、子どもと保護者が一緒に遊びふれあう時間を少しでも多く持ってもらうことを目
的とした、県民・事業者・行政による子育て応援事業「 くっつき隊応援事業」により、ワークGo Go！ ！
・ライフ・バランスのとれた生活の実現に向けた取り組みを実施。
○Go！Go！くっつき隊応援し隊（協賛店舗）等 ⑱４３１店舗等（⑰未実施）

２２２２ 人材人材人材人材のののの育成育成育成育成 ◇◇◇◇児童福祉業務児童福祉業務児童福祉業務児童福祉業務にににに携携携携わるわるわるわる人材人材人材人材のののの育成育成育成育成
・主任児童委員、保育士をはじめとして各分野における専門的な研修会等を開催することにより、児童福祉
業務に携わる人材の育成を推進。
○研修会受講者数（延べ人数） ⑱約２ ０００人（⑰約３ ２００人、⑯約２ １００人）， ， ，

３３３３ とくしまとくしまとくしまとくしま女性輝女性輝女性輝女性輝きききき事業事業事業事業のののの実施実施実施実施 ◇◇◇◇保育保育保育保育サービスサービスサービスサービスのののの拡充拡充拡充拡充
・働きながら子育てをしている家庭にとって最もニーズの高い「延長保育」と「病後児保育」をはじめとす
る保育サービスについて、未実施市町村における新たな取り組みを促進。
○延長保育事業実施市町村数 ⑱２３市町村（４９／５０市町村）

（⑰２３市町村（４７／５０市町村 、⑯３４市町村（３８／５０市町村 ）） ）
○病後児保育実施市町村数 ⑱９市町村（１６／５０市町村・８施設）

（⑰９市町村（１６／５０市町村・８施設 、⑯７市町村（９／５０市町村・７施設 ）） ）

◇◇◇◇仕事仕事仕事仕事とととと子育子育子育子育てててて等等等等がががが両立両立両立両立するためのするためのするためのするための環境整備環境整備環境整備環境整備
・ 仕事いきいきセミナー」を開催し、育児・介護休業法等の周知啓発を実施。平成１８年度には、新たに「
「はぐくみ支援企業育成事業」を実施し、子育てにやさしい職場環境づくりを推進。
○仕事いきいきセミナー参加者数 ⑱１２０人（⑰８４人、⑯７３人）
○はぐくみ支援企業等表彰 ⑱１０事業所

・ 子育てにやさしい職場づくり支援事業」において、民間事業所に対し、働きやすい職場環境の整備や地「
域貢献活動の取り組み等を促進。モデル企業は県のホームページにおいて紹介し、制度の導入状況等の情
報を提供。
○次世代育成支援モデル企業の認定 ⑱９件（⑰４件）
○育児休業取得者数（民間） ⑱９５３人（⑰８４４人、⑯８６０人）
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４４４４ 放課後児童放課後児童放課後児童放課後児童のののの健全育成健全育成健全育成健全育成 ◇◇◇◇放課後児童放課後児童放課後児童放課後児童クラブクラブクラブクラブのののの拡充拡充拡充拡充
・昼間に保護者が家庭にいない児童に適切な遊びと生活の場を確保する「放課後児童クラブ」について、未
実施地域における新たな取り組みを促進。
○放課後児童クラブの設置数 ⑱１１１クラブ（⑰１０２クラブ、⑯９８クラブ）

５５５５ 地域地域地域地域のののの子育子育子育子育てててて機能機能機能機能のののの強化強化強化強化 ◇◇◇◇子育子育子育子育てててて総合支援総合支援総合支援総合支援センターセンターセンターセンターのののの設置設置設置設置
・子育て関連組織等のネットワークづくりや、人材育成や研修の実施等による子育て支援活動を支援し、地
域の子育ての総合力を高めるために 「子育て総合支援センター“みらい 」を平成18年11月に開設。、 ”

◇◇◇◇地域地域地域地域のののの保育所等保育所等保育所等保育所等をををを利用利用利用利用したしたしたした育児相談育児相談育児相談育児相談、、、、子育子育子育子育てててて情報情報情報情報のののの提供提供提供提供、、、、子育子育子育子育ててててサークルサークルサークルサークル・・・・ボランティアボランティアボランティアボランティアのののの育成育成育成育成、、、、支援等支援等支援等支援等
・地域にある保育所等を利用して、育児相談に応じたり、子育て情報の提供、子育てサークル・ボランティ
アの育成、支援等を進めるため、地域子育て支援センター等について、未実施地域における新たな取り組
みを促進。
○地域子育て支援センター等の設置数 ⑱８０か所（⑰７９か所、⑯7４か所）

◇◇◇◇ファミリーファミリーファミリーファミリー・・・・サポートサポートサポートサポート・・・・センターセンターセンターセンター等等等等のののの設置促進設置促進設置促進設置促進
・地域のニーズを把握しつつ、設置に向けて市町村に働きかけた結果、平成１７年９月に鳴門ファミリー・
サポート・センターが、平成１８年１０月に美馬ファミリー・サポート・センターが設置された。
○ファミリー・サポート・センター設置箇所数（累計）

⑱５箇所（徳島市・鳴門市・阿南市・美馬市・板野東部）

６６６６ 児童虐待防止対策児童虐待防止対策児童虐待防止対策児童虐待防止対策のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇市町村児童虐待防止市町村児童虐待防止市町村児童虐待防止市町村児童虐待防止ネットワークネットワークネットワークネットワークのののの設置設置設置設置
・ 市町村児童虐待防止ネットワーク」を活用し、児童虐待の早期発見・早期対応を図るとともに、虐待防「
止に向けた普及啓発を図るため、ネットワーク未設置町村における新たな設置を促進。なお、改正児童福
祉法により、平成１７年度から既存の市町村ネットワークが「要保護児童対策地域協議会」として法定化
されたため、未設置町に対しては地域協議会の設置を促進するとともに、設置済市町村については地域協
議会への移行を推進。
○市町村ネットワーク（要保護児童対策地域協議会含む）設置率 ⑱９５ ８％（２３／２４市町村）．

（⑰９５ ８％（２３／２４市町村 、⑯８１ ６％（３１／３８市町村 ）． ．） ）

７７７７ 不妊治療不妊治療不妊治療不妊治療のののの経済的負担経済的負担経済的負担経済的負担のののの軽減軽減軽減軽減 ◇◇◇◇不妊治療不妊治療不妊治療不妊治療にににに要要要要するするするする経費経費経費経費のののの助成助成助成助成
・次世代育成支援の一環として、不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用されず、高額の
医療費がかかる体外受精及び顕微授精に要する費用の一部を助成。県内５医療機関を指定し、平成１６年
９月より各保健所において申請受付を開始。各保健所での相談業務及び不妊専門相談センター事業（徳島
大学病院委託）と連携し、県民への周知を図るとともに、平成１８年度から、助成期間を通算５年間に延
長し、制度を拡充。
○不妊治療費助成件数（累計） ⑱４０４件（⑰２４３件、⑯１０７件）
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８８８８ 乳幼児等乳幼児等乳幼児等乳幼児等のののの医療医療医療医療にににに係係係係るるるる経済的負担経済的負担経済的負担経済的負担のののの ◇◇◇◇乳幼児等医療乳幼児等医療乳幼児等医療乳幼児等医療にににに要要要要するするするする経費経費経費経費のののの助成助成助成助成
・次世代育成支援の一環として、子育て家庭の経済的負担の軽減を図るために、従来から行ってきた乳幼児軽減軽減軽減軽減
医療費助成について、平成１８年１０月から助成対象範囲を拡大し、乳幼児等はぐくみ医療助成費として
全国トップクラスの制度に再構築。
○乳幼児等医療費助成対象年齢 ⑱通院・入院とも７歳未満（⑰まで通院３歳未満、入院６歳未満）

９９９９ 多子世帯等多子世帯等多子世帯等多子世帯等のののの経済的負担経済的負担経済的負担経済的負担のののの軽減軽減軽減軽減 ◇◇◇◇阿波阿波阿波阿波っっっっ子子子子すくすくはぐくみすくすくはぐくみすくすくはぐくみすくすくはぐくみ資金貸付制度資金貸付制度資金貸付制度資金貸付制度のののの創設創設創設創設
・平成18年度に、勤労者向け協調融資制度において、出産や2人以上の子育てを行う勤労者に教育資金等
の低利融資を行う「阿波っ子すくすくはぐくみ資金貸付制度」を創設し、勤労者の経済的負担の軽減を通
じて仕事と子育ての両立を支援。
○新規貸付件数 ⑱１２８件

４４４４ 高齢者高齢者高齢者高齢者いきいきとくしまのいきいきとくしまのいきいきとくしまのいきいきとくしまの推進推進推進推進

様様様様々々々々なななな学習機会学習機会学習機会学習機会のののの提供提供提供提供やややや就労機会就労機会就労機会就労機会のののの拡大拡大拡大拡大などによりなどによりなどによりなどにより、、、、学習学習学習学習やややや社会貢献社会貢献社会貢献社会貢献のののの意欲意欲意欲意欲のののの向上向上向上向上にににに積極的積極的積極的積極的にににに対応対応対応対応するするするする、、、、高齢者高齢者高齢者高齢者がいきいきとがいきいきとがいきいきとがいきいきと生活生活生活生活できるできるできるできる環境環境環境環境づくりづくりづくりづくり
にににに努努努努めますめますめますめます。。。。

１１１１ 「「「「とくしまとくしまとくしまとくしまシルバーカレッジシルバーカレッジシルバーカレッジシルバーカレッジ事業事業事業事業」」」」 ◇◇◇◇シルバーシルバーシルバーシルバー大学院大学院大学院大学院のののの創設創設創設創設
・シルバー大学校卒業生を対象に、さらに専門的で高いレベルでの学習機会を提供し、地域福祉のリーダーのののの創設創設創設創設
を養成するため、平成１６年９月から「シルバー大学院」を開講。
○入学者数 ⑱１００人（歴史・文化３６人、ＩＴ５０人、健康スポーツ１４人）

⑰１００人（歴史・文化３２人、介護２３人、ＩＴ２５人、健康スポーツ２０人）
⑯１００人（歴史・文化３０人、介護３０人、ＩＴ２０人、健康スポーツ２０人）

・平成１７年度に、シルバー大学院卒業生を対象に地域のリーダーになっていただくための「シルバー人材
バンク－生きがいづくり推進員」を設置。
○シルバー人材バンク－いきがいづくり推進員数（累計） ⑱１８４人（⑰９０人）

２２２２ 「「「「徳島県健康福祉祭徳島県健康福祉祭徳島県健康福祉祭徳島県健康福祉祭」」」」のののの開催開催開催開催 ◇◇◇◇徳島県健康福祉祭徳島県健康福祉祭徳島県健康福祉祭徳島県健康福祉祭のののの開催開催開催開催
・ ぬくもりと活力ある長寿社会」づくりについて、県民が一体となって取り組んでいくための契機とする「
ため、地域や世代を超えた幅広い分野からの参加による県健康福祉祭を開催。
○徳島県健康福祉祭参加者数 ⑱７０ ２００人（開催時期 平成１８年１１月２５日～２６日），

⑰５７ ５００人（開催時期 平成１７年１０月１５日～１６日），
⑯７０ ０００人（開催時期 平成１６年１１月２７日～２９日），

３３３３ 就業機会就業機会就業機会就業機会のののの確保確保確保確保・・・・増大等増大等増大等増大等 ◇◇◇◇働働働働くくくく意欲意欲意欲意欲をををを持持持持つつつつ高齢者高齢者高齢者高齢者のののの就業機会就業機会就業機会就業機会のののの確保確保確保確保とととと提供提供提供提供
・働く意欲を持つ高齢者にその経験と能力を活かした就業の機会確保・提供を行い、高齢者の生きがいづく
りと地域社会の活性化を推進。
○シルバー人材センターが設置されている市町村 ⑱２３市町村（４９／５０市町村）

（⑰２２市町村（４４／５０市町村 、⑯３５市町村（４３／５０市町村 ）） ）
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４４４４ 農山漁村高齢者農山漁村高齢者農山漁村高齢者農山漁村高齢者のののの活動支援活動支援活動支援活動支援 ◇◇◇◇生生生生きがいをきがいをきがいをきがいを持持持持ってってってって生涯現役生涯現役生涯現役生涯現役でででで活動活動活動活動できるできるできるできる環境環境環境環境づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進
・豊富な知識・技術・経験を有し、その伝承や地域における農業生産活動及び地域社会活動等の推進に意欲
のある高齢農業者を「高齢農業者人材バンク（農山漁村いきいきシニア人材バンク 」に登録し、活用。）
○高齢農業者人材バンク登録者数 ⑱２０１人（⑰１７３人、⑯１３７人）

５５５５ とくしまとくしまとくしまとくしまハンディキャップハンディキャップハンディキャップハンディキャップ・・・・フリーフリーフリーフリーのののの推進推進推進推進

県民一人県民一人県民一人県民一人ひとりがひとりがひとりがひとりが主体性主体性主体性主体性をををを持持持持ってってってって、、、、はつらつとはつらつとはつらつとはつらつと生活生活生活生活できるできるできるできるユニバーサルユニバーサルユニバーサルユニバーサルなななな社会社会社会社会をををを実現実現実現実現するためするためするためするため、、、、基本的基本的基本的基本的なななな取取取取りりりり組組組組みをみをみをみを示示示示すとともにすとともにすとともにすとともに、、、、そのそのそのその着実着実着実着実なななな推進推進推進推進
をををを図図図図りますりますりますります。。。。

１１１１ 高齢者高齢者高齢者高齢者にににに対対対対するするするする介護予防介護予防介護予防介護予防・・・・ ◇◇◇◇介護予防介護予防介護予防介護予防サービスサービスサービスサービス・・・・生活支援生活支援生活支援生活支援サービスサービスサービスサービス等等等等のののの提供提供提供提供
、 、生活支援等生活支援等生活支援等生活支援等 ・平成１６年度に 高齢者が要介護状態に陥ったり状態が悪化することがないようにする介護予防サービス

生活サービス等のメニュー事業を、市町村が地域の実情から総合的に選択し実施する場合に経費の一部を
補助 （全市町村で実施）。

、 、 「 」・平成１７年度に 生活支援サービスにおける軽度生活援助 緊急通報装置設置がいわゆる 三位一体改革
に伴う税源移譲のため市町村単独事業となった。

・平成１８年度に、介護予防サービスにおける家族介護教室及び「食」の自立支援（配食サービス）が、介
護保険制度改革に伴い創設された地域支援事業において内容を大幅に見直して実施できる対象となった。

・ 食」の自立支援（配食サービス 、緊急通報装置等については、民間によるサービスの拡大や携帯電話の「 ）
普及等により、状況が変動している。
○要援護高齢者等への配食サービスや緊急通報装置等の利用人数

⑱６ ８０３人（⑰９ ２５９人、⑯９ ０４０人）， ， ，

２２２２ 高齢者高齢者高齢者高齢者のののの身体機能身体機能身体機能身体機能にににに応応応応じたじたじたじた住宅改造住宅改造住宅改造住宅改造 ◇◇◇◇住宅改造住宅改造住宅改造住宅改造のののの推進推進推進推進
・高齢者の居宅に係る住宅改造のための経費を市町村が助成する場合、その一部を補助。のののの推進推進推進推進

○高齢者住宅改造促進事業助成件数（⑫からの累計） ⑱５９２件（⑰５６０件、⑯５０６件）

３３３３ 障害者障害者障害者障害者のののの活動活動活動活動とととと交流交流交流交流のののの拠点拠点拠点拠点のののの整備整備整備整備 ◇◇◇◇徳島県障害者交流徳島県障害者交流徳島県障害者交流徳島県障害者交流プラザプラザプラザプラザのののの整備整備整備整備
・障害の有無に関わりなく、スポーツや文化芸術活動など、いろいろな活動を通じてお互いの交流を深め、
ノーマライゼーションの理念がさらに普及するよう、新たな活動と交流の拠点として、徳島市南矢三町に
「徳島県障害者交流プラザ」を平成１８年４月にオープン。

４４４４ 障害者障害者障害者障害者のののの自立自立自立自立とととと社会参加社会参加社会参加社会参加のののの促進促進促進促進 ◇◇◇◇点訳点訳点訳点訳・・・・手話等手話等手話等手話等ののののボランティアボランティアボランティアボランティアのののの養成養成養成養成・・・・派遣派遣派遣派遣
・障害者のコミュニケーションを確保し社会参加を促進するため、点訳奉仕員養成、手話通訳者養成・派遣
等を実施。
○点訳奉仕員養成人数（累計） ⑱８０５人（⑰７８９人、⑯７７６人）
○手話通訳者派遣件数（延べ） ⑱１ ７６４件（⑰１ ３７５件、⑯１ ０９３件）， ， ，
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◇◇◇◇障害者障害者障害者障害者のためののためののためののためのパソコンパソコンパソコンパソコン講座等講座等講座等講座等のののの実施実施実施実施
・ＩＴ技術を用いた障害者の在宅ワークを促進するため障害種別ごとのパソコン講座を開催。

○障害者向けパソコン講座の受講者数（累計） ⑱２ ２８３人（⑰２ ２８３人、⑯２ １４９人）， ， ，

◇◇◇◇グループホームグループホームグループホームグループホーム等等等等のののの整備整備整備整備のののの促進促進促進促進
・地域での自立生活を援助するグループホーム等の整備を推進。

○知的障害者地域生活援助事業定員（累計） ⑱２３６人（⑰２１３人、⑯１９３人）
○運営を開始した精神障害者社会復帰施設（累計） ⑱３５施設（⑰３４施設、⑯３２施設）

・地域生活援助事業の趣旨とメリットについて市町村、知的障害者施設、利用者に積極的に周知。

◇◇◇◇障害者授産施設等障害者授産施設等障害者授産施設等障害者授産施設等のののの活性化活性化活性化活性化
・就労困難な障害者が行う製品製造など「授産事業活動」を活性化させるため、授産製品や授産施設等を紹
介したホームページを開設し、インターネットで授産製品を直接販売ができるシステムを構築。
また、ホームページ掲載用の授産商品写真を利用し作成したカタログを作成し広報活動を実施。

◇◇◇◇発達障害者支援発達障害者支援発達障害者支援発達障害者支援センターセンターセンターセンターのののの設置及設置及設置及設置及びびびび充実強化充実強化充実強化充実強化、、、、発達障害者支援体制発達障害者支援体制発達障害者支援体制発達障害者支援体制のののの整備整備整備整備
・平成１８年４月、県立あさひ学園内に「徳島県発達障害者支援センター」を設置し、県内の発達障害に関
する各般の問題について発達障害児(者)及び家族等からの相談に応じ、適切な指導助言を行うとともに、
関係施設との連携強化等により、発達障害児（者）に対し、地域における総合的な支援体制を推進。

５５５５ 障害者等障害者等障害者等障害者等のののの在宅福祉在宅福祉在宅福祉在宅福祉のののの充実充実充実充実 ◇◇◇◇障害者障害者障害者障害者（（（（児児児児））））のののの特性特性特性特性をををを十分理解十分理解十分理解十分理解したしたしたしたホームヘルパーホームヘルパーホームヘルパーホームヘルパーのののの育成育成育成育成
（ ）、 （ ） 。・身体障害者 児 知的障害者 児 及び精神障害者の特性を十分理解したホームヘルパーの育成を推進

○身体障害者（児 、知的障害者（児）ヘルパー育成研修修了者数（累計））
⑱２２５人（⑰２２５人、⑯１４９人）

○精神障害者ホームヘルパー養成特別研修受講者数（累計） ⑱６９７人（⑰６９７人、⑯６０８人）

６６６６ ユニバーサルユニバーサルユニバーサルユニバーサルなまちづくりなまちづくりなまちづくりなまちづくり

自然自然自然自然にやさしいにやさしいにやさしいにやさしい、、、、利用者重視利用者重視利用者重視利用者重視のののの視点視点視点視点にににに立立立立ったったったった公共事業公共事業公共事業公共事業をををを推進推進推進推進するなどするなどするなどするなど、、、、ユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザインのののの考考考考ええええ方方方方にににに基基基基づきづきづきづき地域地域地域地域にににに暮暮暮暮らすみんながらすみんながらすみんながらすみんなが住住住住みやすいみやすいみやすいみやすい
まちづくりをまちづくりをまちづくりをまちづくりを目指目指目指目指しますしますしますします。。。。

１１１１ ユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザインのののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇ユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザイン基本指針基本指針基本指針基本指針のののの策定策定策定策定、、、、県民会議県民会議県民会議県民会議のののの設立等設立等設立等設立等によるによるによるによる普及啓発普及啓発普及啓発普及啓発
・平成１６年度に、検討会議を開催するとともに、パブリックコメント等により広く県民意見をいただきな
がら、平成１７年３月に「とくしまユニバーサルデザイン基本指針」を策定。

・平成１７年度は、基本指針を踏まえ、県が率先して利用者の視点に立った公共事業を推進するための行動
「 」 、計画として とくしま公共事業ユニバーサルデザイン推進プラン を平成１７年７月に策定するとともに

県民挙げての推進体制づくりのため 「とくしまユニバーサルデザイン県民会議」を平成１７年８月に設、
立し、普及啓発を推進。

・平成１８年度は、公募によるユニバーサルデザインのロゴマーク作成や引き続き同県民会議を開催するな
ど、様々な機会や媒体を活用して普及啓発を推進。
○ユニバーサルデザインの考え方の県民の認知度 ⑱５５％（⑯４０％）
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２２２２ 利用者側利用者側利用者側利用者側のののの視点視点視点視点にににに立立立立ったったったった公共事業公共事業公共事業公共事業のののの ◇◇◇◇「「「「とくしまとくしまとくしまとくしま公共事業公共事業公共事業公共事業ユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザイン推進推進推進推進プランプランプランプラン」」」」のののの策定策定策定策定
・平成１７年３月に策定した「とくしまユニバーサルデザイン基本指針」を踏まえ、県が率先して利用者の推進推進推進推進
視点に立った公共事業を推進するための行動計画として、各分野ごとに具体の数値目標や主な事業をわか
りやすく示した「とくしま公共事業ユニバーサルデザイン推進プラン」を平成１７年７月に策定。

◇◇◇◇ユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザイン点検点検点検点検・・・・評価評価評価評価、、、、公共施設公共施設公共施設公共施設のののの改善改善改善改善
・平成１７年度に 「とくしま公共事業ユニバーサルデザイン推進プラン」を踏まえ 「既存公共施設のＵＤ、 、
点検・評価」や「公共工事１件１ＵＤの取り組み（ワンワン運動 」など徳島県独自の取り組みを実施。）
○既存公共施設のＵＤ点検・評価 ⑱１６箇所（蔵本公園等 （⑰１５箇所（鳴門総合運動公園等 ）） ）

・平成１８年度に、ＵＤ点検・評価に基づき、鳴門総合運動公園のユニバーサルデザイン工事に着手。

◇◇◇◇中山間地域中山間地域中山間地域中山間地域おけるおけるおけるおける対向車接近表示対向車接近表示対向車接近表示対向車接近表示システムシステムシステムシステムのののの導入導入導入導入
・中山間地域の幅員狭小な道路において待避所整備に加え 「対向車接近表示システム」を設置して円滑で、
安全な通行を確保。
○対向車接近表示システム設置箇所数 ⑱７路線・８箇所（⑰未実施）

３３３３ 「「「「徳島県徳島県徳島県徳島県ひとにやさしいまちづくりひとにやさしいまちづくりひとにやさしいまちづくりひとにやさしいまちづくり ◇◇◇◇啓発活動啓発活動啓発活動啓発活動やややや施設整備施設整備施設整備施設整備にににに対対対対するするするする支援支援支援支援
・障害者等の円滑な利用のために、店舗等を改善する事業者が必要とする資金を融資することにより、障害条例条例条例条例」」」」のののの推進推進推進推進
者等の利用に配慮したやさしいまちづくりを促進。
○やさしいまちづくり整備モデル資金貸付金融資件数（累計） ⑱４件

・不特定多数の県民が利用する公共的建築物等について、やさしいまちづくりの視点に立った優れた整備、
改善を行った施主及び設計者を顕彰することにより、やさしいまちづくりを推進。
○「徳島やさしいまちづくり賞」受賞施設数（累計） ⑱５４施設（⑰５４施設、⑯５０施設）

・毎年１２月のやさしいまちづくり推進月間中に開催される「ぽいんせちあフェスティバル」において、
やさしいまちづくり賞受賞施設の紹介やパネル展示等により普及啓発を実施。

◇◇◇◇ユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザインのののの考考考考ええええ方方方方にににに基基基基づくづくづくづく条例条例条例条例のののの全面改正全面改正全面改正全面改正
・平成１８年度に 「徳島県ひとにやさしいまちづくり条例」を全面改正し 「徳島県ユニバーサルデザイン、 、
によるまちづくりの推進に関する条例」を制定 （平成１９年３月公布・一部施行、平成１９年１０月１。
日全面施行）

４４４４ 公共施設等公共施設等公共施設等公共施設等のののの整備整備整備整備 ◇◇◇◇電線類電線類電線類電線類のののの地中化地中化地中化地中化やややや段差段差段差段差のないのないのないのない歩道等歩道等歩道等歩道等のののの整備整備整備整備
（ ）、 （ ）、 （ ）・電線類の地中化を国道４３８号 二軒屋工区 徳島鴨島線 吉野川橋通線 宮倉徳島線 南二軒屋工区

で促進するとともに、幅３ｍ以上の歩道整備（３ｍ以上の歩道がある道路改良等を含む）については、県
道鳴門池田線（東みよし町）等において促進。
○３ｍ以上の幅の歩道がある県管理道路の延長 ⑱１２０ ６㎞（⑰１１６㎞、⑯１１０㎞）．
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◇◇◇◇新町橋通線新町橋通線新町橋通線新町橋通線におけるにおけるにおけるにおけるユニバーサルユニバーサルユニバーサルユニバーサル空間空間空間空間のののの創出創出創出創出
・徳島駅前から阿波おどり会館までの新町橋通線において、障害者タウンウォッチングや県民とのワークシ
ョップを実施し、平成１６年１０月３０日から１１月７日までの間、車道の１車線を歩行者及び自転車の
移動空間に開放する等の社会実験を実施。

・社会実験により抽出された現道の問題点やニーズを反映させた、交通バリアフリー法に基づく「道路特定
事業計画」を平成１８年３月に策定。

・平成１８年度に 「道路特定事業計画」に基づき、国道４３８号、宮倉徳島線等の実施計画を作成。、

５５５５ 公共交通機関公共交通機関公共交通機関公共交通機関のののの整備促進整備促進整備促進整備促進 ◇◇◇◇ノンステップバスノンステップバスノンステップバスノンステップバスのののの導入導入導入導入
・路線バス事業者が行うノンステップバスの導入に対して、国と協調して補助。

○ノンステップバス導入台数
⑱８台（徳島バス３台、四国交通１台、鳴門市企業局２台、徳島市交通局２台）
⑰７台（徳島バス３台、四国交通１台、小松島市１台、徳島市交通局２台）
⑯６台（徳島バス３台、四国交通１台、徳島市交通局２台）

○ノンステップバス導入率 ⑱２２ ４％（⑰１８ ９％、⑯１５ ９％）． ． ．

◇◇◇◇普通列車車両普通列車車両普通列車車両普通列車車両へのへのへのへのバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー対応対応対応対応トイレトイレトイレトイレ設置設置設置設置
・ＪＲ四国が実施する徳島・香川両県内を運行する普通列車車両へのバリアフリー対応トイレ設置事業に対
して、香川県と協調して支援。
○設置車両数 ⑱普通列車２５両（⑰普通列車１７両、⑯普通列車９両）

６６６６ 外国人外国人外国人外国人がががが住住住住みやすいまちづくりみやすいまちづくりみやすいまちづくりみやすいまちづくり ◇◇◇◇相談窓口相談窓口相談窓口相談窓口のののの充実充実充実充実、、、、生活支援講座生活支援講座生活支援講座生活支援講座のののの開設開設開設開設、、、、多言語多言語多言語多言語によるによるによるによる情報提供等情報提供等情報提供等情報提供等
・ 徳島県国際交流プラザ」に相談窓口を開設し外国人等からの相談に窓口・電話での対応を実施するとと「
もに、在県外国人の日常生活を支援するため、生活上の基礎知識の提供や日本語指導等を行う「生活支援
講座」を開設。
○相談、情報提供等の生活支援サービスを受けた外国人数

⑱２ ５７５人（⑰２ ５７３人、⑯２ ３５６人）， ， ，

・平成１６年度から、在県外国人向けの多言語生活ガイドを電子情報で制作し、市町に配布するとともに、
インターネットで行政情報、生活情報等を提供。平成１７年度からは、多言語による携帯電話サイトを開
設し、防災情報や生活情報を提供。また、在県外国人の子育てサロンを開設し、子どもの遊び場の提供と
親への日本語指導や子育て相談に対応。
○行政情報等提供対象市町村数 ⑱５市町（⑰５市町、⑯５市町）
○在県外国人の子育てサロン参加者数（延べ） ⑱３０２人（⑰２００人）

◇◇◇◇専門専門専門専門ボランティアボランティアボランティアボランティアのののの養成及養成及養成及養成及びびびび外国人支援外国人支援外国人支援外国人支援のためののためののためののためのネットワークネットワークネットワークネットワーク形成形成形成形成
・平成１７年度から、県民の国際理解を深め、官民協働の国際交流・協力活動を促進するため、在県外国人
に対する生活相談等に応じる「専門ボランティア」を養成。
○専門ボランティア養成講座開催 ⑱１５０人（⑰１４７人）

・平成１６年度から、在県外国人、外国人支援ボランティア等から地域で外国人支援を行う「地域共生サポ
ーター」を配置。
○地域共生サポーターの委嘱者数 ⑱８５人（⑰８７人、⑯７３人）
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７７７７ 人権人権人権人権がががが尊重尊重尊重尊重されるされるされるされる社会社会社会社会づくりづくりづくりづくり

同和問題同和問題同和問題同和問題をはじめをはじめをはじめをはじめ、、、、女性女性女性女性、、、、子子子子どもどもどもども、、、、高齢者高齢者高齢者高齢者、、、、障害者障害者障害者障害者、、、、外国人外国人外国人外国人などのなどのなどのなどの様様様様々々々々なななな人権問題人権問題人権問題人権問題のののの解決解決解決解決にににに向向向向けけけけ、、、、積極的積極的積極的積極的なななな取取取取りりりり組組組組みをみをみをみを行行行行いいいい、、、、すべてのすべてのすべてのすべての人人人人のののの人権人権人権人権がががが
尊重尊重尊重尊重されるされるされるされる社会社会社会社会のののの確立確立確立確立をををを目指目指目指目指しますしますしますします。。。。

１１１１ 人権教育人権教育人権教育人権教育・・・・啓発啓発啓発啓発のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇ 人権啓発人権啓発人権啓発人権啓発のののの推進推進推進推進「「「「徳島県人権教育徳島県人権教育徳島県人権教育徳島県人権教育・・・・啓発啓発啓発啓発にににに関関関関するするするする基本計画基本計画基本計画基本計画」」」」策定策定策定策定、、、、
・平成１６年度に基本計画策定懇話会を開催し、パブリックコメントによる県民意見の募集などにより検討
を行い、平成１６年１２月 「徳島県人権教育・啓発に関する基本計画」を策定。、

・平成１７年以降、徳島県人権施策推進本部を中心として、関係部局の緊密な連携のもと、基本計画に基づ
き、人権教育・啓発に関する施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、平成１７年度施策の事業実施
状況を公表。
○人権フェスティバルの開催 ⑱アスティとくしまで開催 参加者延べ約５ ０００人，

⑰郷土文化会館・藍場浜公園で開催 参加者延べ約８ ０００人，
⑯文化の森総合公園で開催 参加者延べ約８ ０００人，

○新聞・テレビ・ポスターなどによる各種啓発事業

◇◇◇◇「「「「徳島県人権教育推進方針徳島県人権教育推進方針徳島県人権教育推進方針徳島県人権教育推進方針」」」」のののの普及普及普及普及
・教職員及び市町村等における人権教育推進の指導者となる者に対して、すべての人の基本的人権が尊重さ
れる社会の実現に向け、より一層総合的な視野に立った人権教育を推進するため 「徳島県人権教育推進、
方針」を普及・周知。

２２２２ 人権教育啓発推進拠点人権教育啓発推進拠点人権教育啓発推進拠点人権教育啓発推進拠点のののの整備整備整備整備 ◇◇◇◇人権教育啓発推進拠点人権教育啓発推進拠点人権教育啓発推進拠点人権教育啓発推進拠点のののの整備整備整備整備
、 、 （ ）・人権教育啓発推進拠点の基本構想を踏まえ 施設等の検討を行い 既存施設 沖洲マリンターミナルビル

を有効活用することとし、人権教育・啓発に関する取り組みをより一層推進する、県民が気軽に利用し学
習できる拠点として 「徳島県立人権教育啓発推進センター」を平成１８年度末に整備。、

、 。・民間活力を導入し 住民サービスの向上と経費の削減を図るため施設の管理運営に指定管理者制度を導入

３３３３ 同和問題同和問題同和問題同和問題のののの解決解決解決解決にににに向向向向けたけたけたけた基本方針基本方針基本方針基本方針のののの ◇◇◇◇基本方針基本方針基本方針基本方針のののの推進推進推進推進
・ 同和問題の解決に向けて（基本方針 」に基づき、各施策を計画的に推進。また、心理的差別の解消を図推進推進推進推進 「 ）
るため、新聞・テレビ・ラジオやポスター等により広報を行うなど、同和問題の早期解決を図るための各
種啓発事業等を実施。
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基本目標基本目標基本目標基本目標７７７７「「「「にぎわいとくしまにぎわいとくしまにぎわいとくしまにぎわいとくしま」」」」のののの実現実現実現実現

重点施策及重点施策及重点施策及重点施策及びびびび主要事業 平成主要事業 平成主要事業 平成主要事業 平成１６１６１６１６年度年度年度年度～～～～平成平成平成平成１８１８１８１８年度年度年度年度のののの取組状況取組状況取組状況取組状況

１１１１ とくしまとくしまとくしまとくしま大交流回廊大交流回廊大交流回廊大交流回廊（（（（スーパーコリドースーパーコリドースーパーコリドースーパーコリドー））））のののの推進推進推進推進

本州四国連絡橋道路本州四国連絡橋道路本州四国連絡橋道路本州四国連絡橋道路（（（（鳴門鳴門鳴門鳴門～～～～神戸間神戸間神戸間神戸間））））のののの通行料金通行料金通行料金通行料金をををを軽減軽減軽減軽減することをすることをすることをすることを関係各方面関係各方面関係各方面関係各方面にににに働働働働きかけるなどきかけるなどきかけるなどきかけるなど、、、、近畿近畿近畿近畿とととと四国四国四国四国のののの交流拠点交流拠点交流拠点交流拠点であるとくしまのであるとくしまのであるとくしまのであるとくしまの位置的位置的位置的位置的
優位性優位性優位性優位性をををを向上向上向上向上させるさせるさせるさせる流通流通流通流通・・・・交通体系交通体系交通体系交通体系のののの戦略的戦略的戦略的戦略的なななな改革改革改革改革をををを推進推進推進推進しますしますしますします。。。。

１１１１ 本四道路本四道路本四道路本四道路のののの通行料金通行料金通行料金通行料金のののの弾力的弾力的弾力的弾力的なななな料金料金料金料金 ◇◇◇◇関係府県市関係府県市関係府県市関係府県市とととと連携連携連携連携したしたしたした国等国等国等国等にににに対対対対するさらなるするさらなるするさらなるするさらなる料金料金料金料金のののの引引引引きききき下下下下げのげのげのげの要望要望要望要望とととと利用促進利用促進利用促進利用促進
・平成１６年度の要望等の結果、平成１５年７月から適用になっていた新特別料金（特別料金から１０％の設定設定設定設定によるによるによるによる軽減化軽減化軽減化軽減化
料金引き下げされていたもの）の当面の継続が決定。

・平成１７年度は、四国知事会から利用促進に向けた取り組みについて要望。結果、平成１８年４月から、
本州四国連絡道路の料金制度に大口・多頻度割引において割引率が拡充されたほか、ＥＴＣ特別割引（割
引率５．５％）の併用が適用。

・平成１８年度においては、四国知事会による要望のほか、道路特定財源の活用による大幅な通行料金の引
き下げなど、県独自の施策提案を要望。

２２２２ 四国内外四国内外四国内外四国内外のののの交流交流交流交流のののの促進促進促進促進 ◇◇◇◇高速料金高速料金高速料金高速料金のののの利用料金利用料金利用料金利用料金をををを試験的試験的試験的試験的にににに割割割割りりりり引引引引くくくく社会実験社会実験社会実験社会実験のののの実施実施実施実施
・平成１６年度は、徳島自動車道の徳島ＩＣ～藍住ＩＣ間における利用者に限って、全ての車種を対象に通
行料金を半額とする社会実験を実施し、一般道路から高速道路への交通の転換を図った。また、ＥＴＣの
利用者に限って、朝夕の時間帯（午前６時～９時、午後５時～８時）に１００㎞以内を走行すれば料金が
半額となる通勤割引や、深夜（０時～４時）に走行すれば料金が３割引となる深夜割引の導入を図った。

・平成１７年度は、ＥＴＣの利用者に限って、通行料金の支払額に応じてポイントが貯り、そのポイントを
還元額（無料通行分）と交換できるマイレージサービスの導入を図った。

・平成１８年度は、引き続き、通勤割引、深夜割引、マイレージサービスを実施し、徳島自動車道をはじめ
とする高速道路の利用促進を図った。

３３３３ 高規格幹線道路高規格幹線道路高規格幹線道路高規格幹線道路のののの整備整備整備整備 ◇◇◇◇四国横断自動車道四国横断自動車道四国横断自動車道四国横断自動車道（（（（鳴門鳴門鳴門鳴門～～～～阿南阿南阿南阿南））））のののの整備整備整備整備
・平成１６年度は、鳴門～徳島間において設計協議を進め、全１９地区のうち１７地区で設計協議が完了。
・平成１７年度は、鳴門～徳島間において設計協議が完了し、旧吉野川を渡河する長岸橋の本工事に着手。
また、徳島～小松島間において、高速道路の受け皿となるマリンピア沖洲第２期事業の起工式を開催し、
護岸・突堤工事に着手したほか、小松島～阿南間においては、地元説明会を開催、現地調査に着手。
さらに、第２回国幹会議において、鳴門～小松島間の整備手法が決定。

・平成１８年度は、鳴門～徳島間において用地買収を推進し取得率が６０％を越え、また、徳島～小松島間
においては、高速道路の無料化に伴うインターチェンジの構造検討等を実施。さらに、小松島～阿南間に
おいては、地元との設計協議に着手。
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４４４４ 地域高規格道路地域高規格道路地域高規格道路地域高規格道路のののの整備整備整備整備とととと主要幹線主要幹線主要幹線主要幹線 ◇◇◇◇地域高規格道路地域高規格道路地域高規格道路地域高規格道路・・・・阿南安芸自動車道 日和佐道路阿南安芸自動車道 日和佐道路阿南安芸自動車道 日和佐道路阿南安芸自動車道 日和佐道路のののの整備整備整備整備
・平成１６年度は、用地買収及び工事の促進を図り、日和佐地区及び由岐地区で用地取得がほぼ完了。道路道路道路道路のののの整備整備整備整備
・平成１７年度は、引き続き、用地買収及び工事の促進を図り、木岐トンネルが貫通。

、 、 、 、・平成１８年度は 引き続き 用地買収及び工事の促進を図り 北白浜トンネル及び福井トンネルが貫通し
これにより全てのトンネルが貫通。また、美波町田井～北河内間約６．２㎞が概ね完了。

◇◇◇◇国道国道国道国道５５５５５５５５号阿南号阿南号阿南号阿南バイパスバイパスバイパスバイパスのののの整備整備整備整備
・平成１６年度は、用地買収及び工事の促進を図り、橘トンネルが完成。
・平成１７年度は、引き続き、用地買収及び工事の促進を図った。

、 、 、 。・平成１８年度は 引き続き 用地買収及び工事の促進を図り 津乃峰町長浜～東分地区の用地取得が完了

５５５５ 空港整備空港整備空港整備空港整備 ◇◇◇◇徳島飛行場徳島飛行場徳島飛行場徳島飛行場のののの滑走路拡張滑走路拡張滑走路拡張滑走路拡張（（（（２ ５００２ ５００２ ５００２ ５００ｍｍｍｍ化化化化））））整備整備整備整備，，，，
・平成１６年度から、滑走路、空港ターミナル施設用地の埋立工事を促進。
・平成１７～１８年度は、引き続き、埋立工事等を行い完成へ向け着実な整備を促進。

６６６６ 空港利用空港利用空港利用空港利用のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇徳島空港徳島空港徳島空港徳島空港におけるにおけるにおけるにおける空路利用空路利用空路利用空路利用のののの推進推進推進推進
・徳島空港の利用促進を図るため、民間と行政で構成する「徳島空港利用促進協議会」を実施主体として事
業を展開。団体旅行に対する助成事業及び国際チャーター便に対する助成事業等を新設・拡充することな
どにより、空路を利用する旅客の増加に努めた。
○国際チャーター便や国内線を利用した旅行企画による旅客の増加に寄与

国際チャーター便によるインバウンドの団体観光旅行者を受入れたり、団体・個人の国内線を利用
した旅客の増加が図られるなど、本県の広域的な交流を推進

○徳島空港利用旅行企画及び国際チャーター便助成の利用者数
⑱２ １４７人（⑰１ １２８人、⑯１ ３７４人）， ， ，

２２２２ 交通渋滞交通渋滞交通渋滞交通渋滞のないまちづくりのないまちづくりのないまちづくりのないまちづくり

交通渋滞交通渋滞交通渋滞交通渋滞をををを緩和緩和緩和緩和することによりすることによりすることによりすることにより、、、、都市内交通都市内交通都市内交通都市内交通のののの円滑化円滑化円滑化円滑化をををを図図図図りりりり、、、、いつでもいつでもいつでもいつでも・・・・誰誰誰誰でもがでもがでもがでもが安全安全安全安全でででで快適快適快適快適にににに移動移動移動移動できるまちづくりをできるまちづくりをできるまちづくりをできるまちづくりを目指目指目指目指しますしますしますします。。。。

１１１１ 放射放射放射放射・・・・環状道路環状道路環状道路環状道路のののの整備整備整備整備 ◇◇◇◇放射放射放射放射・・・・環状道路環状道路環状道路環状道路のののの整備整備整備整備
・放射・環状道路として、一般国道４３８号、吉野川橋通線、常三島中島田線（田宮街道 、元町沖洲線、）
徳島環状線等の事業を促進。
○放射・環状道路（総延長約５８㎞）の供用延長（暫定・側道含む）

⑱３２ ９㎞（吉野川橋通線含む （⑰３１ ６㎞、⑯３１ １㎞）． ． ．）
⑯徳島小松島線勝浦浜橋の４車線化完成（全体延長１ １㎞）．
⑰吉野川橋通線の４車線化完成（全体延長０ ４㎞）．
⑱常三島中島田線（田宮街道）の４車線化部分供用（全体延長３ ８㎞のうち３ ３㎞供用）． ．
⑱元町沖洲線の４車線化部分供用（全体延長２ ７㎞のうち２ ４㎞供用）． ．
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２２２２ 渋滞交差点渋滞交差点渋滞交差点渋滞交差点のののの改良改良改良改良 ◇◇◇◇渋滞渋滞渋滞渋滞のののの著著著著しいしいしいしい交差点交差点交差点交差点のののの改良改良改良改良
・直轄国道における渋滞交差点（本町、大野、佐古）の事業を促進。

⑱１箇所完成（佐古交差点完成 、２箇所事業中（⑰３箇所事業中、⑯３箇所事業中））

３３３３ 鉄道高架化鉄道高架化鉄道高架化鉄道高架化のののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇鉄道高架事業鉄道高架事業鉄道高架事業鉄道高架事業のののの徳島市徳島市徳島市徳島市のまちづくりとのまちづくりとのまちづくりとのまちづくりと一体一体一体一体となったとなったとなったとなった推進推進推進推進
・連続立体交差事業の着工準備箇所として採択されるよう取り組みを進め、平成１８年度の着工準備箇所と
して採択。

・平成１８年度は、都市計画決定に向けた調査・設計等を進めるとともに、地元説明会の開催等により事業
に対する地元住民との合意形成に努めた。

４４４４ 公共交通機関公共交通機関公共交通機関公共交通機関のののの利用促進対策利用促進対策利用促進対策利用促進対策 ◇◇◇◇公共交通機関公共交通機関公共交通機関公共交通機関のののの利用促進利用促進利用促進利用促進
・鉄道やバスの利便性の向上を図り、公共交通機関の利用を促進するため、店舗利用型パークアンドライド
の実施、携帯電話版バス時刻表検索システム（とくしまバスＮａｖｉ）の提供、ノーカーデーキャンペー
ンを実施。

・平成１８年度には、パークアンドライドを推進するための基礎調査を実施。引き続き、ノーカーデー推進
のキャンペーンを実施したほか、バス路線帳を発行。

３３３３ いいとくしまいいとくしまいいとくしまいいとくしま観光観光観光観光・・・・交流交流交流交流のののの推進推進推進推進

地域地域地域地域のののの魅力魅力魅力魅力をををを活活活活かしたかしたかしたかした観光地観光地観光地観光地づくりやづくりやづくりやづくりや、、、、農山漁村体験等農山漁村体験等農山漁村体験等農山漁村体験等のののの多彩多彩多彩多彩なななな体験体験体験体験をををを推進推進推進推進しししし、、、、効果的効果的効果的効果的なななな情報発信情報発信情報発信情報発信をををを行行行行うことなどによりうことなどによりうことなどによりうことなどにより、、、、県内外県内外県内外県内外のののの交流交流交流交流がががが活発活発活発活発にににに
なるようになるようになるようになるように努努努努めますめますめますめます。。。。

１１１１ 観光観光観光観光とくしまとくしまとくしまとくしまブランドブランドブランドブランドのののの確立確立確立確立 ◇◇◇◇マスメディアマスメディアマスメディアマスメディア等等等等をををを活用活用活用活用したしたしたした広告宣伝広告宣伝広告宣伝広告宣伝
・マスメディアとのタイアップにより、テレビの旅番組を放送（４本 。旅行雑誌とのタイアップにより、）
本県の観光記事を掲載（９誌 。新聞社とのタイアップにより、阿波おどりと「バルトの楽園」オープン）
セットのプレスツアーを実施し、本県の観光記事を掲載（９紙・１ＨＰ 「バルトの楽園」ＢＡＮＤＯロ）。

（ ）。 、 。ケ村のオープン告知記事を掲載 ６紙 平成１８年度に 観光ブランドの顔である観光ポスターを刷新
○観光入り込み客数 ⑰１ ２４５万人（⑯１ ２８１万人）， ，
○観光情報提供システム「阿波ナビ」アクセス件数（累計）

⑱１８５万件（⑰１５３万件、⑯１２０万件）
○「徳島観光ファンクラブ」会員数（累計） ⑱３ ５６０人（⑰３ ４１８人、⑯２ ０７１人）， ， ，

◇◇◇◇県内県内県内県内をををを舞台舞台舞台舞台にしたにしたにしたにしたテレビテレビテレビテレビ、、、、映画映画映画映画、ＣＭ、ＣＭ、ＣＭ、ＣＭ等等等等ののののロケロケロケロケ撮影撮影撮影撮影のののの支援支援支援支援・・・・誘致誘致誘致誘致
・積極的に情報提供等を行い、本県においてロケを支援。

○県内を舞台にしたテレビ、映画、ＣＭ等ロケ撮影支援件数 ⑱２５件（⑰２２件、⑯２６件）
・映像制作者及び県民向けのホームページを運営。本県でロケを行った映像関係者のインタビューコラムの
ページを作成し、掲載。
○ホームページへのアクセス件数（⑮からの累計） ⑱７０万件（⑰４７万件、⑯２８万件）

・ バルトの楽園」を中心としたロケ地マップを発行し、ロケ地を紹介することにより新しい交流スポット「
としての付加価値を提供。

・ロケ協力者の増加を図るため、エキストラを登録。
○エキストラ登録者数（累計） ⑱５２６人（⑰４４２人）
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２２２２ 徳島徳島徳島徳島のののの魅力魅力魅力魅力をををを活活活活かしたかしたかしたかした観光地観光地観光地観光地づくりづくりづくりづくり ◇◇◇◇阿波阿波阿波阿波おどりのおどりのおどりのおどりの活性化活性化活性化活性化
・ 徳島市の阿波おどり」について、県においては、無料演舞場等の運営や総合案内所の運営助成を行うと「

、 「 」 、ともに シャトルバスの運行経費の一部を助成する 阿波おどり交通円滑化対策事業 の実施などにより
阿波おどり観光客への利便性の向上を促進。また、コンビニエンスストアでの前売り券の販売網を拡大し
たほか、演舞場の運営面で改善を実施。
○徳島市阿波おどり入り込み客数 ⑱１２６万人（⑰１２８万人、⑯１３６万人）

・ はな・はる・フェスタ」を春の阿波おどりとして一層定着させるため、事業実施に要する経費の一部を「
助成。観客も参加できる「みんなで踊ろう阿波おどり」や「阿波おどりコンテスト」を実施するなど、夏
本番とはひと味異なる阿波おどりの魅力度アップを推進。
○はな・はる・フェスタ入り込み客数 ⑱２４万人（⑰２０万人、⑯２０万人）

◇◇◇◇地域資源地域資源地域資源地域資源をををを活用活用活用活用したしたしたした観光地観光地観光地観光地づくりづくりづくりづくり
・本県へのリピーター確保や本県の魅力度を高めるため、本県が誇る豊かな自然や個性のある伝統芸能、伝
統技術などの地域資源を体験型観光という手法で活用した観光地づくりを推進。
○旅行商品化された体験プログラム数（累計）

⑱２５プログラム（⑰２０プログラム、⑯１７プログラム）

・四国４県の自然、歴史、伝統文化等を出題範囲とする「観光検定」試験を実施することにより、本県の魅
力の再認識・再発見や観光産業従事者の資質向上を促進。
○観光検定試験合格者数（累計） ⑱７３名（⑰０名）

◇◇◇◇グリーングリーングリーングリーン・・・・ツーリズムツーリズムツーリズムツーリズムのののの推進推進推進推進
・市町村等と連携し、地域情報、体験メニュー、地域食材、特徴ある料理などの情報を収集し、県・市町村
のグリーン・ツーリズムホームページから都市住民等へ情報を発信。また、農家グループや市町村等が地
域全体でグリーン・ツーリズムを進めるために必要な施設（直売所、交流施設、体験施設など）整備への

。 、 、取り組みを支援 四国知事会で決定し組織した四国グリーン・ツーリズム推進検討会を母体に 企画研究
人材育成、情報発信の３事業について連携推進し、共通した魅力ある四国をＰＲ。
○グリーン・ツーリズムホームページ掲載市町村数

⑱２４／２４市町村（⑰１２／３５市町村、⑯１８／５０市町村）

◇◇◇◇地域地域地域地域にぎわいにぎわいにぎわいにぎわい創出補助金創出補助金創出補助金創出補助金のののの運用運用運用運用
・平成16年度に 「地域にぎわい創出補助金」の制度を創設し、平成１７年度にかけて、市町村等が実施す、
る自主的・主体的な地域づくり事業（地域間交流、文化創造等のソフト事業及び観光・交流等のハード事
業）に対して補助金を交付し、地域の活性化を支援。

・平成１８年度は 「がんばる市町村応援事業」の一つのメニューである「地域にぎわい創出交付金」とし、
て、制度改正を行い、市町村等が実施する地域づくり事業に対して交付金を交付。
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◇◇◇◇近隣府県等近隣府県等近隣府県等近隣府県等とととと連携連携連携連携したしたしたした広域観光広域観光広域観光広域観光・・・・交流交流交流交流のののの推進推進推進推進
・四国のイメージアップと観光客の誘客拡大を図るため 四国観光立県推進協議会において 愛知万博へ こ、 、 「
ころのふるさと癒しの四国」と題して出展したほか、東京で４県知事が出席して日経観光シンポジウムを
開催。また、ＪＡＬとタイアップした「麗らか四国キャンペーン」の実施や韓国での観光セミナー、さら
に本県でのインバウンドフォーラムを開催するなど、マスメディアやエージェントとタイアップした誘客
促進活動を実施。

・近隣府県等と連携して、韓国、中国及び台湾のエージェントの招聘や国際観光見本市を開催するなど、国
際観光の誘客を促進。
○観光入り込み客数 ⑰１ ２４５万人（⑯１ ２８１万人）， ，

３３３３ 観光客観光客観光客観光客のののの受受受受けけけけ入入入入れれれれ態勢態勢態勢態勢のののの充実強化充実強化充実強化充実強化 ◇◇◇◇観光客観光客観光客観光客のののの受受受受けけけけ入入入入れれれれ態勢態勢態勢態勢のののの充実充実充実充実
・観光客の誘致と周遊性を促進するための観光イベントの促進や観光案内情報の提供 「もてなし観光塾」、
の開催により、観光関係者の意識啓発を推進。また、貸し切りバスを利用した県外からの団体旅行客に対
して、バス代金の一部を助成する「ツーリズムバス事業」等により、官民一体となったリピーターを育て
る心のこもった受け入れ態勢を充実。
○観光入り込み客数 ⑰１ ２４５万人（⑯１ ２８１万人）， ，

◇◇◇◇外国人観光客外国人観光客外国人観光客外国人観光客のののの受受受受けけけけ入入入入れれれれ態勢態勢態勢態勢のののの充実充実充実充実
・徳島県国際観光テーマ地区推進協議会において、外国人観光客に対して外国語による情報提供を行うため
の「ｉ」案内所の運営や「おもてなしマニュアル」の作成等により、外国人旅行者が安心して旅行ができ
る環境づくり等の受け入れ態勢を強化。

、 、 、・英語 中国語及び韓国語版のパンフレットを全面改訂し 本県の最新の観光情報を広くＰＲするとともに
観光案内板のユニバーサルデザイン化を行うなど、外国人旅行者に対応した観光案内機能を強化。

・外国人観光客誘致宣伝事業として、香港、台湾及び中国からエージェントを招聘し徳島のＰＲを実施。
○訪日外客訪問地調査徳島県訪問率 ⑰０．２％（⑯０．２％）

◇◇◇◇中国広東省中国広東省中国広東省中国広東省とのとのとのとの公式訪問団公式訪問団公式訪問団公式訪問団のののの相互交流及相互交流及相互交流及相互交流及びびびび書道展等書道展等書道展等書道展等のののの開催開催開催開催
・平成１８年度は、中国広東省との友好交流１０周年の節目となることから、公式訪問団の相互交流をはじ
め、文学書道館の書作品の交流展等を実施。
○広東省人民代表大会代表団の受入、徳島県広東省友好訪問団の派遣
○広東国際観光文化祭へ阿波踊りを派遣
○「徳島県立文学書道館所蔵・小坂奇石書法展」及び「徳島県現代書家選抜展」を中国広東省の広州芸
術博物院で開催

○１０周年記念写真パネル展、広東歌舞劇院による中国伝統音楽コンサートを徳島市内で開催
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４４４４ 県産品県産品県産品県産品をををを活用活用活用活用したしたしたした魅力発信魅力発信魅力発信魅力発信 ◇◇◇◇魅力的魅力的魅力的魅力的でででで売売売売れるれるれるれる県産品県産品県産品県産品のののの創出創出創出創出、、、、販路拡大販路拡大販路拡大販路拡大のののの支援支援支援支援
・県産品全体の販売促進と新しい産品の発掘のため、徳島県産品紹介インターネットサイト「徳島県産品ま
るごとデータベース・阿波のあるでよネット」を平成１７年１０月に設置。
○「阿波のあるでよネット」掲載商品数 ⑱約６７０商品

・消費者の視点に立った販路拡大のため 「阿波の逸品」販路拡大支援商品を選定し、アンテナショップを、
活用した重点的ＰＲや消費者ニーズ調査、大都市圏の百貨店・量販店等のバイヤーへの売り込みや生産事
業者等の物産展・見本市等への参加支援などの市場販売ルート開拓支援を実施し、県産品の戦略的な販路
拡大を推進。
○支援商品の選定 ⑱７７商品（⑰８７商品）
○開発支援により販売した品目数（累計） ⑱３１品（⑰０品）

◇◇◇◇中部圏域中部圏域中部圏域中部圏域とのとのとのとの交流交流交流交流のののの活性化活性化活性化活性化、、、、名古屋事務所内名古屋事務所内名古屋事務所内名古屋事務所内ののののアンテナショップアンテナショップアンテナショップアンテナショップのののの活用活用活用活用
・名古屋のアンテナショップにおいて、県産品の紹介販売を通じて、本県の自然、文化、観光資源を強力に
アピールするとともに、消費者の物産・観光等に対する様々なニーズを収集し、県産品の販路拡大のみな
らず、観光の振興と交流の推進、徳島のイメージアップにつなげる取り組みを実施。
○アンテナショップ 来場者数 ⑱１１ ０００人（⑰１１ ０９４人）， ，

購入者数 ⑱３ ４００人（⑰４ １６５人）， ，
売上額 ⑱１ ０８５万円（⑰７２０万円），

○阿波の国盛り上げ隊（中部版） ⑱約２５０人（⑰会員募集開始）

４４４４ にぎわいにぎわいにぎわいにぎわい活力活力活力活力とくしまのとくしまのとくしまのとくしまの実現実現実現実現

大規模大規模大規模大規模イベントイベントイベントイベントをををを誘致誘致誘致誘致・・・・開催開催開催開催するなどによりするなどによりするなどによりするなどにより、、、、笑顔笑顔笑顔笑顔とととと興奮興奮興奮興奮がががが渦巻渦巻渦巻渦巻くまちづくりをくまちづくりをくまちづくりをくまちづくりを目指目指目指目指しますしますしますします。。。。

１１１１ 大規模大規模大規模大規模イベントイベントイベントイベントによるにぎわいとによるにぎわいとによるにぎわいとによるにぎわいと ◇◇◇◇ＪＪＪＪリーグリーグリーグリーグ公式戦公式戦公式戦公式戦のののの開催支援開催支援開催支援開催支援
・県民、企業、行政の三位一体による取り組みにより、四国初のJリーグチーム「徳島ヴォルティス」が誕活力活力活力活力のののの創出創出創出創出
生し、平成１７年３月１２日にJリーグ公式戦ホーム開幕戦が開催。

・ 徳島ヴォルティス」及び「徳島インディゴソックス」の持つ集客力及び情報発信力等を活用し、にぎわ「
い創出を図るための各種事業を実施。
○鳴門でのＪーグ公式戦 ⑱２３試合開催（⑰２１試合開催）
○総観客数 ⑱８３ ４５２人（⑰９６ ０４５人）， ，

◇◇◇◇プロスポーツチームプロスポーツチームプロスポーツチームプロスポーツチームやややや映画映画映画映画「「「「バルトバルトバルトバルトのののの楽園楽園楽園楽園」」」」等等等等をををを活用活用活用活用したにぎわいのしたにぎわいのしたにぎわいのしたにぎわいの創出創出創出創出
・本県に新たに誕生したプロスポーツチームやスポーツ拠点、映画「バルトの楽園」を積極的に活用し、本
県を全国にＰＲするとともに、本県に一層のにぎわいを創出。

◇◇◇◇大規模大規模大規模大規模イベントイベントイベントイベントのののの充実充実充実充実とととと活性化活性化活性化活性化
・ はな・はる・フェスタ」を春の阿波おどりとして一層定着させるため、事業実施に要する経費の一部を「
助成。観客も参加できる「みんなで踊ろう阿波おどり」や「阿波おどりコンテスト」を実施するなど、夏
本番とはひと味異なる阿波おどりの魅力度アップを推進。
○はな・はる・フェスタ入り込み客数 ⑱２４万人（⑰２０万人、⑯２０万人）
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２２２２ イベントイベントイベントイベント情報情報情報情報のののの効果的効果的効果的効果的なななな発信発信発信発信 ◇◇◇◇徳島県徳島県徳島県徳島県メールマガジンメールマガジンメールマガジンメールマガジン「「「「とくめるとくめるとくめるとくめる」」」」のののの発行発行発行発行
・県政の動きや県内のイベント情報などを紹介する徳島県メールマガジン「とくめる」を毎月第２・第４金
曜日に配信。

◇◇◇◇観光情報等観光情報等観光情報等観光情報等のののの情報発信情報発信情報発信情報発信
・観光客への情報提供をより効果的に発信するため、ホームページの運営やメールマガジンの配信を行い、
時季を得た観光情報や地域イベント等の情報を発信。
○観光情報提供システム「阿波ナビ」アクセス件数（累計）

⑱１８５万件（⑰１５３万件、⑯１２０万件）
○「徳島観光ファンクラブ」会員数（累計） ⑱３ ５６０人（⑰３ ４１８人、⑯２ ０７１人）， ， ，

３３３３ 多多多多くのくのくのくの人人人人がががが集集集集まるまるまるまる大会大会大会大会・・・・会議会議会議会議のののの開催開催開催開催 ◇◇◇◇にぎわいにぎわいにぎわいにぎわい創出創出創出創出のためののためののためののための大会誘致大会誘致大会誘致大会誘致・・・・開催開催開催開催
（平成１６年度）

第第第第２８２８２８２８回全国高等学校総合文化祭徳島大会回全国高等学校総合文化祭徳島大会回全国高等学校総合文化祭徳島大会回全国高等学校総合文化祭徳島大会のののの開催開催開催開催1)
・高校生の文化の祭典である全国高等学校総合文化祭第２８回大会を、平成１６年７月３０日から８月３日
までの５日間、徳島市、鳴門市及び阿南市の延べ２８会場において開催。
○全国及び海外から２ ８３０校、１７ ２１８人の高校生が参加， ，

第第第第２８２８２８２８回全国育樹祭回全国育樹祭回全国育樹祭回全国育樹祭のののの開催開催開催開催2)
・平成１６年１０月２４日、神山森林公園において 「第２８回全国育樹祭」を開催。、

○全国から約７ ０００名が参加，

（平成１７年度）
全国過疎問題全国過疎問題全国過疎問題全国過疎問題シンポジウムシンポジウムシンポジウムシンポジウムのののの開催開催開催開催1)

・ 全国過疎問題シンポジウム」を平成１７年１０月３１日から１１月２日の３日間、徳島市（全体会・分「
科会 、那賀町（分科会 、上勝町及び旧西祖谷山村（前夜祭）において開催。） ）
○全国から約８００人が参加

全国知事会議全国知事会議全国知事会議全国知事会議のののの開催開催開催開催2)
・ 全国知事会議」を平成１７年７月１３日から１４日の２日間、徳島市において開催。「

○全国から約７００名が参加

（平成１８年度）
日本文化日本文化日本文化日本文化デザインデザインデザインデザイン会議会議会議会議のののの開催開催開催開催1)

・ 日本文化デザイン会議」を平成１８年１０月１３日から１５日の３日間 「アスティとくしま」をメイン「 、
会場に、徳島市、鳴門市、吉野川市、神山町を各サテライト会場にして開催。
○各界の第一線で活躍中の文化人１０６人が出演、全国から約５ ０００人が来場，

４４４４ 大会大会大会大会・・・・会議会議会議会議のののの誘致促進誘致促進誘致促進誘致促進 ◇◇◇◇大会大会大会大会・・・・会議会議会議会議のののの誘致促進誘致促進誘致促進誘致促進
、 。・本県に多くの県外の人が集まる大会・会議を行う主催者に対し 開催経費や郷土芸能招聘等の助成を実施

・コンベンション・トレードショーの出展、観光割引制度の実施、飲食店ガイドブックの提供等により、積
極的に誘致活動を実施。
○平成１６年度に開催助成制度を拡充
○コンベンション（集会・大会）開催による宿泊者数

⑱３１ ５１８人（⑰３３ ０４３人、⑯２９ ２６７人）， ， ，
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５５５５ ｅ－ｅ－ｅ－ｅ－とくしまのとくしまのとくしまのとくしまの実現実現実現実現

ＩＣＴ（ＩＣＴ（ＩＣＴ（ＩＣＴ（情報通信技術情報通信技術情報通信技術情報通信技術））））基盤基盤基盤基盤のののの整備整備整備整備やややや基礎技術基礎技術基礎技術基礎技術のののの習得機会習得機会習得機会習得機会のののの提供提供提供提供などをなどをなどをなどを通通通通じじじじ、、、、高速高速高速高速・・・・超高速超高速超高速超高速インターネットインターネットインターネットインターネットなどをなどをなどをなどを暮暮暮暮らしにらしにらしにらしに活活活活かすかすかすかす環境環境環境環境づくりにづくりにづくりにづくりに
努努努努めますめますめますめます。。。。

１１１１ ｅｅｅｅｰーーーとくしまとくしまとくしまとくしま推進推進推進推進プランプランプランプランのののの推進推進推進推進 ◇◇◇◇ｅ－ｅ－ｅ－ｅ－とくしまとくしまとくしまとくしま推進推進推進推進プランプランプランプランのののの官民一体官民一体官民一体官民一体となってのとなってのとなってのとなっての推進推進推進推進
・本県情報化の指針である「ｅ－とくしま推進プラン（平成１６年３月策定 」を官民協働で取り組む中核）
組織として「 財）ｅ－とくしま推進財団」を平成１７年２月に設立。（

・平成１７年度は、同財団が中心となり、県のＩＣＴ化に関する普及啓発・調査研究・情報交流、県・市町
村共同の電子自治体業務の管理運営・調査研究を実施。

・平成１８年度は 「ｅ－とくしま推進プラン」の協働目標推進期間の最終年度であることから、推進母体、
、 、「 」である同財団を中心として より一層の推進に向けた取り組みを行うとともに ｅ－とくしま推進会議

を開催し、協働目標の進捗状況について確認を行うなど、進行管理を実施。

２２２２ 情報通信基盤情報通信基盤情報通信基盤情報通信基盤のののの整備整備整備整備 ◇◇◇◇ＣＡＴＶＣＡＴＶＣＡＴＶＣＡＴＶネットワークネットワークネットワークネットワークやややや光光光光ファイバファイバファイバファイバなどのなどのなどのなどの高度情報通信基盤高度情報通信基盤高度情報通信基盤高度情報通信基盤のののの整備整備整備整備
・国の補助事業を活用し、市町村等が行う情報通信基盤整備に対する支援を行い 「ｅ－とくしま」の基礎、
となる高度情報通信基盤の早急な整備を推進。

・平成１６年度に、那賀町（旧相生町）で「新世代地域ケーブルテレビ整備事業」を実施。結果、那賀町全
域において、ケーブルテレビ網が整備。また、神山町・佐那河内村で「加入者系光ファイバ網設備整備事
業」を実施。結果、両町村全域において、ケーブルテレビ、超高速インターネットサービス等が可能とな
る光ファイバ網が整備。

・平成１７年度に、勝浦町・上勝町で「加入者系光ファイバ網設備整備事業」を実施。結果、両町全域にお
いて、光ファイバ網が整備。

・平成１８年度は、ＣＡＴＶネットワークなど高度情報通信基盤の未整備市町村が、情報通信基盤の整備計
画を立てるにあたり、地域の実情にあった最新の技術動向や国の補助制度の情報提供などの支援を実施。
那賀町において 「移動通信用鉄塔施設整備事業」を実施。携帯電話の不感地域解消を促進。、
○ブロードバンドサービス提供市町村数

⑱２４市町村（４５／５０市町村 （⑰２３ （４４／５０ 、⑯３０ （４２／５０ ）） ） ）市町村 市町村 市町村 市町村
○ＣＡＴＶサービス提供市町村数

⑱１９市町村（３１／５０市町村 （⑰１７ （２５／５０ 、⑯１６ （２２／５０ ）） ） ）市町村 市町村 市町村 市町村
○ブロードバンドサービス世帯普及率 ⑱４２．４％（⑰３７．４％、⑯３０．６％）

３３３３ 県民県民県民県民ののののＩＴＩＴＩＴＩＴ利活用能力利活用能力利活用能力利活用能力のののの向上向上向上向上 ◇◇◇◇ＩＴＩＴＩＴＩＴ講習会講習会講習会講習会などなどなどなど基礎技術習得基礎技術習得基礎技術習得基礎技術習得のののの機会機会機会機会のののの増大増大増大増大
・徳島工芸村に開設しているとくしまＩＴビレッジ等においてＩＴ講習会を開催。

○ＩＴ講習会の受講者数（平成１２年度開始時からの累計）
⑱１１０，０８７人（⑰１００ ９３８人、⑯９１ １７９人）， ，
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４４４４ 電子自治体電子自治体電子自治体電子自治体のののの構築構築構築構築 ◇◇◇◇県県県県・・・・市町村共同市町村共同市町村共同市町村共同のののの行政手続行政手続行政手続行政手続ののののオンラインオンラインオンラインオンライン化化化化やややや事務事務事務事務のののの効率化効率化効率化効率化・・・・迅速化迅速化迅速化迅速化のののの推進推進推進推進
・県と市町村が共同で開発した電子申請・届出システムにより、いつでも、どこからでも行政手続が行える
オンライン受付サービスを平成１６年８月から運用。
○県の行政手続のオンライン化数（累計） ⑱２８手続（⑰２８手続、⑯９手続）
○市町村の行政手続のオンライン化数（累計） ⑱３４手続（⑰３０手続）

◇◇◇◇ＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴをををを活用活用活用活用したしたしたした行政手続等行政手続等行政手続等行政手続等のののの提供提供提供提供
)地方税電子申告システムの導入1
・平成１６年度に、全都道府県及び１３政令指定都市が構成する地方税電子化協議会において「地方税ポ
ータルシステム（エルタックス 」を開発し、パイロット６団体で運用を開始。）

・平成１７年度に、エルタックスと接続する審査システムを徳島県において構築し、平成１８年１月より法
人県民税・法人事業税の電子申告システムの運用を開始。

・平成１８年度は、引き続き、システムの安定運用を行うとともに （社）地方税電子化協議会において納、
税者の利便性向上のため、２次開発（税目追加、申請・届出、電子収納）を決定。

)政治資金等届出電子化システムの導入2
、 、 、・平成１６～１７年度に 政治団体に係る届出事項に係る電子データをシステムに移行し 平成１８年度に

県選挙管理員会の業務システムとして、全国共同利用センターのシステムの利用を開始。
○電子データ化した政治団体数（累計） ⑰６３９団体（⑯５９６団体）

)電子入札の導入3
・平成１６年度に電子入札システムの開発を行い、平成１７年度以降、電子入札を順次拡大。
・平成１８年度は、上半期に工事案件３千万円以上、委託案件５百万円以上まで電子入札を拡大するととも
に、電子入札説明会、電子入札初心者講習会、電子入札操作講習会等の実施により電子入札の普及啓発を
図り、年度中に電子入札を全面導入。

◇◇◇◇県県県県のののの事務事務事務事務ののののＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴ化化化化によるによるによるによる効率化効率化効率化効率化・・・・迅速化迅速化迅速化迅速化
総合医療情報システムの導入1)

・カルテ事務の効率化・迅速化、診療情報の有効活用、医療連携の推進、経営コストの削減等を図るため、
平成１６年度に県立海部病院電子カルテシステムを本格的に運用するとともに、県立中央病院において電
子カルテシステムを整備。

・平成１７年度に県立中央病院電子カルテシステムを試験的に運用し、平成１８年度から本格的に運用。

)電子文書管理システムの導入2
・電子申請・届出システムの専用システムとして活用することを決定し、関係各課に対する説明会を行い、
平成18年１月から試行導入し、平成１８年４月より本格導入。

◇◇◇◇共通基盤共通基盤共通基盤共通基盤システムシステムシステムシステム等等等等のののの構築構築構築構築によるによるによるによる次世代次世代次世代次世代「ｅ－「ｅ－「ｅ－「ｅ－県庁県庁県庁県庁」」」」のののの整備整備整備整備
・平成１８年度に、ＣＩＯ（最高情報統括監）を設置し、ＩＣＴガバナンス体制を確立。行政の簡素・効率
化と県民サービスの向上を目指す全庁的な「業務・システム最適化」に着手。総務事務システムの仕様検
討に着手するとともに、共通基盤システムの導入について検討を開始。
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６６６６ とくしまとくしまとくしまとくしま合併戦略合併戦略合併戦略合併戦略のののの展開展開展開展開

将来将来将来将来のののの徳島県徳島県徳島県徳島県のありのありのありのあり方方方方をををを視野視野視野視野にににに入入入入れたれたれたれた戦略的戦略的戦略的戦略的なななな市町村合併市町村合併市町村合併市町村合併をををを進進進進めますめますめますめます。。。。

１１１１ 旧合併特例法旧合併特例法旧合併特例法旧合併特例法にににに基基基基づくづくづくづく市町村合併市町村合併市町村合併市町村合併にににに ◇◇◇◇「「「「徳島県市町村合併支援徳島県市町村合併支援徳島県市町村合併支援徳島県市町村合併支援プランプランプランプラン」」」」にににに基基基基づくづくづくづく市町村合併支援市町村合併支援市町村合併支援市町村合併支援
・ 徳島県市町村合併支援プラン」に基づき、合併協議会事務局への県職員の派遣、徳島県市町村合併特別対対対対するするするする支援支援支援支援 「
交付金の交付、各部連携による事業支援などを行った結果、平成１６年度当初には県内５０市町村（４市
３８町８村）であったものが、平成18年３月末には８市１５町１村の２４市町村体制へと大きく変貌。
また、合併した市や町の取り組みに対して、各種支援を積極的に実施。
○平成１６年 月１日 吉野川市が発足１０
○平成１７年３月１日 美馬市、つるぎ町、那賀町が発足
○平成１７年４月１日 阿波市が発足
○平成１８年３月１日 三好市、東みよし町が発足
○平成１８年３月 日 新阿南市が発足２０
○平成１８年３月 日 美波町、海陽町が発足３１

２２２２ 合併新法下合併新法下合併新法下合併新法下のののの戦略的合併戦略的合併戦略的合併戦略的合併のののの展開展開展開展開 ◇◇◇◇旧合併特例法旧合併特例法旧合併特例法旧合併特例法によるによるによるによる合併合併合併合併のののの経緯経緯経緯経緯をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた合併新法下合併新法下合併新法下合併新法下のののの戦略的戦略的戦略的戦略的なななな市町村合併構想市町村合併構想市町村合併構想市町村合併構想のののの策定策定策定策定
・ 市町村の合併の特例等に関する法律」に基づき 「徳島県市町村合併推進審議会」を平成１７年７月に条「 、
例設置した。以来 「戦略的な市町村合併」の視点から 「自主的な市町村の合併の推進に関する構想」の、 、
策定に向け 「合併推進審議会」を平成１８年度末までに６回開催した。、

７７７７ 元気元気元気元気わがまちわがまちわがまちわがまち・・・・むらづくりむらづくりむらづくりむらづくり

県民県民県民県民とととと行政行政行政行政がががが、、、、それぞれのそれぞれのそれぞれのそれぞれの役割役割役割役割をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ連携連携連携連携・・・・協働協働協働協働しながらしながらしながらしながら、、、、自立的自立的自立的自立的でででで活気活気活気活気のあるまちのあるまちのあるまちのあるまち・・・・むらづくりをむらづくりをむらづくりをむらづくりを進進進進めますめますめますめます。。。。

１１１１ 地域地域地域地域づくりのづくりのづくりのづくりの支援支援支援支援 ◇◇◇◇地域地域地域地域にぎわいにぎわいにぎわいにぎわい創出補助金創出補助金創出補助金創出補助金のののの運用運用運用運用
・平成１６年度に 「地域にぎわい創出補助金」の制度を創設し、平成１７年度にかけて、市町村等が実施、
する自主的・主体的な地域づくり事業（地域間交流、文化創造等のソフト事業及び観光・交流等のハード
事業）に対して補助金を交付し、地域の活性化を支援。

・平成１８年度は 「がんばる市町村応援事業」の一つのメニューである「地域にぎわい創出交付金」とし、
て、制度改正を行い、市町村等が実施する地域づくり事業に対して交付金を交付。

２２２２ ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯ・・・・ボランティアボランティアボランティアボランティアとのとのとのとの連携強化連携強化連携強化連携強化 ◇◇◇◇県民県民県民県民のののの参加参加参加参加とととと協働協働協働協働によるによるによるによる地域地域地域地域づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進
・ 徳島県社会貢献活動の促進に関する条例」の普及・啓発、とくしま県民活動プラザにおける社会貢献活「

、 。 、 、動の総合的な支援等を通じて 県民の参加と協働による地域づくりを推進 また 官民協働の推進に向け
社会貢献活動団体が行う自主的な事業に対する「協働事業推進補助事業」を公募により実施。
○ボランティア人口 ⑱１３６ ０８１人（⑰１３５ ２３８人、⑯１０１ ０１４人）， ， ，
○協働事業推進補助金補助事業数 ⑱２２事業（⑰１５事業、⑯１４事業）
○ＮＰＯ法人数 ⑱１８９団体（⑰１３８団体、⑯１０２団体）
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３３３３ 規制緩和規制緩和規制緩和規制緩和をををを活用活用活用活用したしたしたした地域地域地域地域づくりづくりづくりづくり ◇◇◇◇構造改革特区構造改革特区構造改革特区構造改革特区のののの導入及導入及導入及導入及びとくしまびとくしまびとくしまびとくしまリフレッシュリフレッシュリフレッシュリフレッシュ特区特区特区特区のののの創設創設創設創設
・地域の経済活性化のため、国が進めている構造改革特区及び地域再生構想について、市町村等に周知し導
入を推進。

・平成１６年度に徳島県版の構造改革特区（とくしまリフレッシュ特区）制度を創設し、市町村独自の地域
づくりを支援。
○構造改革特区の導入件数（累計） ⑱９件（国の特区６件、県版特区３件）

（⑰８件（国の特区６件、県版特区２件 、⑯５件（国の特区４件、県版特区１件 ）） ）
○地域再生計画の導入件数（累計） ⑱１４件（⑰１４件、⑯３件）

４４４４ にぎわうまちづくりにぎわうまちづくりにぎわうまちづくりにぎわうまちづくり ◇◇◇◇商店街商店街商店街商店街のののの魅力向上魅力向上魅力向上魅力向上のためのためのためのため、、、、にぎわいをにぎわいをにぎわいをにぎわいを創出創出創出創出するするするする取取取取りりりり組組組組みみみみ等等等等にににに対対対対しししし支援支援支援支援をををを実施実施実施実施
・平成１６年度は、映画館をイベントホールとしてリニューアルし、商店街団体と市民団体が協働で実施し
たソフト事業、商店街団体等が新町川ボードウォークにおいて定期的に実施したソフト事業を支援。

・平成１７年度は、商店街団体が自立的な活動を行うＮＰＯ団体と協働で実施したミニパラソルショップや
オークション、大道芸人によるイベント事業等を支援。

・平成１８年度は、中心市街地の商店街組合を支援する県下唯一の団体である県商店街振興組合への支援を
通じて、商店街のリーダー育成や各種活性化施策の実施を促進。

（ ） （ ） （ ）○新町地区商店街 徳島市 のにぎわい状況 日曜日 人 通行量指数 ⑭ ⑱４８ ７ ⑰７７の の １００とする ．

◇◇◇◇都市中心地都市中心地都市中心地都市中心地のののの再開発事業等再開発事業等再開発事業等再開発事業等にににに対対対対するするするする支援支援支援支援
・老朽化した旧徳島駅前名店街の建築物の建て替えを行うとともに、公共用通路等を整備するなど、良好な
街並みを形成し、土地を有効活用するなど、中心市街地の環境向上を図るための徳島駅前南地区優良建築
物等整備事業に対し支援し、整備を完了。

５５５５ 活気活気活気活気あるむらづくりあるむらづくりあるむらづくりあるむらづくり ◇◇◇◇地域資源地域資源地域資源地域資源をををを活活活活かしたかしたかしたかした活気活気活気活気あるあるあるある農山漁村農山漁村農山漁村農山漁村づくりづくりづくりづくり
・中山間地域の女性グループ等が行う地域の素材を活用した食品加工や工芸品の製造販売等の地域おこし活
動に対して、専門家を派遣して支援を実施。育ってきた製品を「阿波・雑穀街道」商品認定審査会で認定
し、統一ブランドとして地域特産品を育成。
○「阿波・雑穀街道」認定商品数・製造する事業体数

⑱１５７品目・５０グループ（⑰１４１品目・４９グループ、⑯１２４品目・３８グループ）

◇◇◇◇中山間地域等直接支払制度中山間地域等直接支払制度中山間地域等直接支払制度中山間地域等直接支払制度のののの実施実施実施実施
・耕作放棄などによる多面的機能の低下が懸念される中山間地域等において、農業生産条件の不利を補正す
ることを目的に、農業生産者等に交付金を支給する「中山間地域等直接支払制度」を実施。平成１２年度
から１６年度の前期対策が終了し、平成１７年度から新対策を開始し、すべての集落協定等で協定締結の
更新が必要であり、協定更新を促進。
○集落協定数 ⑱６５２協定（⑰６３９協定）
○取り組み市町村数 ⑱１７市町村（⑰１７市町村）

◇◇◇◇地域地域地域地域のののの創意工夫創意工夫創意工夫創意工夫をををを反映反映反映反映したしたしたした事業支援事業支援事業支援事業支援
・農山漁村地域の創意工夫を反映した住民自らの発想・提案に基づいた事業支援を柔軟かつ迅速に実施し、
地域支援機能の発揮に努めた。

○公募型メニューにより事業実施した事業主体数 ⑱３６件（⑰未実施）


